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求職者支援訓練に係る認定申請書を提出するに当たっては、国が定める「求職者支援訓練の認

定基準」（以下「認定基準」という。）をお読みいただき、申請しようとする職業訓練が認定基準

を満たしていることを確認した上で、職業訓練認定申請書及びそれに添付する書類（以下「申請

書」という。）を下記のとおりご提出ください。 

なお、管轄の労働局及び機構支部が別途指示する場合は、その指示に従ってください。 

記 

第１ 申請書の提出期間（申請受付期間） 

申請書は、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の各都道府県支部（以下「機構

支部」という。）が指定した申請受付期間内に提出してください。（必着） 

申請受付期間を過ぎて申請があった場合は、受け付けることができませんのでご注意くだ

さい。 

第２ 申請書の提出先 

申請書の提出先は、訓練実施施設の所在する都道府県にある機構支部です。 

なお、訓練実施施設とは、求職者支援訓練として申請する職業訓練を行う主たる施設を指

します。企業実習を実施する場合や職業能力開発講習を外部委託する場合であっても、職業

訓練のカリキュラム（職業能力開発講習及び職業スキル）の実施場所を訓練実施施設とみな

します。 

第３ 提出する書類 

「第６ 申請書を作成する際の留意事項」に留意の上、次の申請書を提出してください。 

また、次の申請書以外にも、認定基準を満たしていること等を確認するための追加書類を

提出していただく場合がありますのでご了承ください。 

なお、求職者支援訓練に関する認定申請に際して提出された個人情報については、求職者

支援訓練の認定その他求職者支援訓練の実施に係る業務に使用することとし、「個人情報の保

護に関する法律」及び当機構の定める「個人情報の取扱いに関する規程」等により適切に取

り扱います。 

また、認定申請書類の提出に当たっては、「著作権法」にご留意の上、ご提出いただきます

ようお願いします。 

提出いただきました書類の一部につきましては、暴力団関係者に関する欠格要件に該当し

ないことを確認するため、各都道府県警察へ提供及び照会いたします。 

≪申請に必要な書類≫ 

 備考欄に「※」印がある書類は、該当する場合に提出が必要となる書類です。 

その他の書類は全て提出してください。 
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No 書類 備考 

1 職業訓練認定申請書 様式第１号 

2 誓約書 様式第２号 

3 

実施体制等確認表 

【添付書類】 

・不動産登記簿謄本（写）（訓練実施場所及び事務室を所有する場

合）、賃貸借契約書（写）（訓練実施場所及び事務室を賃借する場合）

等、施設が使用可能であることが確認できるもの 

・訓練実施施設（教室・実習室）及び事務室の平面図 

・介護職員養成研修等の指定通知書（写）（介護職員養成研修を求職

者支援訓練として実施する場合） 

・加入する予定である保険に関するリーフレット等 

・託児サービス付き訓練コースを設定する場合は、託児サービス提供

機関が基準に該当しているか確認できる書類（託児サービス付き訓練

を設定する場合） 

※ 託児サービス対応訓練を設定する場合は、認定申請時点で提出す

る必要はないこと 

・職業訓練サービスガイドライン研修の修了証書（写）、修了証明書

（写）又は受講証明書（写）、(受講者が講師又は事務担当者の場合

は、申請者と直接雇用関係であることがわかる書類） 

※ 職業訓練サービスガイドライン研修を受講することができない期

間（令和６年４月末まで （職業訓練サービスガイドライン研修の

開講が延期となった場合は、開講日が属する月の月末まで））に申

請する訓練科については、提出しなくても差し支えないこと 

・ISO29993及び ISO21001の審査登録証（写） 

様式第３号 
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No 書類 備考 

4 

訓練実施機関・施設の概要 

【添付書類】 

・法人登記簿謄本（写）（法人の場合）、個人事業の開廃業届出書（写）

（個人の場合）等、事業実績を確認できるもの 

・訓練を開始しようとする日から遡って３年間において、申請する訓

練科と同程度の訓練期間及び訓練時間の職業訓練を適切に行った実績

を示す資料（募集パンフレット、カリキュラム、計画（日程）表、申込

書、受講者名簿 等）又は求職者支援訓練認定書（写）及び就職実績 

・技能講習の内容を含む訓練科を適切に行った実績が確認できる書類

・代表者氏名・役員一覧（フリガナ・生年月日・性別が分かるもの）

・雇用保険適用事業所設置届又は事業主事業所各種変更届の事業主控

（写）（雇用保険が適用されない事業所については不要） 

・訓練実施機関属性の分かる資料（上記の添付書類で判別できない場

合に限る） 

・責任者及び苦情を処理する者の雇用保険被保険者資格取得等確認通

知書（事業主通知用）（写）（雇用保険の被保険者でない場合は、「労働

条件通知書」等の直接雇用していることが分かる書類） 

様式第４号 

5 

訓練カリキュラム 

【添付書類】 

・職場見学等実施計画書（認定様式第５号添付書類１（様式 A-51））

※ 職場見学等促進奨励金の特例措置の適用を受けようとする場合に

限る 

・企業実習実施計画書（認定様式第５号添付書類２（様式 A-54））

※ 実習促進奨励金の特例措置の適用を受けようとする場合に限る

・ＤＸ推進スキル標準対応チェックシート（認定様式第５号添付書類

３）

※ ＩＴ分野又はデザイン分野（ＷＥＢデザインの訓練コース）の認

定申請を行う場合に限る 

・デジタルリテラシーを含むカリキュラムチェックシート（認定様式

第５号添付書類４）

※ ＩＴ分野及びデザイン分野（ＷＥＢデザインの訓練コース）以外

の訓練コースであり、かつデジタルリテラシーを含むカリキュラム

を申請する場合に限る 

様式第５号 

6 
日別計画表（公共職業安定所(ハローワーク)来所日の記載されたも

の） 
様式第６号 

3



 

No 書類 備考 

7 

講師一覧 

【添付書類】 

・講師を担当する者の経歴等がわかる書類（職務経歴書（写）など）。

作成していない場合等は「講師の経歴等確認書（認定様式第７の３号）」 

・資格・免許等（写）（指導員免許、指導員講習（48時間講習）の修了

証を含む。） 

様式第７の１号 

8 講師の経歴等確認書 
様式第７の３号 

※ 

9 使用教科書等一覧（受講者が必要とする教科書等） 様式第８号 

10 

各種就職支援等の実施 

【添付書類】 

・キャリアコンサルティング担当者（職業能力開発促進法（以下「能

開法」という。）第 30条の３に規定するキャリアコンサルタント又は

キャリアコンサルティング技能士（1級又は 2級）又は能開法第 28条

第１項に規定する職業訓練指導員免許を保有する者）の要件が確認で

きる書類（キャリアコンサルタント登録証、キャリアコンサルティン

グ技能検定合格証書又は合格通知書、職業訓練指導員免許証など）。 

※ いずれも（写）で可。 

・就職支援責任者の雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主

通知用）（写）（雇用保険の被保険者でない場合は、「労働条件通知

書」等の直接雇用していることが分かる書類） 

・通所を伴わない訓練コースを実施する場合は、 就職支援責任者が

適切に就職支援を行うことを示す資料（就職支援責任者の勤務予定表

及び就職支援のフローがわかる書類又は訓練期間中の就職支援スケジ

ュール 等） 

様式第９号 

11 企業実習先一覧 
様式第 10号 

※ 

12 訓練カリキュラム（企業実習用） 
様式第 12号 

※ 

13 
ジョブ・カード様式３－３－３（職業能力証明（訓練成果・実務成果）

シート）（求職者支援訓練用） 
様式第 13の１号 

14 就職活動計画/職業生活設計 自己評価シート 
様式第 13の２号 

※ 

15 コース案内、その他広告案 任意様式 

4



 

No 書類 備考 

16 オリエンテーション時に告知する事項の内容 任意様式 

17 

過去１年間に実施した求職者支援訓練の就職状況 

・過去１年間において全国の支部から通知された「就職率確定通知書

（様式 A-10）」（写） 

※「就職率確定通知書（様式 A-10）」が通知された訓練科の訓練形態（通

所・通信（同時双方向型）・ｅラーニング）は問わないこと。 

様式第 14号 

※ 

18 

選定における加点要素確認表（実績枠） 

【添付書類】 

・地域の求人ニーズ等を踏まえた訓練内容であることがわかる書類 

・就職支援責任者が取得していた場合に加点となる資格等の確認がで

きる書類（技能検定合格証書又は合格通知書、キャリアコンサルタン

ト登録証など）。  

※ いずれも（写）で可。 

・民間教育訓練機関における職業訓練サービスの質の向上のための自

己診断表（写） 

・職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定の認定証（写） 

・託児サービス付き訓練コースを設定する場合は、託児サービス提供

機関が基準に該当しているか確認できる書類 

様式第 15の１号 

※ 

19 

選定における加点要素確認表（新規参入枠） 

【添付書類】 

・地域の求人ニーズ等を踏まえた訓練内容であることがわかる書類 

・就職支援責任者が取得していた場合に加点となる資格等の確認がで

きる書類（技能検定合格証書又は合格通知書、キャリアコンサルタン

ト登録証など）。 

※ いずれも（写）で可。 

・委託訓練契約書（写）等 

・民間教育訓練機関における職業訓練サービスの質の向上のための自

己診断表（写） 

・職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定の認定証（写） 

・託児サービス付き訓練コースを設定する場合は、託児サービス提供

機関が基準に該当しているか確認できる書類 

様式第 15の２号 

※ 
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No 書類 備考 

20 

求職者支援法に基づく認定職業訓練に係る改善計画書（過去に開講し

た訓練科の就職者のうち、雇用保険の一般被保険者となった者及び雇

用保険適用事業主となった者を対象とした就職率。（以下「雇用保険

適用就職率」という。）が基準を下回った場合） 

【添付書類】 

・改善計画の対象となった訓練科の「求職者支援法に基づく職業訓練

の認定通知書」（写） 

※ 通所（オンライン含む）とｅラーニングを申請する場合で、提出す

る都道府県が異なる場合がありますので、ご注意ください。 

様式第 16の２号 

※ 

21 求職者支援訓練の認定申請に係る提出済み書類一覧 
様式第 17号 

※ 

22 職業能力開発講習委託先の概要等 
様式第 18号 

※ 

 

第４ 申請書の提出方法 

機構支部へ来所、郵送（簡易書留郵便等、郵便又は信書便を利用した対面での配達であり、

かつ、配達記録が残る方法に限る。）又は申請書の電子ファイル（以下「電子ファイル」とい

う）をメールにより提出してください。 

機構支部において申請書を受け付けた際、申請書に不備がないことを確認した上で、認定

様式第１号「職業訓練認定申請書」に申請受理日、受理番号等を記入し、受理印を押印した

後、写しを申請者に交付します。 

また、ハローワークインターネットサービスに公開するコース情報を正確かつ迅速に登録

するため、申請書の提出に加え、電子ファイルを提出いただいております。機構支部へ来所

又は郵送で申請書を提出された場合は、提出いただく具体的な時期を申請の都度、機構支部

からご案内します。（電子ファイルの提出は任意です。） 

★ 電子ファイルの提出方法については、【別紙１】「認定申請書の電子ファイルの提出につい

て」をご確認ください。 

なお、書類に不備がある場合は、受け付けることができませんので、お手数ですが、不備

のないものを申請受付期間内に改めてご提出ください。 

 

第５ 申請書に係る審査・認定（不認定）等について 

１．申請書の修正が必要な場合の取扱い 

機構支部において、提出された申請書を審査した結果、申請書の不備や認定基準を満たさ

ないことが判明した場合には、申請書の修正等をお願いすることがあります。 

また、認定基準を満たすことを確認するため、追加資料の提出をお願いすることや、機構

支部の職員が訓練を実施しようとする施設や設備等を実際に確認することがあります。 
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これらの依頼について、指定した期限内にご対応いただけなかった場合には、認定基準を

満たさない又は認定基準を満たすと判断できないものとして、申請書を返却します。メール

により提出した場合は、機構支部の責任において破棄します。 

２．審査結果 

審査終了後、その結果について申請者に通知します。 

不明な点がある場合には、申請書を提出した機構支部あてお問い合わせください。 

なお、認定後に訓練実施機関向けの訓練の具体的な進め方等を通知します。 

３．認定後の訓練の中止 

認定後に訓練を中止できるのは、選考日の前日までであって、受講申込者が定員の半数に

満たない場合に限られます。（託児サービス対応訓練については、受講申込者が託児施設に

入所できなかった場合に、受講辞退が発生し、受講者数が定員の半数を下回ったとしても、

訓練の中止は認められません。） 

その他の理由により訓練を中止する場合は、都道府県労働局（以下「労働局」という。）に

よる認定取消の可能性があります。 

認定取消となった場合、当該取消の日から起算して５年間は、当該都道府県において求職

者支援訓練の認定を受けることができません（このほかにも認定が取り消される場合があり

ます。）。 

４．認定後の内容の変更 

原則として、認定を受けた内容は下記（１）から（７）の事項を除き変更することはでき

ませんのでご留意ください。 

これ以外の事項を変更する場合は、労働局による認定取消の可能性があります。 

認定取消となった場合、当該取消の日から起算して５年間は、当該都道府県において求職

者支援訓練の認定を受けることができません（このほかにも認定が取り消される場合があり

ます。）。 

なお、講師の予期せぬ疾病等に伴う交代、カリキュラムの内容に変更はないが技能等の習

得上問題が生じず受講生にも不利益がない範囲内での日程変更その他非常時対応の事由とし

て機構支部が認めた場合（変更事由の例は以下のイからヌのとおりです）についてはこの限

りではありません。 

（１）訓練実施施設名、同電話番号（企業実習先事業所及び職業能力開発講習委託先事業所を

含む。） 

（２）定款等に記載した事項（事業内容を変更した場合に限り、機構支部に届け出が必要です。） 

（３）求職者支援訓練の合同実施 

（４）訓練実施機関（申請者）の名称、同住所 

（５）訓練実施運営体制（責任者、事務担当者、苦情を処理する者） 

（６）企業実習先事業所及び職業能力開発講習委託先事業所の訓練実施運営体制（管理責任者、

訓練評価者、事務担当者） 

（７）定員（増員する場合に限る。） 
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   募集期間終了日の翌開庁日までに「求職者支援法に基づく認定職業訓練に係る定員変更

申請書（様式 A-13-2）」及び定員記載箇所を変更した各様式、認定基準による審査の対象

となる事項に係る資料（以下、「定員変更申請書類」という。）を機構支部へ提出し、地域

職業訓練実施計画に定める訓練実施規模の枠内であり、かつ認定基準に適合することが認

められた場合、認定時の定員を増員することができます。応募状況による定員増員を希望

する場合は、コース案内に「応募状況によっては、定員を増員することがあります。」と

記載して下さい。定員変更申請書類の提出期限や記載内容等について機構支部よりご案内

します。 

イ 講師、就職支援責任者の予期せぬ疾病、退職等に伴う交代 

ロ 上記イの理由等によりカリキュラムの内容に変更はないが技能等の習得上問題が生

じず、受講者にも不利益がない範囲内での日程変更 

ハ 天災、感染症の発生等による休講（企業実習も含む。） 

ニ 受講者数に合わせた教室変更 

ホ 教科書の改訂等による教科書（教科書代を含む。）の変更 

ヘ 訓練終了後に取得できる資格名の変更 

ト 天災等により訓練時間を振り替えたことによる訓練期間の延長 

チ 教室と異なる建物に設置した事務室を教室と同じ建物内へ変更 

リ ＯＳやアプリケーションのバージョンアップ 

ヌ 業務上やむを得ない理由による講師の変更 

５．実施状況確認 

求職者支援訓練の認定申請を行い、認定された全ての訓練科の実施期間中に原則として月

１回程度、機構支部職員が訓練実施施設を訪問またはオンラインにより、実施状況の確認を

行います。 

オンライン訓練の実施状況確認の際、事務所の確保及び事務担当者の在駐が不要な訓練コ

ースであっても、関係書類等の実地確認のため、訓練に関して責任を持って対応できる責任

者又は事務担当者の在駐にご協力をお願いする場合があります。 

また、実施状況確認の際には、訓練中に教室に入室することや受講者へのアンケートを行

うことがあります。 

６．労働局による実施状況調査 

機構支部の実施状況の確認とは別に、労働局の職員が訓練期間中に訓練実施施設を訪問し、

実施状況の調査等を行う場合がありますので、ご協力をお願いいたします。 

７．欠格要件への該当 

認定基準４、（１）、⑨「欠格要件」に該当した場合には、申請のあった訓練科を認定する

ことができません。 

また、過去の求職者支援訓練について認定を取り消された場合等については、同基準のハ

からホに該当することとなります。 
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〈認定基準４、（１）⑨欠格要件から抜粋〉 

ハ 重大な不正行為により認定を取り消された者 

ニ 認定取消から５年を経過しない者（ハの者を除く） 

ホ ５年以内に行った訓練が不適合と認められた者 

 

これらに該当した場合の具体的な不認定の取扱いについては次のとおりとなります。 

認定取消等の内容 不認定の期間 不認定の範囲 

重大な不正行為＋組織的関与あり 永年 全国 

重大な不正行為＋組織的関与なし 永年 当該都道府県 

重大以外の不正行為＋組織的関与あり ５年 全国 

重大以外の不正行為＋組織的関与なし ５年 当該都道府県 

不正行為以外 ５年 当該都道府県 

８．認定職業訓練実施奨励金等の不正受給について 

求職者支援訓練の実施機関が認定職業訓練実施奨励金等について不正受給等を行った場合

は労働局により次の措置が講じられることになります。  

（１）奨励金の返還、不支給 

① 受講者の職業訓練受講給付金（以下「給付金」という。）の不正受給に訓練実施機関が関

与した場合及び偽りその他不正の行為により本来受けることのできない認定職業訓練実施

奨励金（以下「奨励金」という。）の支給を受け、又は受けようとした訓練実施機関に対し

ては、奨励金の不正受給額の返還に加え、 

イ 返還を命じた日又は不支給決定通知書の通知日以後、当該訓練実施機関に対する支給

の可否を決定する全奨励金  

ロ 上記のほか、当該不正受給に係る訓練の開始後に当該訓練実施機関が開始した全訓練

に係る全奨励金について不支給とし、これらの既払額は返還を命じられます。 

② 給付金の不正受給に訓練実施機関が関与した場合は、当該不正受給額の３倍までの額を、

受給者と連帯して返還・納付を命じられます。 

（２）不正の事実の公表 

訓練実施機関による奨励金等の不正受給又は不正受給への関与が確定した場合は、労働局

により当該不正事案の事実を公表します。 

（３）求職者支援訓練の認定取消等 

奨励金等の不正受給等を行った訓練実施機関、その役員個人又はその役員が役員である訓

練実施機関が実施する求職者支援訓練は、認定済みの求職者支援訓練は認定の取消の対象と

なる場合があるとともに、以後の認定申請された求職者支援訓練について不認定となります。

また、事案によっては刑事告訴を受けることがあります。 

 

第６ 申請書を作成する際の留意事項 

本文中の「★」の内容については、詳細を別紙に記載しておりますので、必ずご確認ください。 
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１．全般的な留意事項 

（１）申請者 

申請者は、認定基準を満たす機関（法人、団体、個人事業所等）の代表権を有する者（代表

者）となります。 

なお、認定職業訓練実施基本（付加）奨励金を申請する際の支給申請者と同一としてくだ

さい。 

（２）訓練科毎の申請書の提出 

１訓練科につき、１申請書としてください。 

複数の訓練科を同時又は時期を異にして実施することを希望する場合には、訓練科毎に申

請書を作成して、提出してください。 

※ 訓練科とは、おおむね 10 人～30 人の受講者を同一の教室に同一時刻に集合させ、一

斉に訓練を開始するとともに一斉に訓練を終了するもの(個別指導、補講及び企業実習を

除く)であり、例えば、同一訓練科名であっても、複数の訓練科である場合や訓練実施施

設が異なる場合は、別の訓練科となります。 

（３）申請書の言語 

申請書は日本語で記入してください。 

（４）各様式間の整合性 

複数の書類に同一事項を記入する欄がありますので、提出の際はそれらの記載が一致して

いることをご確認ください。 

（５）他の法令等に基準等の定めがある訓練科の申請 

他の法令等に基づく訓練の内容を求職者支援訓練で実施する場合には、当該法令等の基準

等を満たした上で、求職者支援訓練の申請を行ってください。 

（例：介護職員養成研修における都道府県等の要綱や申請手続き等） 

（６）実施した求職者支援訓練の修了者等からの就職状況報告書の回収率 

求職者支援訓練では、訓練終了日から起算して４か月を経過する日まで（以下「提出期限」

という。）に「就職状況報告書（様式Ａ-14）」（写）、「認定職業訓練に係る就職状況報告書（様

式Ａ-15）」及び「認定職業訓練就職者名簿（様式Ａ-34）」（以下「就職状況報告」という。）を

機構支部に提出することとなっています。 

過去に実施した同一分野の求職者支援訓練において、訓練終了日の翌日から起算して３か

月を経過する日までの就職に関する状況を就職状況報告書（様式Ａ-14）により提出した修了

者の数及び就職理由退校者の数の合計数の当該求職者支援訓練の修了者等の数に占める割合

（以下「回収率」という。）が連続する３年の間に全国において２訓練科以上（当該２訓練科

以上の求職者支援訓練の終了日が連続する３年の間にある場合に限る。）80％を下回った場合、

２回目に 80％を下回った訓練科の就職状況報書の提出期限の翌日から５年を経過する日まで

の間、全国において同一分野の訓練科は認定できなくなります。 

なお、認定申請受付期間の末日までにこれに該当した場合、すでに受理した申請であって

も認定できなくなります（申請時点で認定基準不適合に該当する申請機関は認定基準を満た
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していないことになりますので、ご注意ください。）。 

また、提出期限までに機構支部に就職状況報告が提出されなかった訓練科については、そ

の時点で「回収率」、「雇用保険適用就職率」ともに０％となります。 

（例）甲社東京校の訓練科Ａ 及び 甲社大阪校の訓練科Ｂ   

             

            回収率 75％ 

              ▼ 

 

回収率 40％ 

    ▼ 

訓練科Ｂの就職状況報告書の提出期限の翌日以降、全国において、５年を 

経過する日までの間、介護分野の訓練科の認定を受けられません。 

 

 

（７）実施した求職者支援訓練の就職率 

※ 令和６年４月１日以降に開講する訓練科から適用し、令和６年３月３１日以前に開講し

た訓練科は従前の取扱い（令和５年１２月８日以降に申請する訓練科の認定申請等につい

ての留意事項をご確認ください。）の取扱いとなること。 

① 改善計画の提出が必要となる場合 

過去に実施した求職者支援訓練（ｅラーニング）の「雇用保険適用就職率」が、35％を

下回った場合については、当該訓練科の雇用保険適用就職率の適用日以降、最初に同一分

野の訓練科（ｅラーニング）の申請をしようとする場合に限り、最初に申請する都道府県

に対して、改善計画（認定様式第 16の２号）の提出が必要となります。 

また、過去に実施した求職者支援訓練（通所・通信（同時双方向型））の「雇用保険適用

就職率」が、基礎コースで 30％、実践コースで 35％を下回った場合については、当該訓練

科の雇用保険適用就職率の適用日以降、最初に同一分野の訓練科（通所・通信（同時双方

向型））の申請をしようとする同一都道府県に対して、改善計画（認定様式第 16 の２号）

の提出が必要となります。 

さらに、過去に実施した求職者支援訓練（通所・通信（同時双方向型）・ｅラーニング）

の「雇用保険適用就職率」が、基礎コースで 30％、実践コースで 35％を下回った場合につ

いては、当該訓練科の雇用保険適用就職率の適用日以降、最初に申請する同一分野の訓練

科の訓練形態が異なる場合については、最初に申請する同一都道府県に対して、改善計画

（認定様式第 16 の２号）の提出が必要となります。 

提出に当たっては、第６の２の（２０）をご確認ください。 

なお、認定申請受付期間の末日までにこれに該当した場合、すでに受理した申請であっ

ても、機構支部が定める期限までに改善計画（認定様式第 16の２号）の提出が必要となり

ます。機構支部が定める期限までに改善計画（認定様式第 16の２号）の提出がない場合は、

不認定となります。 

 終了日が３年以内 

Ａ（介護分野） ▼：就職状況報告書の提出期限の翌日 

Ｂ（介護分野） 
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 例）甲社が実施した訓練科が認定基準を下回った場合の改善計画の提出例 

申請しようとする訓練形態 

及び都道府県 

認定基準を 

下回った訓練科の 

訓練形態及び都道府県 

通所・ 

通信（同時双方向型） 
eラーニング 

Ａ県 Ｂ県 Ａ県 Ｂ県 

通
所
・ 

通
信
（
同
時
双
方
向
型
） 

Ａ県 必要 不要 必要 不要 

Ｂ県 不要 必要 不要 必要 

ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ 

Ａ県 必要 不要 必要 必要 

Ｂ県 不要 必要 必要 必要 

  

※ 過去に実施した求職者支援訓練（ｅラーニング）の「雇用保険適用就職率」が、35％

を下回った場合については、当該訓練科の雇用保険適用就職率の適用日以降、最初に

同一分野の訓練科（ｅラーニング）の申請をしようとする場合に限り、最初に申請す

る都道府県に対して、改善計画（認定様式第 16の２号）の提出が必要となります。 

 

   【参考】訓練実施機関に対して「雇用保険適用就職率」等を通知するまでの流れ 

 時 期 内 容 

（イ） 訓練終了時 訓練実施機関が修了者に対して就職状況報告書を配付。 

（ロ） 終了後４か月 
訓練実施機関が機構支部に対して修了者等から回収した

就職状況報告書等を提出。 

（ハ） 終了後６か月 
（ロ）の就職状況報告書等により、労働局等において訓練

終了後３か月時点における雇用保険適用状況を確認。 

（ニ） 終了後７か月まで 
（ハ）の確認を踏まえ、機構支部から訓練実施機関あて、

就職率確定通知を送付。 

 

② 求職者支援訓練の認定ができなくなる場合 

訓練形態（通所・通信（同時双方向型）・ｅラーニング）を問わず、上記①の就職率を下

回った訓練科の終了日から３年以内に終了する同一分野の訓練科が再度、上記①の「雇用

保険適用就職率」を下回った場合、当該訓練科の雇用保険適用就職率の適用日から起算し
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て１年を経過する日までの間、同一分野の訓練科は認定できなくなります（改善計画の提

出の要否、提出状況を問いません。）。 

当該適用日から起算して１年を経過した日以降に開講する同一分野の訓練科で、上記①

の「雇用保険適用就職率」を下回った場合、当該訓練科の終了日から３年以内に終了する、

同一分野の訓練科が再度、上記①の「雇用保険適用就職率」を下回ると当該訓練科の雇用

保険適用就職率の適用日以降、５年を経過する日までの間、同一分野の訓練科は認定でき

なくなります（改善計画の提出の要否、提出状況を問いません。）。 

また、認定申請受付期間の末日までにこれらに該当した場合、すでに受理した申請であ

っても認定できなくなります（申請時点で認定基準不適合に該当する申請機関は認定基準

を満たしていないことになりますので、ご注意ください。）。 

なお、認定できない都道府県は、申請しようとする訓練形態によって下表のとおり異な

ります。    

 

 

 

 

通所・ 

通信（同時双方向型） 
ｅラーニング 

同一都道府県 認定不可（※１） 認定不可（※２） 

異なる都道府県 認定可 認定不可（※２） 

※１ 認定基準を下回った２コースを実施した都道府県と同一の都道府県に限り認定でき

ないこと。 

※２ 認定基準を下回った２コースを実施した都道府県に限らず、全国において認定でき

ないこと。 

認定基準を 

下回った２コース 

を実施した都道府県 

（訓練形態によらないこと） 

申請しようとする 

訓練形態 
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 例）甲社が実施した訓練科（通所・通信（同時双方向型）・ｅラーニングを問わない）が認定

基準を下回った場合の具体例 

申請しようとする訓練形態 

及び都道府県 

訓練形態に 

よらず認定基準を 

下回った訓練科及び都道府県 

通所・ 

通信（同時双方向型） 
eラーニング 

不認定範囲等 

Ａ県 Ｂ県 Ａ県 Ｂ県 

訓練科①（Ａ県で 1回目） 認定可 認定可 認定可 認定可  

訓練科②（Ｂ県で 1回目） 

かつ  （全国で 2回目） 

認定可 認定可 認定 

不可 

(全国で 

1年間) 

認定 

不可 

(全国で 

1年間) 

全国において実施した訓練科①②が認定

基準を下回ったことにより、全国で eラー

ニングが 1年間認定できないこと。 

通所・通信（同時双方向型）については認

定可能であること。 

訓練科③（Ａ県で 2回目） 

かつ  （全国で 3回目） 

認定 

不可 

(A県で 

1年間) 

認定可 認定 

不可 

(全国で 

1年間) 

認定 

不可 

(全国で 

1年間) 

全国においては、3 回認定基準を下回って

いる状況だが、Ａ県で実施した訓練科①③

が認定基準を下回ったことにより、Ａ県で

通所・通信（同時双方向型）及び全国でｅ

ラーニングが 1年間認定できないこと。 

※ 訓練科①～③は訓練終了日が３年以内であること。 
訓練科③は、訓練科②により１年間の認定できない期間が明けてから実施した訓練科であるこ
と。 

 

 

〈ご注意ください〉 

実施した求職者支援訓練の就職率による上記以外の不認定の取扱いについては、各機構支

部へご確認ください。 

 

（８）雇用関係各種給付金の不正受給 

雇用関係各種給付金を不正受給等したことにより、雇用関係各種給付金の不支給期間中に

ある者は、求職者支援訓練の欠格要件に該当するため、全国において、求職者支援訓練の申

請ができません。なお、雇用関係各種給付金の不支給期間中であるにも関わらず、申請し、

認定された機関は、認定された訓練が中止となるだけでなく、労働局長による認定取消の可

能性があります。認定取消となった場合、当該取消の日から起算して５年間は、全国又は当

該都道府県において求職者支援訓練の認定を受けることができませんのでご留意ください。 

また、求職者支援訓練の認定を受けた後に、雇用関係各種給付金を不正受給等したことに

より、労働局から当該雇用関係各種給付金について不支給決定を受けた又は支給を取り消さ

れた場合には、求職者支援訓練の中止又は認定取消の可能性があるとともに、訓練を実施し

ても認定職業訓練実施奨励金の支給を受けることができません。 
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（９）訓練の運営委託等の禁止 

求職者支援訓練の運営（事務業務含む）を、他者へ委託又は請け負わせることは認められ

ません。ただし、企業実習及び職業能力開発講習のカリキュラムを除きます。 
 

〈ご注意ください〉 

求職者支援訓練の運営を他者に委託した場合は、認定取消となります。 
 

（１０）訓練に係る事業の譲渡等が行われた場合 

求職者支援訓練に係る事業の譲渡、譲受等が行われた訓練実施機関が申請する場合には、

認定にあたり一定の制約を受けることになります。 

（１１）職場復帰支援コース 

育児等を理由に離職した保育士又は看護師若しくは准看護師を対象に、離職後のブランク

に対応するための学び直しを行う訓練を基礎コースとして実施ができますので、訓練実施を

検討されている場合は、訓練実施を検討している都道府県の機構支部にお問い合わせくださ

い。 

（１２）託児サービス付き訓練・託児サービス対応訓練としての設定 

未就学児を養育している受講者に対して、訓練施設内託児サービスまたは施設外託児サー

ビスを提供しようとする場合、「託児サービス付き訓練」又は「託児サービス対応訓練」とし

て訓練を実施できます。この場合、託児サービス提供に要した経費について、訓練施設内保

育奨励金として支給されます（奨励金に関する詳細は労働局へお問い合わせください）。 

実施を検討されている場合は、訓練実施を検討している都道府県の機構支部にお問い合わ

せください。 

※「託児サービス付き訓練」と「託児サービス対応訓練」の併用はできません。 

イ 託児サービス付き訓練 

託児サービスの実施を希望する訓練実施機関が、託児施設と調整し、認定申請時点で受

入れ可能な人数を決め、「託児サービス付訓練コース」として認定申請を行う方法。 

訓練実施機関は、訓練コースの認定時点で特定の託児施設と託児サービスを契約します。 

ロ 託児サービス対応訓練 

託児サービスの実施を希望する訓練実施機関が、予め特定の託児施設と契約は行わず、

「託児サービス対応訓練コース」として認定申請し、訓練コースの認定後に利用希望者（受

講申込者）が希望する託児施設と調整等を行い、訓練実施機関が託児施設と託児サービス

の契約を行う方法。 

受入れ可能な最大人数は、申請した訓練コースの定員となることから、利用希望者から

申し出のあった場合は、必ず託児施設と調整を行う必要があります。 

なお、託児サービス付き訓練とは異なり、事前に託児施設を確保しない形態であること

から、受講申込者が託児施設を利用できなかった場合、訓練受講を辞退する可能性もあり

ます。 

（１３）短時間訓練としての設定 

訓練時間が１か月につき 80時間以上 100時間未満、かつ、１日につき原則として３時間
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以上６時間以下とする訓練科を「短時間訓練」として実施できます。なお、基礎コースに

ついては、以下①、②のような特に配慮を必要とする受講者を対象とする場合に限ります。

実施を検討されている場合は、訓練実施を検討している都道府県の機構支部にお問い合わ

せください。 

  ① 複数の事業所で雇用される者、不安定な就労状態にある者（期間の定めのある労働者、

短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用労働者）等の在職中の者で訓練受

講にあたって訓練時間に特に配慮を必要とする特定求職者等 

② ①に準ずるその他の特に配慮を必要とする特定求職者等 

★ 短期間訓練については、【別紙３】「訓練期間及び訓練時間の設定方法について」をご

確認ください。 

 

（１４）オンライン訓練の実施 

   実践コースについては、同時かつ双方向に行われる通信の方法による訓練（オンライン訓

練）が実施できます。 

  ※講師は、同時かつ双方向に行われる通信の方法を用いて、訓練実施施設外から指導するこ

とが可能です。 

★ オンライン訓練について満たすべき要件については、【別紙 15】「オンライン訓練を実

施するに当たっての留意事項」をご確認ください。 

 

（１５）虚偽等の申請 

故意に申請書等に虚偽の記載を行い又は偽りの証明を行うことにより、求職者支援訓練の

認定を受けた場合は、労働局による認定取消等の可能性があります。 

なお、認定取消等となった場合、当該取消の日から起算して５年間又は永久に、当該都道

府県又は全国において求職者支援訓練の認定を受けることができませんのでご留意ください。 

 

２．書類ごとの留意事項 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」及び第２号「誓約書」への代表者印（会社実印）、

認定様式第 13の１号「ジョブ・カード様式３－３－３（職業能力証明（訓練成果・実務成果）

シート」への就職支援責任者印及び訓練実施施設の責任者印の押印は省略できます。 

（１）職業訓練認定申請書（認定様式第１号） 

① 申請日 

機構支部に提出する年月日を記入してください。 

なお、機構支部へ来所して申請する場合は「来所日」、 郵送により申請する場合は「発

送の手続きを行う日付（消印日付）」を記載し（消印日と申請日が異なる場合、申請書を

受理できない場合もございますので、ご注意ください。）、電子メールにより申請する場

合は、電子メールの送信日が申請書に記載する申請日になりますがアドレスの誤りやサー

バーエラー等で送信・受信できていない場合、認定申請書は提出されていないこととなり
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ますので、機構支部に対して受信されているかの確認をお願いします。 

② 申請者 

申請者の所在地、商号又は名称、代表者の役職名・氏名及びそれぞれのフリガナを記入

してください。 

※ 申請者の所在地は都道府県名から記載してください。 

※ 登記された法人等である場合、登記されている内容と原則一致させてください。 

③ 訓練の種別 

次の区分に応じ、種別を選択して（ ）に○を記入してください。 

なお、「職場復帰支援コース」を実施しようとする場合は、「基礎訓練（基礎コース）」を

選択してください。 

また、「託児サービス付き訓練」、「託児サービス対応訓練」及び「短時間訓練」の設定は、

次のいずれの訓練種別でも設定することが可能です。 

基礎訓練 

(基礎コース) 

専ら就職に必要な基礎的な技能及びこれに関する知識を付与するた

めの職業訓練。 

 職場復帰支

援コース 

 

基礎コースのうち、保育士（国家戦略特別区域法（平成 25 年法律第

107 号）第 12 条の４第２項に規定する国家戦略特別区域限定保育士

を含む）又は看護師若しくは准看護師の職場復帰支援に係る内容を含

む職業訓練。 

実践訓練 

(実践コース) 

基礎的技能等並びに実践的な技能及びこれに関する知識を付与する

ための職業訓練。 

 

④ 訓練分野 

イ 申請する訓練科の訓練内容や訓練修了後に就職を想定する職業・職種により判断して、

次の一覧から分野を選び、□に✔を記入してください。 

※ 基礎コースにおける基礎分野を実施しようとする場合は何も記入しないでください。 

※ 「職場復帰支援コース」を実施しようとする場合は、「介護・医療・福祉分野」を選

択してください。 
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分野 主な職業・職種 

00 基礎分野 

※基礎分野は実践コースで設定できません。 

基礎分野の訓練内容は、多くの職種に共通する職務遂行のための基本的な

技能等を付与する内容としています。 

02 ＩＴ分野 

（注１） 

ＷＥＢ系ソフトウェア開発技術者、ソフトウェアプログラマー、サーバー

管理者、システム管理者、社内システムエンジニア、情報セキュリティ技

術者、データベース管理者、ネットワーク技術者、ゲームクリエーター 

03 営業・販売・

事務分野 

総務事務員、経理事務員、営業事務員（営業アシスタント）、貿易事務

員、ＯＡ事務員（ＯＡオペレーター）（注２）、小売店販売員、医薬品・化粧

品販売店員、生命保険営業員、不動産営業員 

04 医療事務分野 医療事務員、調剤薬局事務員、歯科助手 

05 介護・医療・

福祉分野 

※職場復帰支援コースは当該分野を選択してください。 

施設介護員、訪問介護員、看護助手、保育補助者（職場復帰支援コースに

おいては、保育士又は看護師若しくは准看護師） 

06 農業分野 農耕作業員、養畜作業員、植木職、造園師 

07 林業分野 伐木・造材・集材作業員 

08 旅行・観光分

野 

旅行会社カウンター係、旅館・ホテル接客係、ツアーコンダクター、旅

行・観光ガイド 

09 警備・保安分

野 
施設警備員、道路交通誘導員、雑踏警備員 

10 クリエート

（企画・創作）

分野 

広告ディレクター、イベントプランナー 

11 デザイン分野 

グラフィックデザイナー、ＷＥＢクリエイター、ＷＥＢデザイナー、フラ

ワーデザイナー、ドレスメーカー、洋裁師、リフォーマー（衣服）、パタ

ンナー 

12 輸送サービス

分野 

甲板員、バスガイド、フォークリフト運転作業員、陸上荷役・運搬作業

員、自動車整備工 

13 エコ分野 
労働安全衛生技術者、環境衛生技術者、機械解体処理工、太陽光発電装置

据付作業員 

14 調理分野 調理人、パン・菓子製造工 

15 電気関連分野 
電気機械組立工、電気通信機械器具組立工、電子回路用コンデンサ組立

工、電気機械器具修理工、電気配線工事作業員 
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分野 主な職業・職種 

16 機械関連分野 
汎用金属工作機械工、数値制御金属工作機械工、プラスチック製品製造

工、ＣＡＤオペレーター（機械製図） 

17 金属関連分野 金属プレス工、鉄工、製缶工、板金工、金属溶接・溶断工 

18 建設関連分野 

測量士、インテリアコーディネーター、木工、家具工、表具師、住宅塗装

工、ＣＡＤオペレーター（建築製図）、建設用機械車両運転工、型枠工、

鉄筋工、建築大工、左官工、配管工 

19 理容・美容関

連分野 
着付師、エステティシャン、ネイリスト 

20 その他の分野 

02ＩＴ分野から 19理容・美容関連分野に属さない職業・職種 

パソコンインストラクター、ブライダルコーディネーター、マンション管

理人、ビル管理員、トリマー、ビル施設管理者、ビル・建物清掃員 

 

《訓練として実施できないものの例》 

・ 当該職業に就くために必ず必要な資格があり、当該資格取得に資するために６か月を超

える訓練期間を必要とする職業に係る訓練科 

・ 資格を既に有する者を対象として当該資格と同等もしくは同等以上の技能及びそれに付

随する知識を習得させることを目標とする訓練科（ただし、職場復帰支援コースを除く） 

 

（注１） ＩＴ分野はシステムエンジニアやプログラマー等、システムの分析･設計やプログラ

ムの設計･作成などの仕事に従事することを希望する者を対象とし、ＪａｖａやＶＢＡ

等言語を用いたプログラミングやネットワーク構築に係る技能等を付与する教科を主

体とした訓練内容が該当します。 

したがって、次のような教科を主体とした訓練内容はＩＴ分野ではなく、それぞれ

適切な分野において申請してください。 

主体としたカリキュラム 訓練分野 

ワープロソフト、表計算ソフト、プレゼンテーション用ソフト、デ

ータベースソフトのオフィスソフトやＷＥＢページ作成ソフトを

用いた基礎的な技能等 

基礎分野 

ＷＥＢ制作ソフト（イラストレーター・フォトショップ・ドリーム

ウィーバー等）を用いたＷＥＢのデザインに係る技能等 
デザイン分野 

 

（注２） ＯＡ事務員とは、パソコンを用いた事務処理を主な仕事とする職業を想定していま

す。当該職業への就職を想定するカリキュラムには、オフィスソフトの操作能力を付

与する技能等だけではなく、それらの能力を活かす実際の仕事に則した作業（例：報

告書、議事録、営業資料、データ集計、勤怠管理、備品管理等）ができるようになる
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技能等を付与する内容を必ず設定してください。 

カリキュラムの作成例（ＯＡ事務科、販売・ＯＡ事務科、ＯＡ事務（表計算実務）

科）を次のＷＥＢページに掲載しておりますのでご参照ください。 

<参考>カリキュラム作成ナビ～求職者支援訓練カリキュラム・成果シート作成支援ツール～ 

https://www.jeed.go.jp/js/shien/curriculum_navi.html 

 

ロ 今回申請しようとする求職者支援訓練が、「新規」又は「新規扱い」に該当する場合、

□欄に✔を記入してください。 

なお、「新規」「新規扱い」の区分は次のとおりです。 

新規 
１ 申請する求職者支援訓練と同一分野の求職者支援訓練を、全国どこで

も実施（開講）したことがない場合 

新規扱い 

１ 申請する求職者支援訓練（本申請により、総訓練時間に対する通所割

合が20％以下のｅラーニングコースを申請しようとする場合を除く）と

同一分野の求職者支援訓練を他の都道府県では実施（開講）したことが

あるが、求職者支援訓練を行おうとする都道府県内では実施（開講）し

たことがない場合 

２ 申請する求職者支援訓練と同一分野の求職者支援訓練を、求職者支援

訓練を行おうとする都道府県内（本申請により、総訓練時間に対する通

所割合が20％以下のｅラーニングコースを申請しようとする場合にあっ

ては、全国）で実施（開講）したことがあるものの、雇用保険適用就職

率の適用日が申請受付開始日の１年前の日が属する月の初日から申請受

付開始日までの期間に該当しない場合 

※ 認定基準４、（１）、①にあるように、求職者支援訓練の認定を受けようとする申請

者は、訓練を開始しようとする日から遡って３年間において、申請する訓練科と同程度

の訓練期間及び訓練時間の職業訓練を適切に行った実績を有する必要があります。「同

程度の訓練期間及び訓練時間」に該当するかどうかは、機構支部にご確認ください。 

※ 申請受付開始日が令和６年３月31日以前にある機構支部にｅラーニングコースを申請

する場合、ｅラーニングコースにおける総訓練時間に対する通所割合が20％以下の訓練

であっても、新規扱いの取扱いに変更はありません。 

★ 訓練を開始しようとする日から遡って３年間の実績の確認方法については、【別紙

２】「同程度の訓練期間及び訓練時間の職業訓練の実績」と「選定で使用する就職実

績」について」をご確認ください。 

⑤ 訓練科名 

実施を希望する訓練科名を、訓練内容や訓練に係る職種が容易に分かるように 40文字以

内で設定し、記入してください。 

なお、原則として、科名は「科」で終わるよう設定してください（以下※にある職場復

帰支援コース、託児サービス付き訓練、託児サービス対応訓練及び短時間訓練を除く。）。 
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※ 「基礎コースの基礎分野」の場合のみ、訓練科名の末尾を必ず「基礎科」としてくだ   

さい。基礎コースの基礎分野以外の訓練科については、末尾を「基礎科」とすることは

できません。 

※ 「職場復帰支援コース」の場合、訓練科名は保育士又は看護師若しくは准看護師の資

格の種類が分かるよう設定してください。なお、訓練科の末尾に必ず「（職場復帰）」を

付してください。 

※ 「託児サービス付き訓練」として設定する場合、訓練科名の末尾に必ず「（託児）」、

「託児サービス対応訓練」として設定する場合、訓練科名の末尾に必ず「（託児対応）」

を付してください。 

※ 「短時間訓練」として設定する場合、訓練科名の末尾に必ず「（短時間）」を付して

ください（１か月当たりの訓練時間が 80 時間以上 100 時間未満の場合は「（短時間）」

と記載してください。）。 

 （例）○○事務基礎科（託児・短時間） 

※ 託児サービス付き訓練と短時間訓練を併用する場合の表記 

⑥ 訓練期間 

訓練開始日、訓練終了日及び訓練月数を記入してください。 

なお、基礎コースにおいては、２か月以上４か月以下、実践コースにおいては２か月以

上６か月以下の適切な期間であり、訓練月数は、訓練開始日から翌月の訓練開始応当日の

前日までを１月として算定してください。 

その結果、１か月に満たない期間が生じる場合、その期間が 28日以上であり、かつ、当

該期間の時間数が 100 時間以上（実践コースの場合は 80時間以上）の場合は、１か月とし

て算定し、日数又は時間数がそれ（28日以上かつ基礎コースは 100時間以上、実践コース

は 80時間以上）に満たない場合は月数の算定からは除いてください。 

なお、認定様式第５号「訓練カリキュラム」や第６号「日別計画表」などとの整合性を

確認してください。 

★ 訓練期間の具体的な設定方法については、【別紙３】「訓練期間及び訓練時間の設定

方法について」をご確認ください。 

⑦ 訓練定員 

受講者の定員を記入してください。 

なお、認定基準上、１訓練科ごとにおおむね 10人～30人となります。 

⑧ 訓練実施施設名・所在地 

訓練を行う主たる施設の名称及び所在地を記入してください。（所在地は、都道府県名か

ら記入してください。） 

なお、訓練実施施設名は、教育訓練を行うに当たり対外的に表す名称（例えば学校名）

であり、ビルや会場の名称ではありません。 

また、原則同一の訓練実施施設において複数の訓練科を実施しようとする場合、その訓

練実施施設名は同じ名称としてください。 
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※ 過去に申請された訓練と同じ名称の訓練実施施設名が記入されている場合で、訓練実

施施設所在地又は訓練実施施設代表者名が異なっている場合（変更の届け出が提出され

ている場合を除きます。）は、機構支部から訓練実施施設名の末尾に「数字（１、２、…）」

等を付するよう依頼することがありますのでご了承ください。 

⑨ 訓練機関番号 

過去に求職者支援訓練の認定を受けたことがある場合は、認定通知書に記載のある訓練

機関番号を記入してください。 

過去に認定を受けたことがない場合は「初回」と記入してください。 

⑩ 法人番号 

  国税庁から法人番号指定通知書にて通知された法人番号（１３桁）を記載してください。

なお、通知された法人番号が無い場合は記載不要です。 

⑪ 社会保険労務士記載欄 

社会保険労務士が社会保険労務士法（昭和 43 年法律第 89 号）第２条第１項第１号の２

の規定に基づき申請書の提出に関する手続を申請者に代わり行う場合は、所要事項を記入

してください。 

（２）誓約書（認定様式第２号） 

認定申請する訓練コースについて、以下の誓約内容をよく確認し誓約してください。 

（１）提出する書類については事実と相違ないこと。 

（２）認定を受けようとする訓練科について、職業訓練の実施等による特定求職者の就職

の支援に関する法律に基づく「求職者支援訓練の認定基準等について」に記載する内

容を遵守すること。 

（３）職業訓練の実施に関して必要な法令等に基づく手続きが適切に行われていること。 

（４）やむを得ず訓練を途中で中止した場合であっても、受講者保護等の観点から、訓練

中止後に必要な対応（職業訓練受講給付金支給申請書（様式 B-6）の受講証明等）が

可能な体制を確保されていること。 

① 日付（誓約書の作成日、誓約文中の日付） 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の申請日と同一としてください。 

② 申請者 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の当該欄と同一の内容を記入してください。 

③ 訓練科名 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の当該欄と同一の内容を記入してください。 

（３）実施体制等確認表（認定様式第３号） 

① 実施機関名・訓練科名 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の当該欄と同一の内容を記入してください。 

② 作成者名 

この書類を作成した者の氏名を記入してください。 

なお、原則として、この書類の作成は、申請者又は訓練の適正な実施を管理するものと
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して申請者が指名した責任者が行ってください。 

③ 「２ 訓練実施施設の確保」 

該当する区分に○を記入してください。 

訓練期間中、訓練実施施設が適正に確保されていることを確認するため、訓練実施施設

（教室・実習室）及び事務室の平面図と合わせて以下の書類を添付してください。 

通所の方法により実施する訓練を一切設定しない場合は、教室や事務室の確保は不要で

すが、その場合であっても訓練実施施設（運営拠点）において、書類の保管及び実施状況確

認を行う必要があることから、実施状況確認を行う為に、最低限機構職員２人及び訓練実施

施の求職者支援訓練担当者１人が入室可能かつ書類を確認できるスペースを確保してくだ

さい。 

また、個人情報を漏洩する恐れがある場合（実施状況確認時の会話等が外部に聞こえない

ことや、関係者以外が個人情報に接することがない等）や求職者支援訓練に係る郵送物の受

取体制が整っていない場合（転送サービス等は認められないことから、訓練実施施設で受け

取ってください。）は、訓練実施施設とすることは認められません。そうした場所が確保さ

れているか確認するために、平面図と併せて以下イ又はロの書類の提出が必要となります。

詳細については、【別紙６】「教室、実習室及び事務室等に係る留意事項について」をご確認

ください。 

イ 自ら所有する訓練実施場所及び事務室を使用する場合 

不動産登記簿謄本（写） 等 

※ 不動産登記されていない場合は、固定資産税の納税通知書（写） 

ロ 訓練実施場所及び事務室を賃借により確保する場合 

賃貸借契約書（写） 等 

※ 転貸物件の場合は、関係する契約書等の書類を全て添付してください。 

ハ イ及びロに加え、次の場合には必要な書類を添付してください。 

（イ）契約期間更新の定めがあるものの、すでに契約期間が終了しており、有効な契約か

確認できない場合は、現在も借り受けていることがわかる資料（直近（概ね１年以内）

の総勘定元帳の借損料、預金元帳の借料の支払が記載されている箇所又は振込依頼書

（写）等）を合わせて添付してください。 

（ロ）訓練開始前又は訓練期間中に契約期間が満了する場合（更新後の契約期間満了の場

合も含む）、合わせて更新することについての確約書等を添付してください。 

（ハ）定期建物賃貸借契約で、訓練開始前又は訓練期間中に契約期間が満了する場合には、

合わせて新たな契約書等を添付してください。 

（ニ）特に賃貸借契約を締結せずに、訓練実施場所及び事務室を借り受ける場合や法人の

代表取締役が個人として所有している建物を使用する場合など、建物の所有者と申請

者が異なる場合は、訓練期間中に申請者が占有して使用できることが分かる書類を添

付してください。 

※ 上記イからハの書類は、契約内容等について、訓練実施機関及び貸主の双方が合意した
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ことを証明できるものでなければ認められないこと。 

★ ③の書類については、同一年度に開講する訓練科ですでに１度提出した内容であれ

ば、提出を省略することができます。 

詳細については、【別紙５】「認定申請書類の省略について」をご確認ください。 

 

④ 「３ 訓練時間の標準時間」 

該当する訓練の種別のチェック欄（□）に✔を記入した上で、認定基準で定める期間、

時間、カリキュラム内容に該当しているか否かを確認し、○を記入してください。 

⑤ 「４ 介護職員養成研修等」 

介護職員養成研修を求職者支援訓練として実施する場合は、研修を実施する事業所の所

在する都道府県等で研修の指定申請手続きをしていることを確認し、○を記入するととも

に、介護職員養成研修等の指定通知書（写）を添付してください。 

※ 介護職員養成研修に応じて事業者と研修事業で別に指定されている場合は、研修事業

の指定通知書（写）を提出してください。研修事業の指定がない場合は、事業者の指定

通知書（写）を提出してください。 

※ 指定通知書（写）に記載のある項目から変更があった場合は、変更届出等（写）を提

出してください。 

申請書を提出する段階で、介護職員養成研修等の指定通知書（写）を提出できない場

合は、原則、募集開始日の前日までに指定通知書（写）を提出できることを条件に認定

申請を受け付けます。都道府県等から指定され次第、速やかに機構支部へ指定通知書（写）

を提出してください。 

この場合、認定様式第５号「訓練カリキュラム」等の「訓練修了後に取得できる資格」

欄の資格名の後に「令和○年○月○日時点指定申請中」（日付は申請書の日付と同じ。）

を追記してください。 

なお、都道府県等から指定を受けられなかったなどにより指定通知書（写）を機構支

部へ提出できない場合は、訓練を中止していただくことになりますのでご留意ください。 

⑥ 「５ 教室面積等」 

イ 教室総面積 

教室の総面積を記入してください。 

なお、事務室、休憩等のスペースは含みません。 

ロ １人当たりの面積 

教室総面積を定員で除した面積を記入してください。 

ハ 実習室面積 

実習室を使用する場合、その総面積を記入してください。 

★ 教室について満たすべき要件については、【別紙６】「教室、実習室及び事務室等に係

る留意事項について」をご確認ください。 
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⑦ 「６ 実技に使用する主要な設備・備品・機器」 

パソコンを除く実技に使用する使用頻度の高い設備・備品・機器を５つ挙げ、その名称

及び整備する台数を記入してください。 

※ 次の⑧から⑪までに記載した訓練に使用する全ての設備・備品・機器（パソコンを含む）

については、原則として、認定申請時に整備されている必要があります。 

ただし、やむを得ない事情がある場合は設備・備品・機器の台数が不足している場合等

であっても、その設備・備品・機器等を使用する訓練の開始日までに整備することを契約

書（写）等により証明いただければ要件を満たすと判断します。 

⑧ 「７ 机・椅子・ホワイトボード等」 

受講者用の机・椅子の備品が定員分用意してあるか、ホワイトボード等が用意してある

かを確認し、○を記入してください。 

⑨ 「８ パソコン関係」（パソコンを使用する訓練カリキュラムを含む訓練の場合） 

イ パソコン台数 

受講者用パソコンの台数を記入してください。パソコンは、受講者（定員）一人あた

り１台の割合で設置されていることが必要です（訓練でのパソコンの使用時間（パソコ

ンの訓練時間外の利用可能時間を含む）に重複がなければ、複数の訓練科でパソコンを

共用することも可能です。）。 

なお、パソコンを使用する訓練を開始する日以降、訓練終了日までパソコンが設置さ

れ、使用できる状態であることが必要です。 

ロ インターネットの接続 

受講者用パソコンのインターネットへの接続の可否状況を記入してください。 

ハ プリンター台数 

受講者用のプリンターの台数を記入してください。 

なお、訓練カリキュラム上、プリンターを使用する場合にあっては、プリンターは受

講者用のパソコン 10 台に１台以上（レーザープリンターの場合は 30 台に１台以上）を

教室内に整備する必要があります。訓練カリキュラム上、プリンターを使用しない場合

は、設置不要となりますので、台数の記入は必要ありません。 

ニ 受講者が講師のパソコン画面を常時確認できるための方策 

受講者がビデオプロジェクター等により講師のパソコン画面を確認する場合は○を記

入してください。 

ホ パソコン等の配線 

受講者が配線に躓かないため等の安全上の対処方法を選んで○を記入してください。 

また、選択肢にない場合は（ ）内にその対処方法を具体的に記入してください。 

なお、選択肢以外では、「ケーブルを結束し机の中にケーブルを収納する」「ケーブル

カバーでケーブルを固定する」等の方法が考えられますが、ガムテープで張る等の簡易

な方法は認められません。 
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ヘ パソコンの訓練時間外の利用可能時間数 

受講者が訓練実施日の訓練時間外に自習するためにパソコンを利用できる時間数を記

入してください。 

なお、認定基準上、日々の訓練時間外に最低１時間以上、パソコンの時間外利用が可

能であることが必要です。 

ト その他の設備・機器 

訓練の実施に必要なその他の設備・機器を適正に整備している場合は○を記入してく

ださい。 

⑩ ソフトウェア 

イ 使用許諾契約 

パソコンを使用する訓練カリキュラムを含む訓練の場合、当該訓練で使用するソフト

ウェア（ＯＳを含む）の使用許諾契約の有無を確認の上、○を記入してください。 

ロ ＯＳ 

使用するＯＳの名称及びバージョンを記入してください。 

また、サポート対象内のバージョンであるか否かについて○を記入してください。 

なお、訓練の内容により必要がある場合は、古いバージョンのＯＳを指定することも

可能ですが、適切に使用できる方法（セキュリティ対策等）を講じる必要があること。

その場合は、その理由を任意様式に記載し、添付してください。 

ハ ソフトウェアの種類 

訓練に使用するソフトウェアの名称及びバージョンを記入してください。 

また、そのソフトウェアのバージョンが、認定申請時点でサポート対象になっている

ものであるか否かについて○を記入してください。 

なお、訓練の内容により必要がある場合は、古いバージョンのソフトウェアを指定す

ることも可能ですが、適切に使用できる方法（セキュリティ対策等）を講じる必要があ

ります。その場合は、その理由を任意様式に記載し、添付してください。 
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〈ソフトウェアのバージョンについて〉 

訓練の内容により必要がある場合は、サポートが終了していても認定を受けることが可能

ですが、次の措置を講じるなどセキュリティ対策に留意してください。 

① セキュリティ情報を収集すること。 

 （情報収集の一例） 

 ・ＩＰＡ（独立行政法人情報処理推進機構） 

  https://www.ipa.go.jp/ 

② 正しい情報に基づき、適切な措置を取ること。 

上記①に記載したサイト等から情報を収集し、サポートが終了しているソフトウェア

やインストールされているブラウザに対する脆弱性が公開された際に、適切な措置を講

じること。 

【講ずるべき措置】 

 ・インターネット接続を物理的に切断する。 

 ・端末上で個人情報を扱うことを禁止する。 

 ・教室から外部に電子ファイルを持ち出さない。 

 ・外部から教室に電子ファイルを持ち込まない。 

さらに Web 関連の訓練科においてインターネット接続を切断する場合は、必要に応じて

教室 LAN において仮想環境（WWW サーバ、DNS サーバ、FTP サーバ、メールサーバ、認証サ

ーバ等）を構築し、訓練に支障を来さないように対策を講じること。 

⑪ その他当該訓練に必要な設備 

当該訓練を行うに当たって、必要と考える設備の整備状況を確認し、○を記入してくだ

さい。 

⑫ 安全衛生法上の措置 

例えばクレーンなどの機器が法令で定める期間ごとに定期的に点検されているか、また

受講者の安全衛生に十分配慮しているかどうかを確認し、○を記入してください。 

⑬ 照明、空調（冷暖房）、換気（窓）、トイレ（男女別）、洗面所 

受講者が快適かつ衛生的に職業訓練を受講できる環境かどうかを確認の上、有無を記入

してください。 

★ その他訓練環境について満たすべき要件については、【別紙６】「教室、実習室及び事

務室等に係る留意事項について」をご確認ください。 

 

⑭ 事務室 

教室や実習室などとは別の部屋で完全に分離されて、同一又は近隣の建物に整備されて

いることを確認し、○を記入してください。 

★ 事務室について満たすべき要件については、【別紙６】「教室、実習室及び事務室等に

係る留意事項について」をご確認ください。 

 

27

https://www.ipa.go.jp/


 

⑮ 喫煙場所 

教室（自習用教室を確保する場合も含む）が全面禁煙であるか、また、休憩室又は昼食

場所を確保する場合は禁煙又は分煙対策が施された場所であるかを確認し、○を記入して

ください。 

★ その他訓練環境について満たすべき要件については、【別紙６】「教室、実習室及び事

務室等に係る留意事項について」をご確認ください。 

 

⑯ キャリアコンサルティングを行う場所 

受講者のプライバシーに配慮した場所であることを確認し、○を記入してください。 

★ キャリアコンサルティングを行う場所について満たすべき要件については、【別紙６】

「教室、実習室及び事務室等に係る留意事項について」をご確認ください。 

 

⑰ 講師の数 

イ 職業能力開発講習（※基礎コースを申請する場合のみ） 

全ての職業能力開発講習に関するカリキュラムの訓練時間において受講者 30 人あた

り１人以上配置している場合は○を記入してください。 

ロ 学科 

全ての学科の訓練時間において受講者 30 人あたり１人以上配置している場合は○を

記入してください。 

ハ 実技（パソコンを使用する科目を含む。） 

全ての実技の訓練時間において、受講者 15人あたり１人以上（助手のみの配置は認め

られません。）配置し、かつ実技の危険の程度・指導の難易度・受講者の特性に応じて、

きめ細かい指導ができる講師の数である場合は○を記入してください。 

ただし、ＩＴ分野又はデザイン分野のうちＷＥＢデザインの訓練コースは、受講者 20

人までは１人、20 人を超えるときは２人以上配置することでも差し支えありません。（助

手のみの配置は認められません。） 

★ 求職者支援訓練を担当する講師が満たすべき要件については、【別紙 10】「求職者支

援訓練を担当する講師が満たすべき認定基準について」をご確認ください。 

 

⑱ 質疑応答の体制 

日々の訓練時間外に最低１時間以上、質疑応答ができる講師（助手を含む。）の支援体制

があることを確認し、○を記入してください。 

⑲ 訓練記録 

作成の有無及び必要事項を記載することとしているかを確認し、○を記入してください。 

⑳ 個人情報保護の体制 

個人情報の保管体制について○を記入してください。 

㉑ 苦情相談窓口の周知方法 
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受講者に対する苦情相談窓口の周知方法を記入してください。 

㉒ 退校処分とする場合の説明 

退校処分とする場合の判断基準や手続きについて、受講者にどのように周知する予定と

しているか記入してください。 

㉓ 災害補償制度の措置等 

災害補償制度を措置するため、加入する予定の保険の有無について○を記入してくださ

い。また、加入する予定である保険に関するリーフレット等を添付してください。（加入さ

れ次第、訓練開始までに、内容確認書等、内容及び加入の確認できる書類を提出してくだ

さい。） 

★ ㉓の書類については、同一年度に開講する訓練科ですでに１度提出した内容であれ

ば、提出を省略することができます。詳細については、【別紙５】「認定申請書類の省略

について」をご確認ください。 

★ 【別紙７】「災害補償制度の措置等に係る留意事項」をご確認ください。 

 

㉔ 託児サービス提供機関の要件の確認 

    託児サービス付き訓練として設定する場合、託児サービスを提供する機関が、求職者支

援訓練における託児サービス提供機関の要件に該当しているか及び受入れ可能な児童の人

数が確認できる書類を添付し、○を記入してください。 

    なお、託児サービス対応訓練として設定する場合は、受講申込者（託児施設利用希望者）

からの求めに応じて託児施設と調整、契約を行うことから、申請時点で託児サービス提供

機関の要件に該当しているか、及び受入れ可能な児童の人数が確認できる書類の添付は不

要です。 

★ ㉔の託児サービス提供機関の要件のほか、利用対象者、託児内容等についての詳細は、

【別紙４】「託児サービスの実施に当たっての留意事項」をご確認ください。 

   

㉕ 職業訓練サービスガイドライン研修受講または ISO29993 及び ISO21001 の取得の確認訓

練を実施する事業所において、（イ）「民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイド

ライン」に関する研修（以下「ガイドライン研修」という。）を修了し、申請職業訓練を申

請する日において有効な受講証明書を有する者（訓練実施施設の訓練施設責任者、就職支

援責任者、申請者と直接雇用関係（役員を含む）にある講師又は事務担当者のいずれかの

受講者）が在籍している場合は、○を記入してください。また、修了証書（写）、修了証明

書（写）又は受講証明書（写）を添付してください（講師又は事務担当者の場合は、申請者

と直接雇用関係であることがわかる書類を添付してください）。 

または、（ロ）申請時点で認証期間内である国際標準化機構（ISO）の ISO29993（公式教

育外の学習サービス－サービス要求事項）及び ISO21001（教育組織－教育組織に対するマ

ネジメントシステム－要求事項及び利用の手引）を取得している場合は、○を記入してく

ださい。また、審査登録証（写）を添付してください。 
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なお、令和６年度のガイドライン研修については、令和６年４月からの開講を予定して

いることから、令和６年４月末までに申請する訓練科については、本要件の適用が猶予さ

れるが、令和６年５月１日以降に申請する訓練科については、本要件の適用は猶予されな

いこと。（ガイドライン研修の開講が延期となった場合は、開講日の属する月の月末まで猶

予されます。） 

※ ガイドライン研修の開講日は、訓練実施機関個々の受講日ではなく、ガイドライン研

修が受講可能となる日であることに留意すること。 

※ 適用が猶予された訓練実施機関は、ガイドライン研修の再開後、すみやかにガイドラ

イン研修を受講してください。

※ 令和２年度以前に受講したガイドライン研修の有効期間は修了日から５年間であるこ

と。 

★ ㉕の書類については、同一年度に開講する訓練科ですでに１度提出した内容であれ

ば、提出を省略することができます。詳細については、【別紙５】「認定申請書類の省略

について」をご確認ください。 

㉖ 企業実習を行う場合 

各項目において、該当する項目に○を記入してください。 

求職者支援訓練における企業実習とは、事業所における実習形式により教育訓練を行う

ことを指します。 

㉗ 職業能力開発講習を外部委託する場合 

  各項目において、該当する項目に○を記入してください。  

㉘ オンライン機器を使用して訓練を実施する場合 

  申請する訓練コースの「形態」について選択し、訓練形態ごとに必要な事項を記入して

ください。（※通所が一切発生しないオンライン訓練は、「単独型」を選択してください。） 

イ オンライン訓練の「混在型」または「単独型」を申請する場合

「体制等の整備」、「インターネット接続環境」、「ソフトウェア」、「受講者へのパソコ

ン、モバイルルータ等の貸与」、「講ずる措置」の欄に○印を記入し、必要事項を記載し

てください。 

ロ 受講者が全員通所し、訓練実施施設のみオンライン機器を使用する場合（実践コース

「体制等の整備」、「インターネット接続環境」、「ソフトウェア」、「「講ずる措置」の「授

業開始前にオンラインの接続テストを行う」の欄に○印を記入し、必要事項を記載して

ください。 

ハ 受講者が全員通所し、訓練実施施設のみオンライン機器を使用する場合（基礎コース）

すべての項目に○印が記入し、必要事項を記載してください。

 ★ ㉘の書類の詳細については、【別紙 15】「オンライン訓練を実施するに当たっての留

意事項」をご確認ください。 
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（４）訓練実施機関・施設の概要（認定様式第４号） 

① 訓練実施機関番号 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の当該欄と同一の内容を記入してください。 

過去に認定を受けたことがない場合はチェック欄（□）に✔を記入してください。 

② 訓練実施機関名、法人番号、所在地（電話番号も含む）、代表者役職・氏名 

訓練実施機関名、法人番号、所在地、代表者役職・氏名は認定様式第１号「職業訓練認

定申請書」の申請者の記載と同一の内容を記入してください（例：本社が東京であれば、

東京本社の代表の電話番号を記入してください。）。 

また、複数の都道府県で認定申請を行う場合は、これらの内容は同一のものを記入して

ください。都道府県ごとに異なる内容を記入すると認定職業訓練実施奨励金の支給確認に

影響が出る場合があります。 

③ 雇用保険適用事業所番号 

訓練実施機関の主たる事業所に係る雇用保険適用事業所設置届（写）等を添付し、雇用

保険適用事業所番号を転記してください。 

また、複数の都道府県で認定申請を行う場合は、雇用保険事業所番号は全国同一のもの

を記入してください。（例：本社が東京であるならば、東京本社の雇用保険事業所番号を記

入してください。） 

※ 雇用保険の強制適用事業所ではないため加入していない場合は、雇用保険適用事業所

設置届（写）の添付は不要です。 

★ ③の書類については、同一年度に開講する訓練科ですでに１度提出した内容であれば、

提出を省略することができます。詳細については、【別紙５】「認定申請書類の省略につ

いて」をご確認ください。 

 

④ 設立年月日 

訓練実施機関の設立年月日を記入してください。 

⑤ 訓練実施機関の属性 

該当する属性のチェック欄（□）に✔を記入してください。 

⑥ 加盟団体名 

加盟団体がある場合は主な団体を記入してください。 

⑦ 訓練実施施設名、所在地（電話番号も含む）、代表者役職・氏名 

訓練実施施設名及び所在地は認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の当該欄と同一の

内容を記入してください。電話番号については、訓練実施施設の電話番号（携帯電話番号

でも可）を記入してください。 

天候不良等を理由に屋外の企業実習等を中止する可能性がある農業分野等の訓練科につ

いては、企業実習等に代えて座学が実施できるように、企業実習等の場所の近隣に座学が

実施できる場所を確保する必要がありますので、その場所についても「訓練実施施設所在

地」欄に併記してください。 
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その際、「（天候不良時の座学実施場所）」と明記してください。 

⑧ 職業訓練の実績 

申請者が実施した職業訓練の実績のうち、次のイ～ニの要件を全て満たすものを１つ記

入してください。 

なお、この実績がない場合は申請を行うことができませんのでご留意ください。 

※ 令和６年７月１日以降に開講する訓練コースについては、自社（訓練実施機関）社員

以外の外部の者への職業訓練の実績しか認められません（自社社員向けに実施した研修

等は、ＯＦＦ－ＪＴであっても職業訓練の実績とすることはできません。） 

ただし、経過措置として、令和６年７月１日より前に開講する訓練コースで、当該コ

ースが認定される際に機構支部が認めた実績が以下のイの要件を満たしている場合には、

当該コースが認定された都道府県と同一の都道府県で申請する場合に限り、職業訓練の

実績として認められること。 

イ 申請する職業訓練を開始しようとする日から遡って３年間に実施した職業訓練の実績

であること（認定申請日までに訓練を開始しているものであって、かつ申請する職業訓

練を開始しようとする日の前日までに訓練が終わっている実績であること）。 

ロ 当該実績における訓練期間及び総訓練時間が、申請する職業訓練の７割以上であるこ

と。（申請する職業訓練又は職業訓練の実績に企業実習が設定されている場合は、その時

間を除いた総訓練時間で比較し、７割以上であること。） 

なお、基礎コースを申請する場合、当該実績における訓練期間及び総訓練時間が、申

請する職業訓練のうち「職業スキル」の７割以上であれば認められること。 

また、短期・短時間特例訓練を過去に認定された訓練計画どおり、実施し、終了した

実績がある場合、基礎２カ月コース及び実践２カ月コースの申請について、当該実績に

おける訓練期間又は総訓練時間が申請する職業訓練の７割未満であっても認められるこ

と。 

また、介護職員養成研修（※）を実施した実績を持つ場合又は技能講習の登録教習機

関であって、過去に申請する職業訓練の内容に含まれる技能講習（小型移動式クレーン、

フォークリフト、車両系建設機械及び玉掛けに係るものに限る。）を適切に行ったこと

がある場合、当該実績における訓練期間又は総訓練時間が申請する職業訓練の７割未満

の場合であっても、当該研修又は当該講習を含む訓練科の認定申請においては特例とし

て認められること。 

※ 介護職員養成研修については、生活援助従事者研修、介護職員初任者研修又は介護福

祉士実務者研修を含む訓練科であり、実績となる訓練期間及び訓練時間（職業能力開発

講習、企業実習を除く。）が申請する訓練科の訓練期間及び訓練時間（職業能力開発講

習、企業実習を除く。）の７割に満たない場合であっても、次の①から③の要件を全て

満たすことを条件に認めること。 

① 全課程（企業実習を除く。）を自らが実施した実績であること。 

② 申請する介護研修と実施した介護研修が同一であること。したがって、従事者研修
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の実績をもって、初任者研修及び実務者研修の申請はできないこと。 

また、初任者研修の実績をもって、実務者研修の申請はできないこと。 

③ 申請できる職業スキルの訓練月数の上限は、表３のとおりとすること。 

 

（表３）申請できる職業スキルの訓練月数の上限 

介護研修 月  数 

従事者研修 ２か月まで 

初任者研修 ３か月まで 

実務者研修 ６か月まで 

ハ 当該実績の訓練内容が、社会通念上、職業能力の開発及び向上に効果的な内容である

こと。（認定基準４、（３）、②、イ「対象とならない教科①」に該当するような教科が主

な内容ではないこと。） 

※ 認定様式 14 号に記入する実績がこれに当たる場合であっても必ず記入してくださ

い。 

ニ 当該実績がオンライン訓練の場合、同時双方向型で実施されたものであること。 

★ 訓練を開始しようとする日から遡って３年間の実績の確認方法及び様式に記載する

就職実績等については、【別紙２】「「同程度の訓練期間及び訓練時間の職業訓練の

実績」と「選定で使用する就職実績」について」をご確認ください。 

 

⑨ 教育訓練を主な業務としていない事業主団体、事業主の場合 

主たる事業内容、業種名（日本標準産業分類の大分類）を記入してください。 

⑩ 事務室所在地及び事務室と訓練実施施設との距離 

事務室所在地及び事務室と訓練実施施設との距離を記入してください。 

同一建物外に事務室を整備する場合、事務室は訓練実施施設との距離が、徒歩７分（560

ｍ）以内の建物内に設置し、徒歩に要する時間については、道路距離 80ｍにつき１分で算

出するものとします。（教室を複数設けている場合でもそれぞれの距離が徒歩７分（560ｍ）

以内である必要があります。） 

なお、事務室と訓練実施施設が同一の建物内に整備されている場合は、「同一建物」と記

入してください。 

⑪ 責任者 

申請者又は責任者（訓練の適正な実施を管理するものとして申請者が指名した者）の氏

名等を記入してください。 

なお、責任者は専任であることが必要です（他の訓練実施施設の責任者を兼務すること

はできません。）。 

ただし、通信の方法により訓練を実施するコース（通所を伴わないコースに限る。）のみ

を行う施設においては、通信の方法による他の訓練コース（通所を伴わないコースに限る。）

のみを行う施設との兼務が可能となります。 
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※ 兼務を可能とする訓練コース数については、訓練コースにおけるトラブル等の発生

に際して、訓練の適正な実施を管理できる範囲としてください。なお、「苦情への対応

が速やかではない」、「訓練実施施設と必要な業務連絡がとれない」、「災害発生時に迅

速・的確な行動がとれない」等、訓練の適正な実施を管理できていない事実を機構又

は労働局が確認した場合は、認定取消となる可能性がありますので、責任者の兼務を

行う場合はご留意ください。 

別紙８の内容に該当する場合、勤務形態のチェック欄（□）に✔を記入してください。 

また、責任者は、訓練期間中、申請者と直接の雇用関係（代表者及び役員も可）にある

ことが必要です。 

その確認のため、責任者が申請者と直接の雇用関係にある場合には、雇用形態のチェッ

ク欄（□）に✔を記入し、責任者の雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知

用）（写）（雇用保険の被保険者でない場合は、「労働条件通知書」等の直接雇用している

ことが分かる書類）を添付してください。 

★ 責任者が満たすべき要件については、【別紙８】「求職者支援訓練の実施に係る適正な

業務の運営体制等について」をご確認ください。 

★ ⑪の添付書類については、同一年度に開講する訓練科ですでに１度提出した内容であ

れば、提出を省略することができます。詳細については、【別紙５】「認定申請書類の省

略について」をご確認ください。 

 

⑫ 事務担当者 

訓練受講者からの手続に関する問合せ、訓練受講状況の確認等に常時対応する窓口とな

る事務担当者の氏名等を記入してください。 

★ 事務担当者が満たすべき要件については、【別紙８】「求職者支援訓練の実施に係る適

正な業務の運営体制等について」をご確認ください。 

★ オンライン訓練を実施する場合の事務担当者の要件については、通所による訓練と異

なる場合があることから、【別紙８】「求職者支援訓練の実施に係る適正な業務の運営体

制等について」及び【別紙 15】「オンライン訓練を実施するに当たっての留意事項」を

ご確認ください。 

 

⑬ 苦情を処理する者 

受講者等からの苦情を処理する者の氏名等を記入してください。 

★ 苦情を処理する者が満たすべき要件については、【別紙８】「求職者支援訓練の実施に

係る適正な業務の運営体制等について」をご確認ください。 

苦情を処理する者については、講師又は助手を兼務できません。（算定対象訓練以外を担

当する者は除く。） 

兼務することとしていない場合、勤務形態のチェック欄（□）に✔を記入してください。 

また、苦情を処理する者は、訓練期間中、申請者と直接の雇用関係（代表者及び役員も
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可）にあることが必要です。 

その確認のため、苦情を処理する者が申請者と直接の雇用関係にある場合には、雇用形

態のチェック欄（□）に✔を記入し、苦情を処理する者の雇用保険被保険者資格取得等確

認通知書（事業主通知用）（写）（雇用保険の被保険者でない場合は、「労働条件通知書」

等の直接雇用していることが分かる書類）を添付してください。 

★ 算定対象訓練の内容については、【別紙３】「訓練期間及び訓練時間等の設定方法につ

いて」の２（１）⑤をご確認ください。 

★ ⑬の添付書類については、同一年度に開講する訓練科ですでに１度提出した内容であ

れば、提出を省略することができます。 

詳細については、【別紙５】「認定申請書類の省略について」をご確認ください。 

 

⑭ 添付書類 

次の書類を添付してください。 

イ 法人登記簿謄本（写）（法人の場合）、個人事業の開廃業届出書（写）（個人の場合）等、

事業実績を確認できるもの 

 ※ 認定様式第４号「訓練実施機関・施設の概要」に添付していただくこととしている、

「代表者氏名・役員一覧」に記載されている現在の代表者等の氏名が確認できるもの

を添付してください。 

★ イの書類については、同一年度に開講する訓練科ですでに１度提出した内容であれ

ば、提出を省略することができます。 

詳細については、【別紙５】「認定申請書類の省略について」をご確認ください。 

ロ 「職業訓練の実績」欄に記載した実績を示す資料（パンフレット、カリキュラム等）

又は求職者支援訓練認定書（写）及び就職実績 

※ 当該書類は、認定基準４、（１）、①「職業訓練の認定を受けようとする職業訓練（以

下「申請職業訓練」という。）について、当該申請職業訓練を開始しようとする日から

遡って３年間において、当該申請職業訓練と同程度の訓練期間及び訓練時間の職業訓

練を適切に行ったことがあること。」の要件を確認するために提出いただくものです。 

※ 認定様式第 14号「過去１年に実施した求職者支援訓練の就職状況」に記入する求職

者支援訓練の実績が上記の要件を満たす場合は、改めて当該書類を添付する必要はあ

りません。 

★ 訓練を開始しようとする日から遡って３年間の実績の確認方法及び様式に記載する

就職実績等については、【別紙２】「「同程度の訓練期間及び訓練時間の職業訓練の実

績」と「選定で使用する就職実績」について」をご確認ください。 

ハ 代表者氏名・役員一覧（フリガナ・生年月日・性別が分かるもの） 

ニ 訓練実施機関属性の分かる資料（上記の添付書類で判別できない場合に限る） 

   ホ 責任者及び苦情を処理する者について、直接雇用していることが分かる書類 

★ ハ～ホの書類については、同一年度に開講する訓練科ですでに１度提出した内容であ
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れば、提出を省略することができます。 

詳細については、【別紙５】「認定申請書類の省略について」をご確認ください。 

（５）訓練カリキュラム（認定様式第５号） 

※ 具体的なカリキュラムの作成に当たっては、「求職者支援訓練に係るカリキュラムの作

成に当たっての留意事項」及び「カリキュラム作成ナビ」をご覧ください。 

なお、当該様式は、認定後、受講開始時までに受講者に配付する必要があります。 

<参考>カリキュラム作成ナビ～求職者支援訓練カリキュラム・成果シート作成支援ツール～ 

https://www.jeed.go.jp/js/shien/curriculum_navi.html 

① 訓練実施機関名 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の当該欄と同一の内容を記入してください。 

② 就職を想定する職業・職種 

当該訓練科を修了した後に就職を想定する職業・職種を記入してください。職業・職種

の名称は、厚生労働省編「職業名索引」から小分類又は細分類にある職業名を引用するな

ど、一般的に職務・仕事を連想できる職業・職種名を１つ程度記載してください。 

なお、記載する職業・職種は一般的に１つ記載することが想定されますが、１人の労働

者が複数の職業・職種を兼務する求人ニーズがある等のケースでは複数の職業・職種を記

載しても差し支えありません。 

基礎コースの基礎分野の訓練の場合は記載不要です。 

<参考>厚生労働省編「職業名索引」

https://www.jil.go.jp/institute/seika/shokugyo/sakuin/ 

③ 訓練の種別 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の当該欄と同一の訓練種別のチェック欄（□）

に✔を記入し、訓練分野を選択してください。 

イ 職場復帰支援コース(※基礎コースのみ設定可)、託児サービス付き訓練、託児サービ

ス対応訓練又は短時間訓練（１か月 80 時間以上 100 時間未満の訓練）の設定を行う場

合は、併せてチェック欄（□）に✔を記入してください。 

ロ ＩＴ分野又はデザイン分野（ＷＥＢデザインの訓練コース）における認定職業訓練実

施奨励金（実習促進奨励金）について 

令和４年１２月２日から令和９年３月３１日までの間に訓練を開始したＩＴ分野又は

デザイン分野（ＷＥＢデザインの訓練コース）を対象として、一定の要件を満たす場合

に、認定職業訓練実施奨励金（実習促進奨励金）が支給されます。 

ハ 介護分野及び障害福祉分野における認定職業訓練実施奨励金（職場見学等促進奨励金）

について 

令和６年４月１日から令和７年３月３１日 までの間に訓練を開始した介護分野及び

障害福祉分野を対象として、一定の要件を満たす場合に、認定職業訓練実施奨励金（職

場見学等促進奨励金）が支給されることになりました。 

職場見学等促進奨励金を希望する場合は、「「職場見学等促進奨励金」の支給を希望す
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る場合に「○」を記入」欄に「○」を記載してください。 

なお、奨励金に関する取扱いは労働局へお問い合わせください。 

★ 申請時における手続きについては、【別紙 16】「認定職業訓練実施基本奨励金の特例

措置及び認定職業訓練実施奨励金（実習促進奨励金）に係る認定申請時における手続

きについて」をご確認ください。 

 

④ 訓練科名 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の当該欄と同一の内容を記入してください。 

⑤ 募集期間（予定） 

募集期間は募集の開始日及び締切日を記入してください。 

なお、募集期間の設定方法は機構支部にご相談ください。 

⑥ 選考日（予定） 

選考日の設定方法は機構支部にご相談ください。 

なお、基礎コースの１か月目に職業能力開発講習を設定する場合については、一定の社

会人経験を有している受講希望者の場合、受講が免除され、２か月目の職業スキル科目（申

請する職業訓練の学科と実技）から開始できるため、当該免除となる者から訓練の受講申

込があった場合には、追加で選考を行っていただく場合があります（訓練開始時点におい

て、訓練科の定員に達していない場合に限ります。）。 

また、原則として、募集期間終了後の３開庁日以内に、受講申込を受け付けたハローワ

ークから訓練実施施設へ、ハローワークで受け付けた受講希望者一覧を送付することとな

っておりますので、ご留意ください。 

⑦ 選考方法 

選考方法として該当する項目のチェック欄（□）に✔を記入してください。 

なお、受講者の選考においては、受講申込者が、申請する訓練科の受講・修了に支障が

ない能力を有するか否かについてのみ判定することとなります。その判定を客観的かつ公

正に行うことができる方法（原則として、面接、筆記試験等）としてください。 

⑧ 選考結果通知日 

受講申込者へ選考結果を発送する日を記入して下さい。 

なお、当該選考結果通知日から起算して訓練開始日の前日までの間は、原則として２週

間以上の間隔をあけてください。 

また、選考結果は、受講申込者へ発送する日の２開庁日前に、受講申込者の受講申込書

を受け付けたハローワーク及び機構支部へ発送していただくこととなっておりますので、

ご留意ください。 

⑨ 訓練期間 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の当該欄と同一の内容を記入してください。 

⑩ 訓練時間 

１日の訓練の開始時刻と終了時刻を記入してください。訓練コース内で、訓練時間が複
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数ある場合、主な訓練時間を１つ記載いただき、その他の訓練時間については、訓練カリ

キュラム（認定様式第５号）の「訓練概要欄」の末尾に記入してください。 

★ 訓練時間の具体的な設定方法については、【別紙３】「訓練期間及び訓練時間の設

定方法について」をご確認ください。 

 

⑪ 訓練定員 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の当該欄と同一の内容を記入してください。 

⑫ 訓練対象者の条件 

訓練期間内で受講者が訓練目標に到達するために、あらかじめ習得しておくべき能力が

ある場合は、以下のイからハに留意の上、記入してください。（特に必要ない場合は「特

になし」とする。） 

（例）加減乗除ができる、簿記３級程度の知識を有する、（訓練で外国語を用いる場合）

○○語を○○程度できる 等 

イ 職場復帰支援コースの場合は、保育士又は看護師若しくは准看護師の有資格者である

旨を必ず記載してください。 

（例）保育士資格を有する 等 

ロ オンライン訓練を実施する場合は、その受講に当たり、どのような設備、インターネ

ット接続環境、パソコンスキル等が必要となるのかを記載してください。 

なお、通所が一切発生しない訓練コースの場合、かつ、受講者自らが所有するパソコ

ンに当該訓練で使用するソフトウェアをインストールする場合は、必要に応じてパソコ

ンのスペックやＯＳについて記載することも可能です。 

（例）インカメラが付いているパソコン(Windows10 以上)を所有し、上りと下りの双方で

実測値が 10Mbps 以上のインターネット環境を準備できる 等 

ハ 基礎コースの短時間訓練を実施する場合は、「在職中の者等、訓練の受講にあたり特に

配慮を必要とする者 」と必ず記載してください。 

また、次のような条件は原則として（※）設定できません。 

・性別や年齢などの対象者の属性に関する条件 

・（訓練内容特有の）実技等の受講に影響しない健康状態 

・訓練受講にあたり当然となる要件 

（例えば、安定所に求職登録をしている、就職を希望している、○○（訓練内容）を活

かして就職したい） 

※ 能力以外の条件を設定できるのは、例えば訓練修了後に想定する職業に就職するにあ

たり、法令に年齢の制限がある等のやむを得ない理由がある場合です。この場合、能力

以外の条件を設定せざるを得ない理由がわかるように記載してください（例：警備員を

養成する訓練科において、「警備業法第 14 条に該当しないことを条件とする。」。）。 

★ 短期間訓練については、【別紙３－１】「訓練期間及び訓練時間の設定方法について」

をご確認ください。 
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⑬ 訓練推奨者 

特に訓練を推奨する対象がある場合に、当てはまるもの全てのチェック欄（□）に✔を

記入してください。 

「その他」の場合は、「訓練対象者の条件」欄に内容を記入してください。 

特にない場合は記入不要です。 

⑭ 訓練目標（仕上がり像） 

｢就職を想定する職業・職種｣に就くためにできるようになる作業及びその水準を記入し

てください。 

記入例；○○事業所において○○の作業ができる。 

⑮ 訓練修了後に取得できる資格 

イ 記載できる資格の要件 

次の要件を全て満たす資格を記載してください。 

（イ）訓練受講により習得する技能及びこれに関する知識によって訓練修了者が総じて合

格できる資格である（記載できない資格の例；訓練内容が資格試験の出題範囲の内容

を網羅していないもの、資格の水準が訓練目標と乖離しているもの） 

（ロ）認定基準４、（３）、②「対象とならない教科」に該当し、制度上設定できない訓練

内容に関する資格に該当しない（記載できない資格の例；趣味・教養・生活等との関

連性が強い資格（語学の資格等）、職業能力のごく一部を開発・向上するにすぎない

資格（タッチタイピングの資格等）） 

（ハ）訓練修了後に無条件で資格取得できる又は資格試験の受験要件を満たす資格である

（記載できない資格の例 ；実務経験や学歴等の要件があり受験できない修了者が生じ

るもの。資格受験にあたり別途講習等の受講が必要となるもの。ただし、資格試験の

受験にあたり、試験と同日に実施される講習等の受講が必須となっている場合は記載

できます）。） 

（ニ）就職を想定する職業において一定程度の認知度がある資格である 

ロ 留意点 

（イ）訓練修了時に任意に受験することにより取得を想定している資格については「任意

受験」欄（□）に✔を記入してください。 

（ロ）訓練修了後に無条件で資格試験を受験できるものの、資格取得（登録）にあたり、

資格試験の合格とは別に実務経験等の要件が求められる資格については、次の例のよ

うにそのことがわかるよう記載してください。 

（例）宅地建物取引士資格試験（合格後に条件有） 

（ハ）資格の名称は正確に記載してください。ただし、一般的に通じる略称がある場合等

はその限りではありません。 

（ニ）等級の区分がある資格については、訓練修了後に取得できる等級を記載してくださ

い。また、上位等級の資格取得が可能な場合には、上位等級のみを記載し、下位等級

は記載しなくて差し支えありません。 
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なお、上位等級の資格取得が可能であるものの、下位等級を取得した後でないと上

位等級の資格試験を受験できないものでも上位等級を記載することとして差し支えあ

りませんが、コース案内にその旨を記載する等により、受講希望者に受験に当たって

条件がある旨を周知するようにしてください。 

【コース案内等への記載例】 

「○○○試験１級は、○○○試験２級合格後に受験可能となります。」 

（ホ）介護職員養成研修などの法定講習の修了証を訓練終了日に発行することができない

場合は、その旨を資格名にカッコ書きで記載してください。また、コース案内に、そ

の旨を記載し、受講希望者に周知するようにしてください。 

【記載例】「修了証の発行は訓練終了○カ月後となります。」 

「修了証の発行は訓練終了後の○月○日となります。」 

⑯ ＩＴ分野における認定職業訓練実施基本奨励金の特例措置について 

    令和３年１２月２１日から令和９年３月３１日までの間に訓練を開始したＩＴ分野の訓

練コースのうち、奨励金上乗せの要件に該当する訓練を対象として、認定職業訓練実施基

本奨励金の特例措置が設けられました。 

なお、⑯から⑱の特例措置の支給要件を複数満たしている場合であっても支給される奨

励金は⑯から⑱のいずれか１つであること。 

また、複数の支給要件を満たしている場合は、⑯又は⑰の支給が優先されること。 

   【奨励金上乗せの要件】 

イ 資格取得等による上乗せ 

ＩＴ分野の訓練コースのうち、訓練修了者等に占める訓練カリキュラムの「訓練修了

後に取得できる資格」欄に記載したＩＴスキル標準（ITSS）レベル１以上の資格（NPO法

人スキル標準ユーザー協会が作成する「ITSSキャリアフレームワークと認定試験・資格

とのマップ」に掲載されている資格（以下「ITSSレベル１以上の資格」という。））の新

規取得者（※１）の割合（新規資格取得率）が 35%以上、かつ、当該コースの雇用保険適

用就職率が 55％以上である場合、奨励金が 1万円上乗せになること。 

ロ 特定地域での訓練コース実施による上乗せ 

上記イの要件を満たす訓練コースであって、以下の都道府県（※２）の機構支部に当

該コースの認定申請を行った場合は、さらに奨励金が１万円上乗せになること。 

※１ 訓練修了者又は就職理由退校者であって訓練期間中、又は、訓練終了日の翌日か

ら起算して３か月以内（就職理由退校者については退校日まで）に認定様式第５号

「訓練カリキュラム」の「訓練修了後に取得できる資格」欄に記載した ITSSレベル

１以上の資格を取得した者 

※２ 令和６年４月１日以降に開始されたコースについては、岩手県、福島県、石川県、

三重県、奈良県、島根県、香川県、大分県、鹿児島県を対象とする。 

 

認定職業訓練実施基本奨励金の特例措置を希望する申請機関は、以下（イ）～（ハ）の
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記載をお願いいたします。 

（イ）訓練カリキュラム（認定様式第５号）への記載 

本特例措置を希望する申請機関は、申請時に、認定様式第５号「訓練カリキュラム」

の「訓練修了後に取得できる資格」欄に ITSSレベル１以上の資格を記載し、かつ「Ｉ

Ｔ分野の訓練における基本奨励金の特例措置の適用に係る希望の有無」欄に「○」を

記載してください。 

（ロ）コース案内への記載 

上記イにおいて訓練カリキュラムへ記載した ITSS レベル１以上の資格の取得を目

指す訓練コースであることをコース案内に記載してください。 

（ハ）資格取得状況報告 

訓練終了後４か月以内に「ＩＴ分野 資格取得状況報告書（様式 A-53）」及び「受講

者の資格取得を証明する書類」を管轄する労働局あて提出してください（当該特例措

置の適用に係る要件を満たさないものを含むこと。）。 

⑰ デザイン分野（ＷＥＢデザインの訓練コース）における認定職業訓練実施基本奨励金の

特例措置について 

    令和４年１２月２日から令和９年３月３１日までの間に訓練を開始したデザイン分野

（ＷＥＢデザインの訓練コース）のうち、奨励金上乗せの要件に該当する訓練を対象とし

て、認定職業訓練実施基本奨励金の特例措置が設けられました。 

なお、⑯から⑱の特例措置の支給要件を複数満たしている場合であっても支給される奨

励金は⑯から⑱のいずれか１つであること。 

また、複数の支給要件を満たしている場合は、⑯又は⑰の支給が優先されること。 

   【奨励金上乗せの要件】 

    デザイン分野（ＷＥＢデザインの訓練コース）のうち、訓練修了者等に占める訓練カリ

キュラムの「訓練修了後に取得できる資格」欄に記載したＷＥＢデザイン関係資格（別紙

18 に掲載されている資格）の新規取得者（※１）の割合（新規資格取得率）が 50％以上、

かつ、当該コースの雇用保険適用就職率が 55％以上である場合、奨励金が１万円上乗せに

なること。 

※１ 訓練修了者又は就職理由退校者であって訓練期間中、又は、訓練終了日の翌日か

ら起算して３か月以内（就職理由退校者については退校日まで）に当該資格を取得

した者 

 

認定職業訓練実施基本奨励金の特例措置を希望する申請機関は、以下イ～ハの記載をお

願いいたします。 

イ 訓練カリキュラム（認定様式第５号）への記載 

        本特例措置を希望する申請機関は、申請時に、訓練カリキュラム（認定様式第５号）

の「訓練修了後に取得できる資格」欄にＷＥＢデザイン関係資格（別紙 18に掲載されて

いる資格）を記載し、かつ「ＷＥＢデザインの訓練における基本奨励金の特例措置の適
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用に係る希望の有無」欄に「○」を記載してください。 

ロ コース案内への記載 

     上記イにおいて訓練カリキュラムへ記載したＷＥＢデザイン関係資格（別紙 18に掲載

されている資格）の取得を目指す訓練コースであることをコース案内に記載してくださ

い。 

ハ 資格取得状況報告 

訓練終了後４か月以内に「ＷＥＢデザイン関係資格取得状況報告書（様式 A-57）」及び

「受講者の資格取得を証明する書類」を管轄する労働局あて提出してください（当該特

例措置の適用に係る要件を満たさないものを含むこと。）。 

⑱ ＤＸ推進スキル標準対応訓練の特例措置について 

令和５年 12 月８日から令和９年３月 31 日までに開始されたＩＴ分野又はデザイン分野

の訓練のうちＷＥＢデザインの訓練コースであって、経済産業省と独立行政法人情報処理

推進機構（ＩＰＡ）が作成する DX推進スキル標準対応の訓練コース（認定様式第５号「訓

練カリキュラム」の訓練概要の末尾に【ＤＳＳ対応】と記載され、「ＤＸ推進スキル標準対

応チェックシート（認定様式第５号添付書類３）」が添付されている訓練コース）であり、

かつ、「DX 推進スキル標準対応の訓練における基本奨励金の特例措置の適用に係る希望の

有無」欄に「○」を記載した訓練コースである場合、奨励金が 5,000 円上乗せになること。 

なお、⑯から⑱の特例措置の支給要件を複数満たしている場合であっても支給される奨

励金は⑯から⑱のいずれか１つであること。 

また、複数の支給要件を満たしている場合は、⑯又は⑰の支給が優先されること。 

【奨励金上乗せの要件】 

以下イからハの要件をすべて満たす訓練コースについては、ＤＳＳ対応訓練コースにお

ける特例措置の適用を希望することができることから、適用を希望する訓練コースを申請

する際は、要件を満たしていることを確認すること。 

イ 令和５年 12 月８日から令和９年３月 31 日までに開始されたＩＴ分野又はデザイン分

野の訓練のうちＷＥＢデザインの訓練コースコースであること。 

ロ 別紙 19「ＤＸ推進スキル標準対応訓練コースの確認について」のイ及びロに合致して

いること。 

ハ 認定様式第５号「訓練カリキュラム」の「ＤＸ推進スキル標準対応の訓練における基

本奨励金の特例措置の適用に係る希望の有無」欄に「○」を記載され、「ＤＸ推進スキル

標準対応チェックシート（認定様式第５号添付書類３）」が添付されていること。 

 

⑲デジタルリテラシーの向上促進について 

ＩＴ分野又はデザイン分野の訓練のうちＷＥＢデザインの訓練コース以外の訓練を申請

〈ご注意ください〉 

【ＤＳＳ対応】として申請しなかった訓練コースを、認定後に【ＤＳＳ対応】に変更す

ることは認められません。 
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する場合は、認定様式第５号添付書類４「デジタルリテラシーを含むカリキュラムチェッ

クシート」を参考に、各分野において就職に必要と考えられるデジタルリテラシーを検討

し、認定様式第５号添付書類５「ＤＸリテラシー標準の項目の一覧」のいずれかの項目に

該当する内容を含むカリキュラムの設定に努めてください。  

 イ デジタルリテラシーをカリキュラムに設定する場合の留意点 

（イ）算定対象訓練の時間内で設定してください。 

（ロ）デジタルリテラシーを含むカリキュラムのみで単独の科目を設定することを求める

ものではありません。 

（ハ）必ずしもパソコン等のデジタル機器の操作を求めるものではありません。 

（ニ）認定様式第５号添付書類４「デジタルリテラシーを含むカリキュラムチェックシー

ト」に記載のカリキュラムの例はあくまで例示であり、認定様式第５号添付書類５「Ｄ

Ｘリテラシー標準項目の一覧」に沿うものであれば、例に載っていないものでもかま

いません。 

ロ デジタルリテラシーを含むカリキュラムを設定した場合の申請書類 

（イ）認定様式第５号添付書類４「デジタルリテラシーを含むカリキュラムチェックシー

ト」を作成してください。 

・訓練コース内で実施するデジタルリテラシーの内容を含むチェック欄にチェックをし

てください。（認定様式第５号添付書類４「デジタルリテラシーを含むカリキュラムチ

ェックシート」に該当する内容がないものの、認定様式第５号添付書類５「ＤＸリテ

ラシー標準項目の一覧」の内容に沿うものである場合は、認定様式第５号添付書類４

「デジタルリテラシーを含むカリキュラムチェックシート」の「その他」欄に内容を

記載してください。） 

・「デジタルリテラシーを含む科目名」欄にデジタルリテラシーの内容を含む科目名を記

載してください。（職業人講話等で実施される場合は、科目名欄に講話のテーマを記載

してください 。）。 

（ロ）認定様式第５号「訓練カリキュラム」の添付書類として、認定様式第５号添付書類

４「デジタルリテラシーを含むカリキュラムチェックシート」を支部あて提出してく

ださい。  

⑳ 訓練内容 

訓練内容の記載に当たっては、下記の留意事項の他に、別紙９「訓練日数及び訓練時間

等の記入方法について」をご確認ください。 

また、具体的な訓練カリキュラムを作成するに当たっては、「求職者支援訓練に係るカリ

キュラムの作成に当たっての留意事項」及び「カリキュラム作成ナビ」をご確認ください。 

イ 訓練概要 

訓練受講によりどのような知識・技能を習得できるかわかるように訓練概要を記入し

てください。訓練時間が複数ある場合は、併せて記入してください。 

また、以下の表中に記載の訓練コースを設定する場合は、対応するキーワードを必ず
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末尾に記載してください。 

当該項目は、訓練内容として、ハローワークインターネットサービスに公開されます

が、「訓練内容」欄は、全角２５０文字の入力制限があることから、全てのキーワードが

末尾に入るように、訓練概要の内容の調整をお願いいたします。 

（イ）オンライン訓練を設定する場合は末尾に【オンライン対応コース（オンライン割合

●％）】と記載してください。 

なお、オンライン割合とは、総訓練時間のうち算定対象訓練時間に対する通信（同

時双方向型）で実施する時間となり、次の計算式により算出した割合（小数点第１位

以下は切り捨て）を記載しますが、算出した割合が１％未満の場合は、割合は記載せ

ず【オンライン対応コース】のみ記載してください。 

 

算定対象訓練時間（別紙３参照）のうち通信で実施する時間数

算定対象訓練の総時間数
 

 

また、パソコンやモバイルルータ等の貸与を行う場合には、末尾に【オンライン対

応コース（ＰＣ貸出あり（有料ｏｒ無料）、モバイルルータ貸出あり（有料ｏｒ無料））、

オンライン割合●％】を記載してください。 

（ロ）第６．１．（１３）に定める短時間訓練を設定する場合は末尾に【短時間】と記載し

てください。 

（ハ）別紙 16「認定職業訓練実施奨励金（実習促進奨励金又は職場見学等促進奨励金）に

係る認定申請時における手続きについて」に記載される「職場見学等奨励金」の適用

を希望する訓練を設定する場合は末尾に【職場見学等推進】と記載してください。 

（ニ）第６．２．（５）⑯「ＩＴ分野における認定職業訓練実施基本奨励金の特例措置につ

いて」に記載される「認定職業訓練実施基本奨励金」の適用を希望する訓練を設定する

場合は末尾に【ＩＴ資格】と記載してください。 

（ホ）第６．２．（５）⑰「デザイン分野（ＷＥＢデザインの訓練コース）における認定職

業訓練実施基本奨励金の特例措置について」に記載される「認定職業訓練実施基本奨

励金」の適用を希望する訓練を設定する場合は末尾に【ＷＥＢデザイン資格】と記載し

てください。 

（へ）別紙 16「認定職業訓練実施奨励金（実習促進奨励金又は職場見学等促進奨励金）に

係る認定申請時における手続きについて」に記載される「実習促進奨励金」の適用を希

望する訓練を設定する場合は末尾に【企業実習促進】と記載してください。 

（ト）ＩＴ分野又はデザイン分野（ＷＥＢデザインの訓練コース）の訓練科を申請する場合

で、申請する訓練科のカリキュラム内容が、別紙 19「ＤＸ推進スキル標準対応訓練コ

ースの確認について」の表に合致する場合は、末尾に【ＤＳＳ対応】と記載してくださ

い。 
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★ 申請時における手続きについては、【別紙 19】「ＤＸ推進スキル標準対応訓練コース

の確認について」をご確認ください。 

【記入例】 

・○○の仕事に関する○○の知識及び技能・技術を習得する。【オンライン対応コース（Ｐ

Ｃ貸出あり（有料））、オンライン割合２５％、ＩＴ資格】 

・○○の仕事に関する○○の知識及び技能・技術を習得する。【ＤＳＳ対応】

（2/11,5/11,6/22は 10時～16時 30分まで訓練実施） 

・○○の仕事に関する○○の知識及び技能・技術を習得する。【ＤＳＳ対応】（日によっ

て訓練時間が異なる場合があるため、詳細については、コース案内でご覧ください。） 

 

【訓練概要の末尾に記載するキーワード一覧】 

訓練種別 訓練概要欄の末尾に入力する検索キーワード 

通信の方法による訓練(同時双方

向型) 

末尾に【オンライン対応コース（PC貸出あり（有料

or 無料）、モバイルルータ貸出あり（有料ｏｒ無

料））、オンライン割合●％】と入力 

１か月当たりの訓練時間が 80 時

間以上 100時間未満の場合 
末尾に【短時間】と入力 

「介護分野及び障害福祉分野の訓

練における特例措置」の適用を受

ける訓練コース 

末尾に【職場見学等推進】と入力 

「IT 分野の訓練における特例措

置」の適用を受ける訓練コース 
末尾に【IT資格】と入力 

「デザイン分野（ＷＥＢデザイン

の訓練コース）における特例措置」

の適用を受ける訓練コース 

末尾に【ＷＥＢデザイン資格】と入力 

「ＩＴ分野又はデザイン分野（Ｗ

ＥＢデザインの訓練コース）にお

ける特例措置（実習促進奨励金）」

の適用を受ける訓練コース 

末尾に【企業実習促進】と入力 

「ＤＸ推進スキル標準」に対応し

た訓練コース 
末尾に【ＤＳＳ対応】と入力 

 ロ 職業能力開発講習【基礎コースを申請する場合のみ】 

職業能力開発講習のカリキュラム毎に、科目、科目の内容及び訓練時間をそれぞれ区

分して記入し、併せて訓練時間総合計の職業能力開発講習欄の時間数をご確認ください。 

ハ 学科・実技 

科目、科目の内容及び訓練時間を学科及び実技（パソコンを使用する場合は実技に入
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れてください。また、学科と実技が一体になっている科目についても実技に入れてくだ

さい。）に区分して記入し、併せて訓練時間総合計の学科・実技欄の時間数をご確認く

ださい。 

ニ 企業実習 

実施の有無に応じてのチェック欄（□）に✔を記入してください。実施する場合は時

間数のみ記入し、企業実習のカリキュラムについては、認定様式第 12号「訓練カリキュ

ラム（企業実習用）」に記載してください。 

なお、企業実習の設定に当たっては「求職者支援訓練に係るカリキュラムの作成に当

たっての留意事項」の別添「企業実習を設定するに当たっての留意事項」を遵守してく

ださい。 

ホ 職場見学、職場体験、職業人講話 

（イ）職場見学、職場体験、職業人講話を実施する場合は、科目の内容欄及び時間数をそ

れぞれ分けて記入してください。 

（ロ）職場見学又は職場体験は、訓練内容に関連した職務・仕事の職場を見学又は体験（業

務内容の説明を受けたり、受講者との質疑応答を行ったり）するものとしてください。

社会科見学のために公開されているような工場やイベント等の見学は原則として対象

とできません。 

（ハ）職場見学又は職場体験は、訓練内容に関連する事業を行っており、受け入れる体制

が整備されている機関において実施すること。ただし、就職に資することを目的に行

うため、その内容は受講者の職業人としての意識を醸成するものでなければなりませ

ん。 

（ニ）職場見学及び職場体験の実施場所には訓練実施機関の担当者が引率するなど、その

管理（出欠管理を含む。）の下に行ってください。 

（ホ）職場見学及び職場体験は現地集合で構いません。なお、移動時間を訓練時間に含め

ることはできません。 

（へ）職業人講話は、その内容が受講者の職業人としての意識を醸成するものでなければ

なりません。 

（ト）科目の内容欄には次の内容を記載してください。欄内に書ききれない場合は別紙（任

意様式）を提出してください。 

・ 職場見学又は職場体験を実施する場合 

見学又は体験の内容、実施先の企業名、時間数 （記載例：施設介護の体験 （株）

○○ ６時間） 

・ 職業人講話を実施する場合 

講話のテーマ、講話を担当する者の所属企業名等の簡単なプロフィール、時間数

（記載例：「営業員としての心構え」（株）□□ ３時間） 

（チ）認定申請時において、やむを得ず職場見学及び職場体験を実施する職場や職業人講

話を担当する者の所属企業名等が決まらない場合には、次のとおりとしてください。 
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・ 認定申請時には少なくとも職場見学及び職場体験の内容、職業人講話のテーマを

決定し、科目の内容欄に記載してください。

【記載例】「営業員としての心構え」講演者未定 ３時間

・ 訓練開講日の前日までに、職場見学又は職場体験を実施する職場等や職業人講話

を担当する者の所属企業等を決定した上で、訓練カリキュラム（認定様式第５号）

の科目の内容において「未定」としていた部分を具体的に記入し、「求職者支援法

に基づく認定職業訓練に係る変更届出書（様式Ａ-13-1）」とともに、機構支部あて

提出してください。

へ 訓練時間総合計 

総合計及びそれぞれの区分の小計を記入してください。 

※訓練時間総合計は、必ず整数となるよう設定してください(認定様式第６号「日別計

画表」に記載する「出席管理の対象となる訓練時間の総合計」も同様とする)。

ト 受講者の負担する費用

教科書、その他に受講者が訓練を受講するにあたり購入しなければならないものの内

容及び金額を全て記入してください。 

なお、金額は認定様式第８号「使用教科書等一覧」に記入した金額の合計と一致する

ことを確認してください。 

また、職場見学・職場体験、企業実習先への交通費又は職業能力開発講習を外部委託

する場合の交通費、介護職員養成研修を含む訓練科の企業実習における健康診断料、託

児サービス支援付き訓練にあっては託児サービス利用者の実費負担分（食事・軽食代、

おむつ代等）、補講に係る費用（補講に係る費用の取扱いについては、２（９）③の（補

講に係る留意事項）を参照してください。）、並びにオンライン訓練で受講者が費用を負

担する場合は備考欄にその旨を記入してください。（具体的な記載内容は、下記（９）③

ホ及びヘを参照してください。）

【記入例】・企業実習に係る交通費及び健康診断料が別途発生 

・職業能力開発講習実施場所までの交通費が別途発生

・託児サービス内容のうち実費負担分が別途発生

・補講に係る費用が別途発生

・パソコンをレンタルする場合は○○円必要

・オンライン訓練受講に係る通信費用○○円が別途発生

・ソフトウェア「●●」利用料（▲月▲日から△月△日まで、月額プラン●

●円×●か月） 

㉑ 指導方法 

イ 訓練形態

訓練の実施形態は全ての受講者を一堂に集めて講師が直接指導することを確認し、チ

ェック欄（□）に✔を記入してください。（オンライン訓練を実施する場合も必須となり

ます） 
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 なお、オンライン訓練を実施する場合、当該日の通所の可否に応じてのチェック欄（□）

に✔を記入してください。また、オンライン訓練を実施する合計時間を下記（６）②と

同じ時間数を記載してください。 

ロ 施設設備や教材等を有効に活用した効果的な指導のための工夫、受講者ごとの特質及

び習得状況に応じた指導のための工夫 

訓練を効果的に実施するために工夫する点を記入してください。 

特に訓練を推奨する対象を訓練推奨者欄へ記入している場合は、当該訓練推奨者の特

質等に応じた工夫の内容を記入してください。 

なお、訓練の中で、講師の説明を補助するための教材として、視聴覚教材（映像教材）

を使用する場合は、以下（イ）から（ハ）にご留意ください。 

（イ）訓練内容に関連しない動画（広告含む）を訓練時間中に流さないこと。 

（ロ）外部動画サイト（不特定多数の者が自由に見ることができる無料の動画サイト等）

を使用することは認められないこと。 

（ハ）視聴覚教材（映像教材）の配信中であっても、受講者からの質疑等に対応するため、

講師と受講者間で質疑応答が行える環境を整えることできる必要があります。 

【記入例】（中高年者を訓練推奨者とする場合） 

能力習得スピードに配慮し、ゆっくりとした進度で丁寧に進められるカ

リキュラム・時間構成としている 等。

（外国人を訓練推奨者とする場合） 

講師のほか、○○語の通訳が可能な者を助手として常時配置 等。 

㉒ 添付書類 

イ 令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの間に訓練を開始した介護分野及び障

害福祉分野の介護職員初任者研修、介護福祉士実務者研修、生活援助従事者研修及び居

宅介護職員初任者研修のいずれかの資格習得が伴う訓練（基礎コース、実践コースのい

ずれも可）を対象として、一定の要件を満たす場合に、職場見学等促進奨励金（以下「職

場見学等奨励金」という。）が支給されます。職場見学等奨励金を希望する場合は、認

定様式第５号添付書類１「職場見学等実施計画書（様式 A-51）」を添付してください。 

なお、奨励金に関する取扱いは労働局へお問い合わせください。 

ロ 令和４年１２月２日から令和９年３月３１日までの間に訓練を開始した企業実習が伴

う訓練（令和６年３月３１日までに開始するコースにあっては、短期・短時間特例訓練

を除く）を対象として、一定の要件を満たす場合に、実習促進奨励金が支給されます。

実習促進奨励金を希望する場合は、認定様式第５号添付書類２「企業実習実施計画書（様

式 A-54）」を添付してください。 

★ 記載に当たっては、【別紙 15】「オンライン訓練を実施するに当たっての留意事項」

をご確認ください。 
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なお、奨励金に関する取扱いは労働局へお問い合わせください。 

★ 申請時における手続きについては、別紙 16「認定職業訓練実施奨励金（実習促進奨

励金又は職場見学等促進奨励金）に係る認定申請時における手続きについて」をご確認

ください。 

 

ハ ＩＴ分野又はデザイン分野（ＷＥＢデザインの訓練コース）の訓練科を設定する場合

は、別紙 19「ＤＸ推進スキル標準対応訓練コースの確認について」の内容を確認し、「Ｄ

Ｘ推進スキル標準」に対応した訓練科であるかを確認してください。併せて、認定様式

第５号添付書類３を必ず添付してください。 

ニ ＩＴ分野又はデザイン分野の訓練のうちＷＥＢデザインの訓練コース以外の訓練科を

申請する場合で、かつデジタルリテラシーを含むカリキュラムを申請する場合は、申請

時に認定様式第５号添付書類４「デジタルリテラシーを含むカリキュラムチェックシー

ト」を提出してください。 

（６）日別計画表（認定様式第６号） 

★ 記載に当たっては、下記の留意事項の他に、【別紙９】「訓練日数及び訓練時間等の記

入方法について」をご確認ください。 

当該様式は、認定後、受講開始時までに受講者に配付する必要があります。 

① 訓練実施機関名・訓練科名 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の当該欄と同一の内容を記入してください。 

② 訓練期間中に予定している日々の訓練内容（職業能力開発講習（※基礎コースを申請す

る場合のみ）・学科・実技・開講式・修了式・オリエンテーション等）、ハローワーク来所

日、キャリアコンサルティング実施日等について、次の事項及び記入例を参考に作成して

ください。 

イ 企業実習等も含めて、同一訓練科の各受講者によって訓練日が異なるような設定はで

きません。 

ロ ハローワーク来所日 

受講者がハローワークに来所する日を、訓練開始２か月目以降毎月１日設けていただ

く必要があります。 

具体的な設定方法はあらかじめ機構支部とご相談ください。 

また、認定後に来所する日の変更を調整していただく場合がありますのでご了承くだ

さい。 

 ハ オンライン訓練 

オンライン訓練を実施する場合、当該日に通所を可能とする場合は「○」を、当該日

に通所を不可とする場合は「△」を記入してください。 

   また、オンライン訓練実施の合計時間数を該当欄へ記載してください。 

   ニ 職業能力開発講習 

     職業能力開発講習は、原則、基礎コースにおける最初の１か月目に設定することとな
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っていますが、職業に必要な基礎的な能力を効果的に向上させるうえで、職業能力開発

講習を最初の１か月目に限らず実施することが望ましい場合には、訓練期間中のいずれ

かの時期に設定することができます。１か月目に限らず職業能力開発講習を実施する場

合は、「能開講習」欄に「○」を記載してください。 

なお、１か月目に限らず実施する場合は、職業能力開発講習を実施する日については、

終日、職業能力開発講習を実施し、訓練期間中で合計２０日設定する必要があります。 

③ 時間割表 

上記（５）⑩を参考に時間設定してください。 

④ キャリアコンサルティング実施予定表 

申請する職業訓練を行う施設内にキャリアコンサルティング担当者を配置し、当該職業

訓練を受講する特定求職者等に、当該キャリアコンサルティング担当者が行うキャリアコ

ンサルティングを職業訓練の期間内にジョブ・カードを活用して３回以上(訓練期間が３か

月に満たない場合は、１か月に少なくとも１回以上)受けさせることが必要です。 

なお、キャリアコンサルティングは受講者１名ずつに対して行うことが必要です。 

また、同時に多人数に対して概要説明のみを行っても差し支えありませんが、その場合

は、前述の職業訓練の期間内にジョブ・カードを活用して３回以上行うキャリアコンサル

ティングとして計上できません。 

⑤ ハローワーク来所予定表 

各月において、ハローワーク来所日相当日として、１日、空白日を設けること。 

（具体的な来所日は、認定時等に機構支部が指定します。） 

（７）講師一覧（認定様式第７の１号） 

訓練を担当する全ての講師（助手を含む）について記載してください。 

集団形式で行う就職支援の講師、算定対象訓練以外を担当する講師を含みます。 

なお、次の方については、記載する必要はありません。 

・ 算定対象訓練のうち職場見学、職場体験、職業人講話を担当する者 

・  企業実習の講師 

・ 職業能力開発講習の講師（当該講習を外部委託する場合に限る） 

・ キャリアコンサルティング担当者 

★ 算定対象訓練の内容については、【別紙３】「訓練期間及び訓練時間等の設定方法につ

いて」の２（１）⑤をご確認ください。 

★ 求職者支援訓練を担当する講師については、【別紙 10】「求職者支援訓練を担当する

講師が満たすべき認定基準について」をご確認ください。 

★ 要件を満たす訓練コースの場合、講師が訓練実施施設外から通信による方法で訓練を

実施することが認められます。詳しくは【別紙 17】「講師が訓練実施施設外から通信に

★ ② ハ の書類の詳細については、【別紙 15】「オンライン訓練を実施するに当たって

の留意事項」をご確認ください。 
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よる方法で訓練を実施するに当たっての留意事項」をご確認ください。 

 

① 訓練実施機関名・訓練科名 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の当該欄と同一の内容を記入してください。 

② 氏名 

講師の氏名（フルネーム）を正確に記入してください。 

③ 勤務形態 

該当する勤務形態に○を記入してください。なお、申請機関の雇用保険の被保険者とな

っている者を「常勤」、それ以外の者を「非常勤」としてください。 

④ 担当科目 

担当する科目名を記入してください。 

また、認定様式第５号「訓練カリキュラム」に記載した科目を全て網羅するとともに、

同一の科目名を記載してください。 

⑤ 類型 

裏面の「求職者支援訓練の講師として認められる類型」のうち該当する類型を確認し、

記入してください（担当科目によって適合する類型が異なる場合には、それぞれ適合する

類型ごとに行を分けて記入してください。）。 

なお、集団形式で行う就職支援の講師、算定対象訓練以外を担当する講師については、

類型の記載は不要です。 

⑥ 証明書類 

記入した類型に該当することを証明する職務経歴書、資格・免許等（写）を選択のうえ、

証明書類を併せて提出してください（「求職者支援訓練の講師として認められる類型」に該

当すると判断した職務経歴書上の記載箇所に下線を引いてください。）。 

※ 講師が職務経歴書を作成していない場合や職務経歴書の記載内容だけでは「求職者支

援訓練の講師として認められる類型」に適合することが確認できない場合には認定様式

第７の３号「講師の経歴等確認書」を提出してください。 

※ 集団形式で行う就職支援の講師、算定対象訓練以外を担当する講師については、証明

書類の提出は不要です。 

 〈ご注意ください〉 

・ 職業能力開発促進法で規定されている職業訓練指導員講習（48 時間講習）以外の講

習の受講は、認定基準で定めている講師等の要件において、考慮する対象とはなりませ

ん。 

・ 法定講習の内容を含む求職者支援訓練を実施する場合、法定講習の内容を担当する講

師については、求職者支援訓練の講師要件及び法定講習で求められる講師要件のいずれ

にも適合する必要があります。 

なお、法定講習の内容を担当する講師については、訓練実施機関の責任において法定

講習の講師要件に適合していることを確認し、必要な手続きを行ったうえで、当該訓練
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科の認定申請を行ってください。 

 ⑦ 助手 

  該当する方に✔を記入してください。 

⑧ 省略の有無 

同一年度内に開講する訓練科の申請で、すでに提出している訓練科の講師に係る講師の

経歴等確認書等（認定様式第７の３号「講師の経歴等確認書」又は職務経歴書等）につい

て、過去の申請時から記載内容等（①講師の担当科目、②講師要件の類型、③講師の類型

に該当することを確認できる書類等の内容や免許証等）に変更が生じていない場合、提出

を省略することができることから、当該書類の提出を省略する場合はチェックを入れてく

ださい。 

⑨ 受理番号 

同一年度内に開講する訓練科の申請において、省略する書類を以前提出した際の認定申

請書の受理番号を記入してください。 

★ （７）⑥の書類については、同一年度に開講する訓練科ですでに１度提出した内容で

あれば、提出を省略することができます。詳細については、【別紙５】「認定申請書類の

省略について」をご確認ください。 

 

（８）講師の経歴等確認書（認定様式第７の３号） 

この様式は講師の方が自ら記入してください。 

また、認定申請の都度提出が必要ですが、その都度作成する必要はありません（講師要件

の類型に適合することが分かる内容であれば、過去の認定申請で提出したものの写しでも構

いません。）。 

① 担当する科目の訓練内容に関する資格 

担当する科目の訓練内容に関する資格名称を記入してください。 

なお、認定様式第７の１号「講師一覧」の「類型」欄に記入した番号の類型に該当する

ことを判断するにあたり、必要の無い場合には記入する必要はありません（②についても

同じ。）。 

② 担当する科目の訓練内容に関する実務経験・指導（等）業務の経験 

    所属、実務経験・指導（等）業務の経験の内容、従事した期間、実務経験の期間及び指導

（等）業務の経験の期間を記入してください。 

なお、「指導（等）業務の経験の期間」欄について、認定様式第７の１号「講師一覧」の

裏面の「求職者支援訓練の講師として認められる類型」のうち、類型４に該当する場合に

は、「指導等業務の経験」とは異なり、あくまで講師または助手として指導した経験期間の

み記入してください。 

また、同じ期間に複数の企業等における実務経験及び指導業務の経験がある場合は、任

意の１箇所での経験しか記入できません。 

そのため、「求職者支援訓練の講師として認められる類型」のうち、実務経験・指導経験
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については、以下イから二の取扱いに留意してください。 

イ 同一期間ではない実務経験（又は指導経験）が複数ある場合、実務経験（又は指導経

験）を合算することができます。 

（例）企業Ａで実務経験が６カ月（4/1～9/30）あり、企業Ｂで実務経験が６カ月（10/1

～3/31）ある場合は、計上できる実務経験は１年であること。 

ロ 複数の企業において、同一期間の実務経験及び指導経験がある場合は、重複期間を２

重に計上することはできません。 

（例）企業Ａ及び企業Ｂにおいて、同一期間にＩＴ関係の実務経験（4/1～3/31）及び指

導経験（4/1～3/31）がある場合、計上できる実務経験は１年、指導経験は１年である

こと。 

ハ 複数の企業において、一定期間、実務経験（又は指導経験）がある場合は、重複期間

を２重に計上することはできません。 

（例）企業Ａで実務経験が６カ月（4/1～9/30）あり、企業Ｂで実務経験が９カ月（7/1～

3/31）ある場合は、計上できる実務経験は１年であること。 

ニ 実務経験及び指導経験について、端数の日にち（月数未満）がある場合は、切り捨て

てください。 

★ （８）の書類については、同一年度に開講する訓練科ですでに１度提出した内容であ

れば、提出を省略することができます。詳細については、【別紙５】「認定申請書類の省

略について」をご確認ください。 

 

（９）使用教科書等一覧（認定様式第８号） 

① 訓練実施機関名・訓練科名 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の当該欄と同一の内容を記入してください。 

② 受講者が購入する教科書代 

イ 受講者が負担する教科書の費用は、訓練期間に関わらず、原則 15,000円（税抜き）以

内とし、金額は税込み（開講日時点の税率）で記入してください。 

ロ 教科書は、原則として訓練開始時に全て受講者に配付するとともに、領収証書を発行

してください。 

ハ 合格者が訓練開始直前に就職等の理由により辞退した場合であって、その方の教科書

等について、返品や流用等ができない場合、事前に書面等により当該者の了解を得てい

れば、当該教科書代等を負担してもらうことが可能です（了解しないことをもって選考

の際に不利な取扱いをすることはできません。）。 

 
 
 
 
 

53



 

③ 受講者が負担するその他費用 

イ 訓練受講にあたり教科書以外で受講者に費用負担させることが認められるものは、次

のとおりです。 

受講者の費用負担が

認められるもの 

作業着、作業靴、職場見学・職場体験先への交通費、企業実習先へ

の交通費、実技実施場所への交通費、職業能力開発講習実施先への

交通費、健康診断料（介護分野）、託児付訓練にあっては託児サー

ビス利用者の実費負担分（食事・軽食代、おむつ代等）、資格取得

に必要な法定講習（法定時間）（※１）に係る分の補講費、オンラ

イン訓練における通信費、（実施機関が有償貸与する場合）パソコ

ン・モバイルルータ等のレンタル代、ＵＳＢメモリ 

受講者の費用負担が

認められないもの 

（例）工具類、ハサミ、筆、ブラシ、ネイル用品、調理実習の食材

費、手数料、ソフトウェア（※２）、郵送料（※３）など 

※１ 介護職員初任者研修、介護福祉士実務者研修、労働安全衛生法第 76条第１項の規定

に基づく技能講習又は日本語教員養成研修の内容を実施する求職者支援訓練に限りま

す。 

※２ オンライン訓練を実施する場合であって、パソコンを受講者自らが用意し、以下１

から３の要件を全て満たす場合のみ、ソフトウェアを受講者負担とすることが可能で

す。 

 

【ソフトウェアを受講者負担とする場合の要件】 

１．受講者自らが所有するパソコンにインストールする場合。 

２．ソフトウェアの契約期間が、ソフトウェアを利用する訓練開始日から訓練終了日ま

での期間を超える場合。 

３．契約プランについては、訓練期間中にソフトウェアを利用する期間を満たす最小単

位期間を選択していること（例えば、使用するソフトウェアの契約プランが月額プラ

ンと年間プランがある場合は、月額プランを選択すること。）。 

 

【注意】ソフトウェアを利用する期間が複数に分かれている等、ソフトウェアを訓練

で使用しない期間の契約をせざるをない場合であっても、最小単位期間の契約と

なるようにしてください。 

   なお、ソフトウェアを受講者負担としない場合であっても、ソフトウェアの契

約期間については、ソフトウェアを利用する訓練の開始日から利用を終了する日

までの間、契約する必要があります （訓練終了日まで契約する必要はありませ

ん。）。 
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（例） 

訓練期間：４月１日～７月３１日 

ソフトウェアＡ 

  訓練で利用する期間：７月１５日～７月３１日 

  ソフトウェアの契約期間：月額プラン（１か月：７月１５日～８月１４日） 

 

ソフトウェアＢ 

  訓練で利用する期間：５月１日～５月１５日 

  ソフトウェアの契約期間：月額プラン（１か月：５月１日～５月３１日） 

4/1                                7/31  

訓練期間 

 ソフトＢを使用  ソフトＡを使用 

    5/1        5/15          7/15      7/31 

 

●ソフトウェアＡ（受講者負担とできる例） 

 契約の最小単位期間が月額（１か月単位）のソフトウェアを利用する場合で、訓練

で使用する期間が７月１５日から７月３１日までの場合、ソフトウェアの最小契約

期間は１か月（７月１５日から８月１４日）となり、ソフトウェアの契約期間が訓練

終了日を超えるため、受講者負担とすることができます。 

             

●ソフトウェアＢ（受講者負担とできない例） 

 契約の最小単位期間が月額（１か月単位）のソフトウェアを利用する場合で、訓練

で使用する期間が５月１日から５月１５日までの場合、フトウェアの最小契約期間

は１か月（５月１日から５月３１日）となり、ソフトウェアの契約期間が訓練終了日

を超えないため（訓練期間内に収まっているため）、受講者負担とすることはできま

せん。 

 

 

※３ 受講者へ教科書等を郵送する場合の送料は、受講者負担は認められません。 

【補講に係る留意事項】 

求職者支援訓練で補講（レポート提出及び再考査等を含む。以下同じ。）を実施する場

合は、受講者から費用を徴収することはできません。ただし、以下の（イ）から（ホ）に

掲げる要件を全て満たす場合にあっては、有料で補講を行うことができます。 

 

7/15～8/14 

ソフトＡの契約期間  

5/1～5/31 

ソフトＢの契約期間 
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（イ）介護職員初任者研修、介護福祉士実務者研修、労働安全衛生法第76条第１項の規定

に基づく技能講習又は登録日本語教員の内容のいずれかを実施する訓練であること。 

（ロ）受講者が資格取得に必要な法定講習（法定時間）に係る訓練を欠席したために行う

資格取得に必要な補講であること。 

（ハ）補講に係る費用がコース案内に明記され、かつ、オリエンテーション時に受講者に説

明がなされていること。 

（ニ）補講は、訓練期間終了後又は訓練期間中の場合は訓練時間外に実施するものであるこ

と。 

（ホ）補講の実施方法が、都道府県における介護職員養成研修事業の要綱等に適合したもの

であること（介護職員初任者研修又は介護福祉士実務者研修を実施する訓練に限る。）。 

※ 受講者が中間考査又は修了考査を受けた結果、到達水準に達しなかった場合の補講

については、有料での実施は認められません。 

また、訓練終了後であっても受講者が中間考査又は修了考査を受けた結果、到達水

準に達しなかった場合の補講については、受講者が希望するか否かに関わらず有料で

の実施は認められません。 

ロ 職場見学・職場体験・企業実習先への交通費、職業能力開発講習を外部委託する場合

の交通費及び介護職員養成研修を含む訓練科の企業実習における健康診断料等について

は、当該様式の「２．受講者が負担するその他費用」に記入してください。その際、「金

額」は「０」と記入し、備考欄に「実費」と記入してください。 

   ハ 託児サービスの利用に当たっての費用は、授乳・補水補助を含めて受講者から徴収す

ることは認められませんが、託児サービス提供機関と訓練実施機関が協議の上、食事等

の補助（例 食物アレルギーの有無による児童別の調理等）を託児サービス提供内容に

含める場合にあっては、その実費分を徴収することができます。 

     ただし、託児サービス提供内容については、受講開始前までに必ず書面において利用

対象者に周知してください。 

   ニ 有料補講費については、当該様式の「２．受講者が負担するその他費用」に記入して

ください。その際、「金額」は「０」と記入し、備考欄に金額（単価）を記入してくださ

い。 

    【記入例】学科１時間 ○○円 実技１時間 ○○円 

   ホ オンライン訓練を実施する場合、通信費は受講者の費用負担が認められます。 

また、訓練受講に必要な機器（パソコン等）及びインターネット接続環境（モバイル

ルータ等）について、訓練実施施設が無償貸与できない場合は、受講者自ら用意するか、

実施機関が受講者に対して有償貸与することができます。（無償貸与の場合は、機器保険

等の費用であっても受講者に負担させることはできません）。 

ただし、有償貸与か無償貸与かに関わらず、受講者に明らかな瑕疵がない限り、貸与

機器の損壊に対する弁償を求めることはできません。 

訓練受講に必要な機器（パソコン等）及びインターネット接続環境（モバイルルータ
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等）を有償貸与する場合は、「２．受講者が負担するその他費用」に記入してください。

その際、「金額」は「０」と記入し、備考欄に金額（単価）を記入してください。 

【記載例】パソコン 5,000円/月×４か月＝20,000円  

モバイルルータ（通信費）3,500円/月×４か月=14,000円 

ヘ ソフトウェアを受講者負担とする場合、「２．受講者が負担するその他費用」の「金額」

欄に金額（総額）を記載し、「備考」欄には「ソフトウェアを使用する開始日」及び「契

約プラン」等を記載してください（備考欄の記載例：４月１０日から６月３日まで使用、

月額プラン（1,500円×２か月））。 

ト 訓練に必要な消耗品や材料等の費用を、受講者から徴収することはできません。 

チ 税込み(開講日時点の税率)の金額を記入してください。 

④ 受講者に配付するもの 

受講者の費用負担がなく、訓練実施機関が受講者に配付予定のテキストについては、【受

講者に配付するもの】欄に、所要事項を記入してください。 

※  訓練実施機関が購入したテキストを、著作者に無断で受講者に貸与する場合、著 

作者に対する「貸与権（著作権法第 26条の３）」の侵害に該当する可能性があり 

ますのでご注意ください。 

⑤ その他 

イ 当該様式に記載した内容以外、受講者に費用を負担させることはできませんのでご注

意ください。 

ロ 当該金額は、ハローワークインターネットサービスへ掲載する都合上、職場見学・職

場体験、企業実習先への交通費、職業能力開発講習外部委託先への交通費、介護職員養

成研修を含む訓練科の企業実習における健康診断料及び託児サービス利用に当たっての

費用を除き「実費」と記入はできませんのでご留意ください（想定される負担額の最大

額を記入してください。）。 

※  上記「③受講者が負担するその他費用」の表（「受講者の費用負担が認められるも

の」）に記載されるものであって、受講者の持参を認めるものについては、「２．受講

者が負担するその他費用」の「金額」欄は「０」と記入し、備考欄に「実費」と記載し

てください（コース案内には、受講者の費用負担が認められるものの仕様の詳細及び

目安の金額を記載すること。）。 

（１０）各種就職支援等の実施体制（認定様式第９号） 

① 訓練実施機関名・訓練科名 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の当該欄と同一の内容を記入してください。 

② 就職支援責任者の配置 

要件に該当する者を配置し、かつその者が担当業務を実施できる場合は、チェック欄（□）

に✔を記入してください。 

③ 就職支援責任者氏名 

就職支援責任者となる者の氏名を記入してください。 
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就職支援責任者となる者は、能開法第 30条の３に規定するキャリアコンサルタント又は

キャリアコンサルティング技能士（１級又は２級）又は能開法第 28条第１項に規定する職

業訓練指導員免許を保有する者であることが望ましいです。 

④ キャリアコンサルティング担当者の配置 

  キャリアコンサルティングを行う担当者の氏名を記入してください。 

キャリアコンサルティング担当者は、申請時点で実施機関においてジョブ・カードの作

成支援をすることができる能開法第 30 条の３に規定するキャリアコンサルタント又はキ

ャリアコンサルティング技能士（１級又は２級）又は能開法第 28条第１項に規定する職業

訓練指導員免許を保有する者である必要があります。 

認定申請に当たっては、キャリアコンサルティング担当者（能開法第 30条の３に規定す

るキャリアコンサルタント又はキャリアコンサルティング技能士（１級又は２級）又は能

開法第 28条第１項に規定する職業訓練指導員免許を保有する者）の要件が確認できる書類

として、「キャリアコンサルタント登録証」又は「キャリアコンサルティング技能士（１級

又は２級）の合格証書又は合格通知書」又は「職業訓練指導員免許証」により要件を確認

いたします。 

※ キャリアコンサルティングは、有効な資格を保有する者が実施する必要があります。

訓練開始日から訓練終了日まで、有効な資格を保有する者が実施できる体制を整えてく

ださい。なお、キャリアコンサルティング担当者は複数人登録することが可能です。 

※ 能開法第 30 条の３に規定するキャリアコンサルタント：キャリアコンサルタント名

簿に登録された者。 

★ 就職支援責任者が満たすべき要件については、【別紙８】「求職者支援訓練の実施に係

る適正な業務の運営体制等について」をご確認ください。 

★ 通所を伴わないコースにおいて、複数施設（他の都道府県を含む）で就職支援責任者

の兼務を行うことにより、就職支援の適正な実施を管理できていない事実を機構又は労

働局が確認した場合は、認定取消となる可能性がありますので、就職支援責任者の兼務

を行う場合はご留意ください。 

 

〈ご注意ください〉 

職業能力開発促進法で規定されている職業訓練指導員講習（48 時間講習）以外の講習

の受講は、認定基準で定めている講師等の要件において、考慮する対象とはなりません。 

 

⑤ 登録番号 

キャリアコンサルティング担当者がキャリアコンサルタントの場合は「キャリアコンサ

ルタント登録証」を、キャリアコンサルティング技能士（１級又は２級）の場合は、「キャ

リアコンサルティング技能士（１級又は２級）の合格証書又は合格通知書」を、職業訓練

指導員免許保有者の場合は「職業訓練指導員免許証」を添付の上、当該番号を転記してく

ださい。 
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また、キャリアコンサルティング担当者を複数人配置する場合は、行を増やして記入し

てください。 

⑥ 就職支援責任者が申請者と直接の雇用関係にあることの確認 

就職支援責任者は、訓練期間中、申請者と直接の雇用関係（代表者及び役員も可）にあ

ることが必要です。その確認のため、就職支援責任者が申請者と直接の雇用関係にある場

合には、チェック欄（□）に✔を記入し、就職支援責任者の雇用保険被保険者資格取得等

確認通知書（事業主通知用）（写）（雇用保険の被保険者でない場合は、「労働条件通知書」

等の直接雇用していることが分かる書類）を添付してください。 

なお、キャリアコンサルティング担当者は、申請者と直接の雇用関係である必要はあり

ませんが、就職支援責任者がキャリアコンサルティング担当者となる場合、申請者と直接

の雇用関係にあることが必要です。 

※ 就職支援責任者の変更は原則認められません。 

★ ⑤及び⑥の添付書類については、同一年度に開講する訓練科ですでに１度提出した内

容であれば、提出を省略することができます。 

詳細については、【別紙５】「認定申請書類の省略について」をご確認ください。 

⑦ 就職支援等の実施 

３項目全ての項目を実施することとしていることを確認し、全てのチェック欄（□）に

✔を記入してください。【就職支援等の内容】については、実施時期を記入のうえ、実施

項目を実施する時期に○を記入してください。 

なお、就職支援等のうち必須項目である①～⑥は必ず実施する必要があります。 

※ 「②求人情報の提供」については、適宜、安定所等と連携して受講者の居住地にかかる

求人や受講者の属性を踏まえた求人情報を提供してください。 

※ 「⑥ジョブ・カードの作成支援」欄については、ジョブ・カードを活用してキャリアコ

ンサルティング（訓練期間中に３回以上、訓練期間が３か月に満たない場合は１か月に少

なくとも１回以上）を実施する時期に○を記入してください。 

※ ここで記載する就職支援については、訓練期間内に実施するものに限ります。（訓練期

間終了後に就職支援を行うことを妨げるものではありません。） 

★ ジョブ・カードの作成支援等の就職支援の進め方については、【別紙 11】「ジョブ・

カードの作成支援の流れ」を参考としてください。 

⑧ 必須項目及び必須項目以外として示している以外の支援項目があれば、具体的に「２」

の欄に記入してください。 

⑨ 職業紹介事業許可 

該当の有無に○を記入してください。 

また該当する場合は所要事項を記入してください。 
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※（１１）から（１２）は、企業実習を予定している場合のみ、作成してください。 

企業実習を予定していない場合は、（１３）に進んでください。 

（１１）企業実習先一覧（認定様式第 10号） 

① 訓練実施機関名・訓練科名 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の当該欄と同一の内容を記入してください。 

② 企業実習先施設等 

企業実習先施設名、施設所在地、電話番号、事業内容などの所要事項を記入してくださ

い。 

なお、全ての受講者が適正に企業実習をできるだけの企業実習先機関を確保する必要が

あります。 

③ 訓練実施運営体制 

以下の業務を実施する者を企業実習先に配置してください。 

イ 管理責任者 

企業実習の適正な実施を管理する業務を担う者。 

ロ 訓練評価者 

企業実習の習得度を評価する業務を担う者。 

・ この評価を踏まえ、実施機関は職業能力証明（訓練成果・実務成果）シートに評価

を記入することとなります。 

・ 訓練評価者は能開法第30条の３に規定するキャリアコンサルタント又はキャリアコ

ンサルティング技能士（１級又は２級）又は能開法第28条第１項に規定する職業訓

練指導員免許を保有する者である必要はありません。 

ハ 事務担当者 

訓練受講者や訓練実施機関、機構支部からの問合せ等に対応する窓口業務を担う者。 

・ 訓練受講状況等を問い合わせた際に、確実に対応できる者であることが必要です。 

※ 上記のイ～ハ及び講師（実習指導者）を兼務することも可能です。例えば、イ（管理

責任者）、ロ（訓練評価者）、ハ（事務担当者）及び講師（実習指導者）が同一の者でも

差し支えありません。 

④ 訓練内容及び受入体制 

訓練内容、訓練期間、訓練時間、受入予定人員を記入してください。 

訓練内容は、該当する認定様式第 12号「訓練カリキュラム（企業実習用）」の当該欄と

同一の番号を記入してください。 

⑤ 講師 

下記事項を確認のうえ、該当する場合はチェック欄（□）に✔を記入してください。 

イ 担当講師数 

全ての実技の訓練時間において、受講者 15人あたり１人以上（助手のみの配置は認め

られないこと。）グループに分かれる場合にはグループごと。）配置し、かつ実技の危険

の程度・指導の難易度・受講者の特性に応じて、きめ細かい指導ができる講師の数とし
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てください。 

ただし、ＩＴ分野又はデザイン分野のうちＷＥＢデザインの訓練コースは、受講者 20

人までは１人、20人を超えるときは２人以上配置することでも差し支えありません。 

なお、講師を配置せずに、助手のみを配置することは認められません。 

ロ 講師要件への適合 

企業実習において講師を担当する者は裏面の「求職者支援訓練の講師として認められ

る類型」に該当することが必要です。 

（１２）訓練カリキュラム（企業実習用）（認定様式第 12号） 

認定様式第 10号「企業実習先一覧」に記入してある全ての企業実習先機関ごとに提出し

てください。 

ただし、複数の企業実習先機関で認定様式第 12 号「訓練カリキュラム（企業実習用）」

の内容が同じ場合には、当該様式のカリキュラム番号欄に記入した番号を認定様式第 10号

「企業実習先一覧」の当該欄に記入してください。 

その際に認定様式第 12号「訓練カリキュラム（企業実習用）」は複数機関ごとに添付す

る必要はありません。 

① 訓練実施機関名 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の当該欄と同一の内容を記入してください。 

② 訓練科名 

当該訓練科名を記入してください。 

③ 企業実習での訓練目標 

企業実習でのねらいや習得目標、身につく技能などを記入してください。 

④ 訓練内容 

科目、科目の内容及び訓練時間を実技及びそれ以外に区分して記入し、併せて訓練時間

総合計も記入してください。なお、科目名及び科目の内容は、実技の科目名と統一した作

業名を用いるなどにより、実技科目との密接な関連性が明確になるよう記載してください。

また、企業実習先で実技以外に行う科目があれば、実施方法も含めて記入してください。 

〈ご注意ください〉 

「求職者支援訓練に係るカリキュラムの作成に当たっての留意事項」の別添２「企業実習を

設定するに当たっての留意事項」を読んで作成してください。 

訓練実施機関（訓練実施施設）が、疾病や一定の水準に達していないため企業実習には参加

できないと判断した受講者に対して、代替カリキュラムや自習等訓練カリキュラムと異なる

内容を実施した場合でも、企業実習の出席とはみなせませんのでご注意ください。 

 

（１３）ジョブ・カード様式３－３－３（職業能力証明（訓練成果・実務成果）シート）（認定様

式第 13の１号） 

     別に示す「求職者支援制度における職業能力証明（訓練成果・実務成果）シート・自己

評価シート作成マニュアル」に準じて作成してください。 
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〈参考〉カリキュラム作成ナビ～求職者支援訓練カリキュラム・成果シート作成支援ツール～ 

https://www.jeed.go.jp/js/shien/curriculum_navi.html 

★ 同様式の活用等に当たっての留意事項については、【別紙 12】職業能力証明（訓練成果・

実務成果）シート・自己評価シートの活用等に当たっての留意事項について」をご確認く

ださい。 

 

※（１４）は、基礎コースを申請する場合のみ、作成してください。 

（１４）就職活動計画/職業生活設計 自己評価シート（認定様式第 13の２号） 

別に示す「求職者支援制度における職業能力証明（訓練成果・実務成果）シート・自己評

価シート作成マニュアル」に準じて作成してください。 

<参考>カリキュラム作成ナビ～求職者支援訓練カリキュラム・成果シート作成支援ツール～ 

https://www.jeed.go.jp/js/shien/curriculum_navi.html 

★ 同様式の活用等に当たっての留意事項については、【別紙 12】職業能力証明（訓練成

果・実務成果）シート・自己評価シートの活用等に当たっての留意事項について」をご

確認ください。 

 

（１５）コース案内（案）の作成 

次の留意事項に基づき作成したコース案内の案（ハローワークにおいて閲覧可能な状態に

するもの）をＡ４サイズ１枚で作成し、提出してください（提出されたコース案内（案）は、

労働局においても確認します。）。 

また、新聞広告・リーフレット等の印刷物による広告についても、コース案内案と同様に、

必ず事前（認定申請と同時でなくとも構いません。）に案を提出し、確認を受けてください。 

なお、インターネット上に広告等を掲載する場合、事前に案を提出する必要はありません

が、コース案内と同様、「不適切な案内」に該当すると判断される場合は、労働局において認

定取り消しとなる可能性がありますので、ご注意ください。 

公的職業訓練の愛称・キャッチフレーズ「ハロートレーニング ～急がば学べ～」及びロ

ゴマークの使用に当たっては、第７の６「求職者支援訓練における公的職業訓練の愛称・キ

ャッチフレーズ及びロゴマークの使用について」をご参照ください。 

「職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定」の認定マークの使用に当たっては、第

７の７「求職者支援訓練における「職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定」の認定

マークの使用について」をご参照ください。 

★ コース案内に記載すべき事項及び不適切な案内の例については、【別紙 13】「コース案内

に記載すべき事項及び不適切な案内の例」をご確認ください。 

※１ 感染症を防止するため講じている対策がある場合は記載してください。 

※２ 【別紙 13】で示している訓練科以外で資格取得に係る法定講習を実施する訓練科にお

いて有料で補講を実施することを希望される場合は、機構支部にご相談ください。 

※３ オンライン訓練を実施する場合は、必要事項を確認の上、記載してください。 
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〈ご注意ください〉 

認定前の訓練科について、周知や募集等を行った場合（ホームページなど、コース案内以

外の媒体を使用した場合も含む）には、当該訓練科について認定されないことや、以後一定

期間、認定されないことがあります。 
 

 

（１６）オリエンテーション時に告知する事項 

訓練初日にオリエンテーションを行い、実施概要に基づき、受講に当たっての注意事項等

を周知することが必要です。周知事項は、別紙 14「受講者に対する受講オリエンテーション

実施概要の作成例」の「６ 説明事項」の項目について具体的内容を書面にまとめ、受講者

に配付するとともに、口頭でご説明をお願いします。 

また、第５の５のとおり、認定された全てのコースの実施期間中に概ね月１回程度、機構

支部職員が実施状況確認を行いますが、その際には訓練中に教室に入室することや受講者へ

のアンケートを行うことがありますので、あらかじめ受講者の理解を促すため、開講時のオ

リエンテーションや実施状況確認日の訓練開始時において受講者にご説明をお願いします。 

   なお、介護職員初任者研修、介護福祉士実務者研修、労働安全衛生法第 76条第１項の規定

に基づく技能講習又は日本語教員養成研修の内容のいずれかを実施する訓練にあっては、資

格取得に必要な条件について受講者にご説明をお願いします。 

   さらに、実践コースの付加奨励金支給要件に係る雇用保険適用就職率の算定に当たっては、

訓練受講者を、訓練実施機関自ら、又は訓練実施機関の関連事業主に雇い入れた場合、必要

に応じて該当者本人に対し、労働局又はハローワークから直接問い合わせされる場合があり

ますので、開講時のオリエンテーションにおいて、受講者にご説明をお願いします。 

（訓練実施機関の皆様から受講者の方への説明内容） 

【機構支部職員が実施する実施状況確認について】 

○ 機構支部は、求職者支援訓練の審査・認定や、訓練の実施状況の定期的な確認等を行っ

ています。 

○ そのため、機構支部の職員が訓練の実施状況を確認するため、訓練中の教室に入室し、

皆さんに訓練の実施状況に関するアンケートをお願いすることがあります。 

○ アンケートの際には普段の訓練の内容等について、日々感じていることなどを記載願い

ます。 

【就職状況の確認について（実践コースのみ必須）】 

○ 求職者支援制度では、訓練終了後、就職が決定した旨をご報告いただいた方に対し、就

職後の状況を確認するために、労働局又はハローワークからお問い合わせさせていただく

場合がありますので、ご協力をお願いいたします。 

★（１６）の書類については、同一年度に開講する訓練科ですでに１度提出した内容であれ

ば、提出を省略することができます。 

詳細については、【別紙５】「認定申請書類の省略について」をご確認ください。 
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★ 【別紙 14】「受講者に対する受講オリエンテーション実施概要の作成例」を参考に実施

概要を作成してください。 

※１ 感染症を防止するため講じている対策がある場合は周知してください。 

※２ オンライン訓練を実施する場合で、オリエンテーション時に事前説明を実施する場合

は、実施概要に盛り込んでください。 

 

※（１７）は、認定様式第１号の記２において「新規」又は「新規扱い」に該当しない実施機

関のみ、作成してください。 

（１７）過去１年間に実施した求職者支援訓練の就職状況（認定様式第 14号） 

この様式は、申請機関から、地域職業訓練実施計画に定められた認定上限値を超える申

請があった場合に、当機構において選定を行うために必要となる書類です。記入する訓練

科は雇用保険適用就職率の適用日が直近のものから順に３科分記入してください。 

① 訓練実施機関名、②訓練科名 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」と同一の内容を記入してください。 

③ 求職者支援訓練認定番号 

求職者支援訓練の認定を受けた際に通知された認定番号を記入してください。 

④ 訓練の種別、⑤訓練分野、⑥訓練科名、⑦訓練期間 

認定を受けた求職者支援訓練の科名等を記入してください。 

⑧ 受講者、⑨中退者（⑩うち就職者）、⑪修了者（⑫うち実践コース又は公共職業訓練を受

講中又は受講決定した者※、⑬⑩及び⑪のうち、65歳以上の者※⑭その他就職率適用就職

者、⑮雇用保険適用就職者） 

求職者支援訓練終了後に機構支部に提出した「求職者支援訓練修了状況報告書（様式 A-

29別添）」、機構支部から送付した「求職者支援訓練に係る就職率確定通知書（様式 A-10）」

を基に人数を把握し、記入してください。 

※ ⑫は、基礎コースの場合のみ入力してください。 

※ 「訓練終了日において 65歳以上の者」は雇用保険適用就職率算定対象から除外します。 

注：就職率については、電子データ（エクセル版）をご活用いただければ自動計算されま

すが、様式 14 号中の※３、※８にその算出方法が記載されていますので検算をお願い

します。 

★ 選定方法及び様式に記載する就職状況等については、「求職者支援訓練の選定方法」及

び【別紙２】「「同程度の訓練期間及び訓練時間の職業訓練の実績」と「選定で使用す

る就職実績」について」をご確認ください。 
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※（１８）は認定様式第１号の記２の「新規」又は「新規扱い」のいずれにも該当しない場合

に、（１９）は認定様式第１号の記２の「新規」又は「新規扱い」に該当する場合に、それ

ぞれ作成してください。 

（１８）選定における加点要素確認表（実績枠）（認定様式第 15の１号） 

この様式は、申請機関から、地域職業訓練実施計画に定められた認定上限値を超える申請

があった場合に、当機構において選定を行うために必要となる書類です。 

① 訓練実施機関名、訓練科名、訓練種別、訓練期間、定員 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」と同一の内容を記入してください。 

② １（１）①地域における訓練科設定の背景・ねらい 

求人ニーズの状況・就職の見込み等、地域における訓練科設定の背景・ねらいを記入し

てください。 

受講者募集をする地域の求人ニーズ等を踏まえた訓練科を設定した場合はその旨を記入

し、内容を記載するに至った根拠が確認できる資料や独自に行ったヒアリング調査の書類

等を添付してください。 

また、労働局又は自治体の要請等により申請する訓練科を設定した場合はその旨を記入

し、要請の事実が記載された書類（要請文書等）を添付してください。 

③ １（２）企業実習の実施 

企業実習を実施する場合は、所要事項を記入してください。 

④ ２（１）就職支援責任者が取得している資格 

就職支援責任者が、１級又は２級キャリアコンサルティング技能士である場合、又は能

開法第 30条の３に規定するキャリアコンサルタントである場合は、チェック欄（□）に✓

を記入し、合格証書等（写）を添付してください。 

⑤ ２（２）民間教育機関における職業訓練サービスの質向上のための取組み 

職業訓練サービスガイドライン研修を受講した方が、訓練実施施設内で職業訓練サービ

スの質向上の取り組みとして、過去 1 年間（※）に「民間教育訓練機関における職業訓練

サービスの質の向上のための自己診断表」を作成して検証等を行っている場合は、チェッ

ク欄（□）に✓を記入し、自己診断表（写）を添付してください。記載方法の詳細につきま

しては、次のＷＥＢページに掲載しておりますのでご参照ください。 

なお、令和６年度のガイドライン研修受講開始は、令和６年４月頃を予定されています

のでご留意ください。 

   ※ 申請受付開始日の１年前の日が属する月の初日から申請受付開始日までのことを言い

ます。 

⑥ ２（３）職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定の取得 

    公的職業訓練に関する職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定を取得している場

合は、チェック欄（□）に✓を記入し、認定証（写）を添付してください。 

<参考>民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドライン（厚労省 HP） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu
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 ⑦ ３（１）託児サービス付き訓練 

    託児サービス付きの訓練科として申請する場合は、受け入れ予定の託児サービス提供機

関が基準に該当しているか確認できる書類及び託児サービス提供機関における受入れ可能

な児童の人数が確認できる書類（任意様式）を添付してください。併せて、認定様式第５

号「訓練カリキュラム」の訓練種別欄「託児サービスコース」にチェックが付し、訓練科

名の末尾に「（託児）」と記載してください。 

    「託児サービス対応訓練」は、加点の対象外です。  

★ ⑤及び⑥の添付書類については、同一年度に開講する訓練科ですでに１度提出した

内容であれば、提出を省略することができます。詳細については、【別紙５】「認定申請書

類の省略について」をご確認ください。 

 

〈ご注意ください〉 

【職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定事業について】 

令和６年度以降は民間教育訓練機関からの職業訓練サービスガイドライン適合事業所

認定制度が休止されましたので、新規取得及び更新できませんので、ご注意ください。 

令和５年度末までに取得した民間教育訓練機関からの職業訓練サービスガイドライン

適合事業所認定に係る認定証の有効期限は交付日から３年間としているところである

が、制度休止に伴う当該取扱についての変更は行われません。例えば、令和６年３月に認

定を取得した場合、特段の事情がない限り令和９年３月末まで認定証は有効となります。 

なお、認定証の有効期間内は職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定マークの

使用も可能とする。 

また、職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定の取得を訓練実施機関選定の際

の加点要素としており、認定証の有効期間内は、加点を継続します。 

【職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定の有効期限について】 

令和元年 10 月以降に開講する訓練科から、ガイドライン適合事業所認定の取得が選定

における加点要素となりましたが、当該認定には有効期限がありますのでご注意くださ

い。 

 

（１９）選定における加点要素確認表（新規参入枠）（認定様式第 15の２号） 

この様式は、申請機関から、地域職業訓練実施計画に定められた認定上限値を超える申請

があった場合に、当機構において選定を行うために必要となる書類です。 

① 訓練実施機関名、訓練科名、訓練種別、訓練期間、定員 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」と同一の内容を記入してください。 

② １（１）①地域における訓練科設定の背景・ねらい 

求人ニーズの状況・就職の見込み等、地域における訓練科設定の背景・ねらいを記入し

てください。 
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受講者募集をする地域の求人ニーズ等を踏まえた訓練科を設定した場合はその旨を記入

し、内容を記載するに至った根拠が確認できる資料や独自に行ったヒアリング調査の書類

等を添付してください。 

また、労働局又は自治体の要請等により申請する訓練科を設定した場合はその旨を記入

し、要請の事実が記載された書類（要請文書等）を添付してください。 

③ １（１）②「新規の訓練分野への進出」 

申請を行おうとする都道府県において、他の訓練分野で実績枠での申請を行うことがで

きる就職実績を有している場合で、就職実績を有していない訓練分野で申請する場合は、

直近の就職実績を有する訓練科について所要事項を記入してください。 

④ １（２）「企業実習の実施」 

企業実習を実施する場合は、所要事項を記入してください。 

⑤ ２（１）就職支援責任者が取得している資格 

就職支援責任者が、１級又は２級キャリアコンサルティング技能士である場合、又は能

開法第 30条の３に規定するキャリアコンサルタントである場合は、チェック欄（□）に✓

を記入し、合格証書等（写）を添付してください。 

⑥ ２（２）民間教育機関における職業訓練サービスの質向上のための取組み 

職業訓練サービスガイドライン研修を受講した方が、訓練実施施設内で職業訓練サービ

スの質向上の取り組みとして、過去１年間（※）に「民間教育訓練機関における職業訓練

サービスの質の向上のための自己診断表」を作成して検証等を行っている場合は、チェッ

ク欄（□）に✓を記入し、自己診断表（写）を添付してください。記載方法の詳細につきま

しては、次のＷＥＢページに掲載しておりますのでご参照ください。 

なお、令和６年度のガイドライン研修受講開始は、令和６年４月頃を予定されています

のでご留意ください。 

   ※ 申請受付開始日の１年前の日が属する月の初日から申請受付開始日までのことを言い

ます。 

⑦ ２（３）職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定の取得 

    公的職業訓練に関する職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定を取得している場

合は、チェック欄（□）に✓を記入し、認定証（写）を添付してください。 

<参考>民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドライン（厚労省 HP） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu

/minkan_guideline/index.html  

★ ⑥及び⑦の添付書類については、同一年度に開講する訓練科ですでに１度提出した

内容であれば、提出を省略することができます。  

詳細については、【別紙５】「認定申請書類の省略について」をご確認ください。 
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〈ご注意ください〉 

【職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定事業について】 

令和６年度以降は民間教育訓練機関からの職業訓練サービスガイドライン適合事業所認

定制度が休止されましたので、新規取得及び更新できませんので、ご注意ください。 

令和５年度末までに取得した民間教育訓練機関からの職業訓練サービスガイドライン適

合事業所認定に係る認定証の有効期限は交付日から３年間としているところであるが、制

度休止に伴う当該取扱についての変更は行われません。例えば、令和６年３月に認定を取

得した場合、特段の事情がない限り令和９年３月末まで認定証は有効となります。 

なお、認定証の有効期間内は職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定マークの使

用も可能とする。 

また、職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定の取得を訓練実施機関選定の際の

加点要素としており、認定証の有効期間内は、加点を継続します。 

【職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定の有効期限について】 

令和元年 10月以降に開講する訓練科から、ガイドライン適合事業所認定の取得が選定に

おける加点要素となりましたが、当該認定には有効期限がありますのでご注意ください。 

  

⑧ ３ 公共職業訓練の実績 

申請を行おうとする都道府県において、過去１年間（※）に終了した委託訓練を受託した

実績を有する場合は所要事項を記入し、訓練を実施・終了したことがわかる書類（委託訓練

契約書（写）等）を添付してください。 

   ※ 申請受付開始日の１年前の日が属する月の初日から申請受付開始日までのことを言い

ます。 

 ※ 訓練内容及び期間は問いませんが、適切に終了した訓練科が対象となります。 

⑨ ４（１）託児サービス付き訓練 

    託児サービス付きの訓練科として申請する場合は、受け入れ予定の託児サービス提供機

関が基準に該当しているか確認できる書類及び託児サービス提供機関における受入れ可能

な児童の人数が確認できる書類（任意様式）を添付してください。併せて、認定様式第５

号「訓練カリキュラム」の訓練種別欄「託児サービスコース」にチェックが付し、訓練科

名の末尾に「（託児）」と記載してください。 

  なお、「託児サービス対応訓練」は、加点の対象外です。 

（２０）求職者支援法に基づく認定職業訓練に係る改善計画書（認定様式第 16の２号） 

「雇用保険適用就職率」が基礎コースで 30％、実践コースで 35％を下回り、求職者支援法

に基づく認定職業訓練に係る改善計画書（認定様式第 16の２号）が必要となった訓練実施機

関のみ、作成してください。 

なお、令和６年４月１日以降に開講する訓練科から、過去に実施した求職者支援訓練（ｅ

ラーニング）の雇用保険適用就職率が 35％を下回った場合、当該訓練科の雇用保険適用就職

率の適用日以降、最初に同一分野の訓練科（ｅラーニング）の申請をしようとする場合に限
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り、最初に申請する都道府県に対して、求職者支援法に基づく認定職業訓練に係る改善計画

書（認定様式第 16の２号）の作成が必要となります。 

詳しくは、第６の１の（７）「実施した求職者支援訓練の就職率」の①をご確認ください。 

① １．訓練実施機関名、２．申請する訓練科名、訓練期間 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」と同一の内容を記入してください。 

② ３．（１）認定番号（訓練コース番号）、（２）訓練の種別、（３）訓練分野、（４）訓練科

名、（５）訓練期間、（６）訓練実施施設名、（７）訓練実施施設所在地 

「雇用保険適用就職率」が基礎コース 30％、実践コース 35％を下回った訓練科について

記入してください。 

※ 第６の１の（７）「実施した求職者支援訓練の就職率」の②における雇用保険適用就職

率の適用日から起算して１年を経過する日までの間、同一の分野の訓練科が認定できな

くなった場合、次回認定申請を行う際に改善計画の提出が必要となります。 

 

※（２１）は、提出書類の省略を希望する訓練実施機関のみ、作成してください。 

詳しくは、【別紙５】「認定申請書類の省略について」をご確認ください。 

（２１）求職者支援訓練の認定申請に係る提出済み書類一覧（認定様式第 17号） 

① 訓練実施機関名、訓練実施機関番号、訓練科名 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」と同一の内容を記入してください。 

② 省略できる書類 

次の書類については、同一年度に開講する訓練科で、すでに１度提出した内容であれば、

提出を省略することができます。 

    該当する項目のチェック欄（□）に✔をし、必要事項を記入してください。 

イ 訓練実施場所及び事務室が使用可能であることが確認できる書類 

ロ 訓練実施施設（教室・実習室）及び事務室の平面図 

ハ 加入予定の保険に関するリーフレット等 

ニ 事業実績を確認できる書類 

ホ 代表者氏名・役員一覧 

ヘ 雇用保険適用事業所設置届又は事業主事業所各種変更届の事業主控（写） 

ト 訓練実施機関属性の分かる資料（他の添付書類で判別できない場合に限る） 

チ 責任者及び苦情を処理する者を直接雇用していることが分かる書類 

リ 講師の類型に該当することを証明する書類（職務経歴書等、講師の経歴等確認書（認

定様式第７の３号）及び資格・免許証）（写） 

ヌ キャリアコンサルティング担当者の要件が確認できる書類 

ル 就職支援責任者を直接雇用していることが分かる書類 

ヲ オリエンテーション時に告知する事項の内容 

ワ ISO29993及び ISO21001 の審査登録証（写） 
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カ 職業訓練サービスガイドライン研修修了証書等（写） 

ヨ 職業訓練サービスガイドライン研修受講者（講師又は事務担当者の場合）を直接雇

用していることが分かる書類 

タ 職業訓練サービスガイドラインに基づく自己診断表（写） 

レ 職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定の認定証（写） 

（２２）職業能力開発講習委託先の概要等（認定様式第 18号） 

本様式については、基礎コースを申請し、職業能力開発講習を外部委託する場合のみ作成

してください。 

① 訓練実施機関名・訓練科名 

認定様式第１号「職業訓練認定申請書」の当該欄と同一の内容を記入してください。 

② 委託先機関 

職業能力開発講習委託先機関名、所在地、代表者役職・氏名を記入してください。 

③ 委託先施設 

職業能力開発講習委託先施設名、所在地など所要事項を記入してください。 

④ 委託する訓練内容 

職業能力開発講習のカリキュラムのうち委託する教科（訓練科目）、委託する訓練日、

訓練時間、などの所要事項を記入してください。 

なお、職業能力開発講習のカリキュラムにおいて、講師を担当する者は裏面の「求職者支

援訓練の講師として認められる類型」に該当することが必要です。 

※ 委託する場合は、講師一覧等の提出は不要です。 

⑤ 訓練実施運営体制 

以下の業務を実施する者を職業能力開発講習委託先に配置してください。 

イ 管理責任者 

委託先で実施する職業能力開発講習の適正な実施を管理する業務 

ロ 訓練評価者 

委託先で実施する職業能力開発講習の習得度を評価する業務 

・ この評価を踏まえ、実施機関は職業能力証明（訓練成果・実務成果）シートに評価

を記入することとなります。 

・ 委託先で受講者が自己評価シートを用いた自己チェックを行った場合は、その結果

をキャリアコンサルティングや就職支援に活用してください。 

・ 訓練評価者は能開法第30条の３に規定するキャリアコンサルタント又はキャリアコ

ンサルティング技能士（１級又は２級）又は能開法第28条第１項に規定する職業訓練

指導員免許を保有する者である必要はありません。 

ハ 事務担当者 

訓練受講者や訓練実施機関、機構支部からの問合せ等に対応する窓口業務 

※ 上記のイ～ハ及び講師については、兼務することも可能です。 

例えば、イ（管理責任者）、ロ（訓練評価者）、ハ（事務担当者）及び講師が同一の者
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でも構いません。 

〈ご注意ください〉 

職業能力開発講習のカリキュラム作成にあたっては、「求職者支援訓練に係るカリキュ

ラムの作成に当たっての留意事項」の別添１「職業能力開発講習に係るカリキュラムの作

成に当たっての留意事項」を読んで作成してください。 

 

第７ その他の留意事項 

１．実施機関等を対象としたセミナー等に関する注意喚起 

過去に、求職者支援訓練の申請機関及び実施機関等に対してセミナーの案内を行い、セミ

ナー後に高額なソフトウェアを売り付けようとする企業があるとの情報が寄せられたことが

ありますので、ご注意ください。 

２．受講者等に対する商品等の斡旋行為の禁止 

本人の承諾の有無にかかわらず、受講希望者、受講者、退校者又は修了者に実施機関が関

係する他の訓練（公的職業訓練に限りません。）や商品等について情報提供、勧誘、斡旋等

のいずれかを行った場合は、労働局による認定取消等の可能性があります。 

認定取消等となった場合、当該取消の日から起算して５年間又は永久に、当該都道府県又

は全国において求職者支援訓練の認定を受けることができませんので、ご注意ください。 

３．受講者に対する雇用、職業紹介又は派遣登録に係る情報提供 

算定対象訓練の時間内（職業人講話等を含む）において、受講者に対して、訓練実施機関、

関連会社その他特定企業に係る個別具体的な雇用、職業紹介又は派遣登録に関する情報提供

を行うことはできません。 

また、算定対象訓練時間外においても、受講者等の意思に反してこのような情報提供を行

うことのないようご注意ください。 

★ 算定対象訓練の内容については、【別紙３】「訓練期間及び訓練時間等の設定方法に

ついて」の２（１）⑤をご確認ください。 

 

４．障害のある受講者への合理的配慮について 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成二十五年法律第六十五号）第五条

及び第八条に基づき、同法第二条第一号の障害者から、現に同法第二条第二号の社会的障壁

の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重

（以下「過重な負担」という。）でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならない

よう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去（自ら設置する

施設の構造の改善及び設備の整備、関係職員に対する研修等）の実施について必要かつ合理

的な配慮を行ってください。 

なお、訓練実施機関にとって、社会障壁の除去が過重な負担となる場合は、合理的配慮の

提供義務に反しませんが、他の方法で社会的障壁の除去ができないか当該障害者とともに解

決策の検討に努めてください。   
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過重な負担の判断 

●「過重な負担」の有無については、個別の事案ごとに、以下の要素等を考慮し、 具体

的場面や状況に応じて総合的・客観的に判断することが必要です。 

① 事務・事業への影響の程度（事務・事業の目的・内容・機能を損なうか否か） 

② 実現可能性の程度（物理的・技術的制約、人的・体制上の制約） 

③ 費用・負担の程度 

④ 事務・事業規模 

⑤ 財政・財務状況 

【内閣府発行：リーフレット「令和６年４月１日から合理的配慮の提供が義務化されま

す！」から抜粋】 

 

５．成績考査（中間考査・修了考査）について 

   成績考査として、訓練を受講している期間１か月ごとに少なくとも１回は「中間考査」を

行うとともに訓練終了前において「修了考査」を行うこととなっています。評価の結果が「到

達水準に達しなかった」の受講者に対しては、補講等により今後取り組むべき方策等につい

て指導・助言するとともに再考査を行い、「到達水準に達した」以上の評価が収められるよ

う努めてください。 

   成績考査については、次のＷＥＢページに掲載しておりますのでご参照ください。 

<参考>カリキュラム作成ナビ～求職者支援訓練カリキュラム・成果シート作成支援ツール～ 

https://www.jeed.go.jp/js/shien/curriculum_navi.html 

 

６．合同実施について 

求職者支援訓練において、「学科」及び「実技」、「開講式」、「オリエンテーション」、「職場

見学」、「職場体験」、「職業人講話」、「閉講式」については、訓練実施施設が同一である複数

の訓練コースにおいて内容が共通する場合、合同実施が認められます。 

なお、オンライン訓練における実施も可能です。 

（１）合同実施の実施要件 

申請段階において、以下の条件を満たした場合は、合同実施が認められます。 

① 合同実施する複数コースは、いずれも求職者支援訓練の訓練コースであり、訓練実 

施施設は同一である必要があること。 

② 合同実施する訓練科の定員（又は受講者数）の合計が 30人以下であること。 

（２）合同実施を実施する場合の手続き 

・合同実施を行う可能性がある場合は、機構支部に対し、その旨を連絡してください。また、

訓練コース案内の項目「⑩訓練内容」に、「(訓練実施機関名）が実施する他の訓練コース

（合同で実施する他の 訓練コースが特定されている場合は、「訓練コース番号、訓練の種

別（基礎コース/実践コース）、訓練科名、合同で実施する科目名」について記載すること）

と合同で実施します（又は、合同で実施する場合があります）」と記載してください。 
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・具体的に合同実施する訓練科（合同で実施する科目と日時を含む）と受講者数が確定した

段階で、合同実施を行う日の原則５開庁日前までに「合同実施申出書」を機構支部へ提出

してください。 

７．登録日本語教員の内容を含む訓練を実施する場合の留意事項等について 

求職者支援訓練において、日本語教育機関の認定等に関する法律（令和５年法律第 41 号）

に基づく登録本語教員の内容を含む訓練を実施する場合には、文化庁へ当該訓練内容等の届

出を行い、当該届出が受理されたことがわかる書類（写）を添付してください。なお、登録

日本語教員の資格取得に係る経過措置（必須５０項目に対応した過程修了者）を含む訓練を

実施する場合は、文化庁へ当該訓練内容等の届出を行い、当該届出が受理されたことがわか

る書類（写）を添付してください。 

その他、登録日本語教員の内容を含む訓練を実施する場合は、以下についてご留意くださ

い。 

※文化庁への届出を行わずに登録日本語教員の内容を含む訓練科の申請を行うことは可能で

すが、その場合は認定様式第５号「訓練カリキュラム」の「就職を想定する職業・職種」欄

及びコース案内に、当該訓練を修了しただけでは法務省告示の日本語教育機関では原則と

して勤務できない旨、周知する必要があります。 

（１）「教壇実習」について 

「教壇実習」（※）については、企業実習として設定することを原則としますが、訓練

実施機関内の教室で受講者全員に対して実施する必要がある場合は、実技の科目として設

定できます。 

この場合、当該教壇実習の生徒役となる受講者以外の第３者が教室に入ることとなりま

すので、トラブルが生じないよう、受講者及び当該第３者両方に予め教壇実習の趣旨につ

いて十分説明し、了承を得た上で実施してください。 

※ 文化審議会国語分科会が平成 31年３月４日に取りまとめた「日本語教育人材の養成・

研修の在り方について（報告）改定版」において、「現実の日本語学習者に対して、そ

の学習・教育の効果を狙って、実際に指導を行う活動を指す。」とされていること。 

（２）日本語教員（登録日本語教員の資格取得に係る経過措置）の要件について 

日本語教育機関の法務省告示において、日本語教員の要件の一つとして、学士、修士又

は博士の学位を有していることが定められています。 

このため、当該訓練の受講者が学士、修士又は博士の学位を有していない場合は、当該

訓練を修了しただけでは日本語教員の要件を満たしたことにはならず、公益財団法人日本

国際教育支援協会が実施する日本語教育能力検定試験に合格する必要があることをあらか

じめ受講希望者にご説明をお願いします。 

８．求職者支援訓練における公的職業訓練の愛称・キャッチフレーズ及びロゴマークの使用に

ついて 

厚生労働省において、より多くの方々に、キャリアアップや安定雇用のための選択肢の一

つとして、「公的職業訓練（公共職業訓練及び求職者支援訓練）」について興味・関心をも

73



 

ってもらうため、公的職業訓練の愛称・キャッチフレーズ及びロゴマークの公募を行い、公

的職業訓練の愛称・キャッチフレーズが「ハロートレーニング ～急がば学べ～」、当該愛

称・キャッチフレーズのロゴマークが以下とおり決定されています。 

  詳細については、下記の厚生労働省ホームページＵＲＬからご確認ください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu/hel

lotraining/logo/rules.html 

 【ロゴマーク例】 

 

 求職者支援訓練における当該愛称・キャッチフレーズ及びロゴマークの使用にあたっては、

求職者支援訓練として認定された訓練について、広報活動等対外的に求職者支援訓練の新し

く、かつ、親しみやすいイメージをアピールするために用いることを前提としておりますの

で、求職者支援訓練として認定された訓練については、積極的に使用していただきますよう

お願いします。 

なお、都道府県ごとに、当該愛称・キャッチフレーズ及びロゴマークの使用方法を定めて

いる場合がありますので、詳細は労働局にご確認ください。 

また、新聞広告・リーフレット等の印刷物による広告の作成・使用に当たっては、事前に

機構支部及び労働局による審査が必要となりますのでご留意ください。 
 

（愛称・キャッチフレーズ・ロゴマークの使用例） 

 ・ 認定された求職者支援訓練に関する各種広報媒体の「求職者支援訓練」を「ハロートレー

ニング（求職者支援訓練）」という文言に置き換え、合わせてロゴマークを掲載する。 

・ 求職者支援訓練を説明する際や問い合わせがあった際に、「ハロートレーニング」と積

極的に言い換える。 

・ 訓練実施施設の窓口等に、「ハロートレーニング～急がば学べ～」と書いた貼り紙を掲

示する。 

・ 愛称・キャッチフレーズだけをアピールしても理解されにくい場合も想定されるため、

愛称や愛称の略称（ハロトレ）、キャッチフレーズを使用した短文を作成し、使用する。

（短文例：急がば学べ！再就職ならハロートレーニング（求職者支援訓練）でスタート！）。 

９．求職者支援訓練における「職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定」の認定マー

クの使用について 

 厚生労働省において、「職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定」の認定マーク

が以下のとおり決定されました。 

 詳細については、下記の厚生労働省ホームページＵＲＬからご確認ください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/00002075_000010_0000011.html 
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当該認定マークは、ガイドライン適合事業所認定を受けた事業所（平成 28・29年度のト

ライアルテストにおいて認定を受けた事業所は、認定マークの適用対象ではありませんの

でご注意ください。）が、職業訓練サービスの質の向上に取り組んでいることをよりアピー

ルできることを目的として決定されたものですので、求職者支援訓練として認定された訓

練の訓練実施施設が当該適合事業所認定を受けた事業所である場合は、コース案内等にも

積極的に使用していただきますようお願いします。 

なお、認定マークの使用に当たっては、ガイドライン適合事業所認定の審査認定機関へ申

請が必要となりますので、詳細は審査認定機関にご確認ください。 

  また、新聞広告・リーフレット等の印刷物による広告の作成・使用に当たっては、事前に

機構支部及び労働局による審査が必要となりますのでご留意ください。 

（使用例） 

・適合事業所の事業場（訓練施設等の看板・壁）へ掲示する。

・適合事業所及びその提供する職業訓練に関する広告（チラシ、ポスター、各種メディア

等）へ使用する。

・適合事業所が職業訓練サービスの取引に用いる書類又は通信（リーフレット、名刺、封

筒、電子メールの署名等）へ使用する。

・適合事業所がインターネットを利用した方法により公衆の閲覧に供する情報（ホームペ

ージ、ウェブページ等）へ掲載する。

・適合事業所が労働者を募集するために供する広告又は文書へ使用する。

10．求職者支援制度のバナー及び厚労省ホームページへのリンクについて 

厚生労働省のホームページは、求職者支援制度等、求職者の方に有益な情報等が掲載さ

れているため、訓練実施機関のホームページ内において、バナーの掲載及び厚生労働省ホ

ームページへのリンク設定等、有効にご活用ください。 

【厚労省ホームページ URL】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyushoku

sha_shien/index.html 

【バナー】 
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認定申請書の電子ファイルの提出方法について 

 

  申請時に認定申請書の電子ファイル（以下、「電子ファイル」という）をメールで提出

することが可能になっています。 

また、機構支部へ来所又は郵送により提出した場合でも、ハローワークシステムへコ

ース情報を正確かつ効率的に登録するため、電子ファイルの提出のご協力をお願いして

います。（こちらの提出は任意です。） 

 

１ 提出概要 

 電子ファイルは、次の流れにより、機構支部に提出いただくことになります。 

なお、提出する電子ファイルは機構ホームページからダウンロードしたものを活用し、

シートを削除せず機構支部にご提出ください。 

 

手順１ 電子ファイルの内容の確認 

 電子ファイルの提出の前に次の項目に環境依存文字が含まれていないか確認くださ

い。 

 

表 コース情報の登録に係る項目 

項目 
文字数制限 

（入力可能な文字数） 
認定様式 

 １ 商号又は名称（＊１） 50文字 第１号 

 ２ 訓練の種別 － 第１号 

 ３ 訓練分野 － 第１号 

 ４ 訓練科名（＊１） 40文字 第１号 

 ５ 募集期間（予定） － 第５号 

 ６ 選考日（予定） － 第５号 

 ７ 選考結果通知日 － 第５号 

 ８ 訓練期間 － 第１号 

 ９ 訓練月数 － 第１号 

１０ 訓練時間 － 第５号 

１１ 受講者定員 － 第１号 

１２ 訓練対象者の条件（＊１） 120文字 第５号 

１３ 訓練推奨者 － 第５号 

１４ 訓練目標（仕上がり像）（＊１） 200文字 第５号 

１５ 訓練修了後に取得できる資格（＊１） 100文字 第５号 

１６ 就職を想定する職業・職種（基礎コースの基礎分野 100文字 第５号 
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は空欄）（＊１） 

１７ 訓練概要（＊１） 250文字 第５号 

１８ 訓練手法（企業実習（実践コースのみ）） － 第５号 

１９ 受講者の負担する費用 － 第５号 

２０ 訓練実施施設名（＊１） 50文字 第１号 

２１ 訓練実施施設所在地（＊１、２） 23文字 第１号 

２２ 新規区分（新規又は新規扱い） － 第１号 

２３ 責任者（＊１、３） 16文字 第４号 

２４ 責任者の電話番号（＊３、４） 15文字 第４号 

２５ 責任者のＥメールアドレス（＊３、４） 50文字 第４号 

 ＊１ 全角文字で入力して下さい。 

 ＊２ 都道府県名から入力して下さい。 

 ＊３ 機構ホームページには公開されませんが、管理上必要となります。 

 ＊４ 半角文字で入力して下さい。 

 

 日本語変換ソフトによっては、文字変換時に"環境依存文字"と表示するものもあり

ますので、"環境依存文字"と表示される文字は使用しないようにしてください。 

 なお、環境依存文字の例としては、次のものがあります。 

 

【主な環境依存文字】 

 髙、﨑、Ⅲ（ローマ数字）、③、®、™、㈱ 

 これらの文字につきましては、別の文字に置き換えて対応してください。 

 

手順２ 電子ファイルのパスワード設定 

 電子ファイルを保護する観点から、電子ファイルを zip 形式等に圧縮し、機構支部

が指定するパスワードを必ず設定してください。 

 なお、Excelによるパスワード設定は行わないでください。 

 

手順３ パスワード設定した電子ファイルを添付して所定のアドレスにメール送信 

 機構支部が指定するメールアドレスを宛先に設定し、手順２で用意した電子ファイ

ルを送信してください。この際、電子ファイルに設定したパスワードは、電子ファイ

ルを添付したメールに記載（件名、本文、ファイル名等）しないでください。 

 機構支部にパスワードを通知する必要がある場合は、上記メールとは別に作成した

メールにより通知してください。 

※メールの添付ファイルが 10MBを超えるメールの受信はできないため、添付ファイル

容量が 10MB を超える場合はメールを分割して提出して下さい。 
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手順４ 機構支部から訓練実施機関あてに申請書受理の連絡 

 電子ファイルを提出後、２開庁日以内に機構支部から申請書受理の連絡があります。

２開庁日を過ぎても連絡がない場合は、電子ファイルを提出した機構支部まで連絡く

ださい。 
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→ 認定様式第４号「訓練実施機関・施設の概要」の「職業訓練の実績」欄に職業訓練の実績として記載。

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

Ａ の期間に、実施場所（都道府県）を問わず、今回申請する求職者支援訓練と同程度の訓練期間及び訓練時間の職業訓練（以下「同程度の訓練」といいます。）を適

切に行った実績があることが必要です。なお、この実績がない場合は申請を行うことができませんのでご留意ください。

※令和６年７月１日以降に開講する訓練コースについては、自社（訓練実施機関）社員以外の外部の者への職業訓練の実績しか認められません（自社（訓練実施機関）

が、自社の社員向けに実施した研修等は、ＯＦＦ－ＪＴであっても職業訓練の実績とすることはできません。）ただし、経過措置として、令和６年７月１日より前に開講する訓練

Ａ の期間に終了している場合には、当該コースが認定された都道府県と同一の都道府県で申請する場合

に限り、職業訓練の実績として認められること。

Ａ の期間に終了する訓練科が該当します （訓練開始日が【㋐】より前であっても構いませんが、実績として使用できる

のは、申請する求職者支援訓練の訓練開始日から３年以内の内容と時間数になります。）。

【注意】求職者支援訓練の認定を受けた後に、同程度の訓練の実績として申請した訓練が適切に行われていなかったこと（訓練開始日の前日までに終了せず途

中で中止したことなど）が判明した場合には、求職者支援訓練の認定取消しとなる場合があります。

同程度の訓練は、訓練期間及び総訓練時間（企業実習を除く）が今回申請する求職者支援訓練の７割以上であり、訓練内容が職業能力の開発及び向上に効果的な内容で

あるとともに、同一の受講者に対して実施されていること（認定基準４、（３）、②、イ「対象とならない教科①」に該当するような教科が主な内容ではないこと。）が必要です。

なお、基礎コースを申請する場合、同程度の訓練は申請する職業訓練のうち「職業スキル」の訓練期間及び総訓練時間に対して７割以上であれば認められます。

また、短期・短時間特例訓練を過去に認定された訓練計画どおり、実施し、終了した実績がある場合、基礎２カ月コース及び実践２カ月コースの申請について、当該実績

における訓練期間又は総訓練時間が申請する職業訓練の７割未満であっても認められること。

また、介護職員養成研修又は技能講習の内容を含む職業訓練を過去に実施した実績がある場合、当該実績における訓練期間又は総訓練時間が申請する職業訓練の７

割未満の場合であっても、特例が適用される場合がありますので、機構支部までご相談ください。

同程度の訓練としてオンライン訓練も認められます（通所とオンライン形式で区別せず、全体の訓練期間及び総訓練時間で判断します。（なお、同時双方向型の実施に限

ります。））

同一の受講者に対して、複数の職業訓練を一連のものとして一体的に提供したと認められる場合には、当該複数の職業訓練を合算した訓練期間及び訓練時間を職

業訓練の実績として認めることとします。

（例）

＝ 10週（２ヶ月半相当）

＝ １９０時間

a オペレーター業務研修 b 会計業務研修 c 受付業務研修 a ～ c ＝ 医療事務研修

の訓練期間を合算し、一つの職業訓練の実績として認められる（訓練期間：２ヶ月半、訓練時間：１９０時間）。

【注意】

① 個別の訓練内容が、申請する職業訓練と同一分野に関する内容であると認められる場合に、合算できること。

② 一連のものとして一体的に提供されたとして認められる場合とは、各訓練の間隔が概ね１週間程度近接している場合をいうこと。（ab間、bc間が概ね１週間程度であること。）

（１）～（５）を満たす職業訓練であれば求職者支援訓練のほか、委託訓練、訓練機関が実施した公的職業訓練以外の職業訓練等であっても同程度の訓練に該当します

（ご不明な場合は、機構支部にご確認ください。）。

【注意】同一分野の求職者支援訓練であっても、（１）～（５）を満たさない場合は同程度の訓練とは認められません。

→ 認定様式第14号に過去１年間に実施した求職者支援訓練の就職状況として記載。

　選定で使用する就職実績の有無により、選定を行う枠が「実績枠」、「新規参入枠」に分かれます（それぞれ選定方法が異なります。）。

次の場合には、その訓練の就職実績等に基づき、実績枠で選定を行います。

申請する求職者支援訓練と同一分野（※）の求職者支援訓練を、今回申請する求職者支援訓練を行おうとする都道府県内（総訓練時間に対する通所割合が２０％以下の

ｅラーニングコースを申請しようとする場合にあっては、全国）で実施したことがあり、その就職率について機構支部から「求職者支援訓練に係る就職率確定通知書（様式

B の期間（申請受付開始日【㋓】から１年前の日が属する月の初日【㋒】までの間）に属する訓練科がある

場合。（※）同一分野の求職者支援訓練であれば、上記【STEP１】の「同程度の訓練」である必要はありません。

（１）に該当しない場合には、申請する求職者支援訓練の内容等に基づき新規参入枠で選定を行います。

なお、新規参入枠（新規又は新規扱い）であっても、上記【ＳＴＥＰ１】の「同程度の訓練期間及び訓練時間の職業訓練の実績」が必要となります。

【注意】「求職者支援訓練の選定方法」についても併せてご確認ください。

申請受付開始日から１年
前の日が属する月の初
日

申請受付開始日

2月 3月 4月 5月 6月11月 12月

（２）

「同程度の訓練期間及び訓練時間の職業訓練の実績」と「選定で使用する就職実績」について

【日程例】　〈申請受付期間〉令和４年３月１５日～３１日　　〈訓練開始日〉令和４年７月１日

　【STEP１】同程度の訓練期間及び訓練時間の職業訓練の実績（認定基準４、（１）、①「職業訓練の実績」）

7
月

1月 2月 3月

Ｂ
（令和３年１月１日～令和４年１月15日）

㋓ 令和４年１月15日

7月 8月 9月 10月11月12月1月

（１）

4月 5月 6月 7月 8月

㋒ 令和３年１月１日

3週

9月 10月

令和４年

（６）

令和２年 令和３年

c-③ c-④

20H 20H 20H 20H 20H 20H 20H

　【STEP２】選定で使用する就職実績

20H 30H

a-①～c-④

4週

a-① a-② b-① ｂ-② b-③ c-① c-②

1週 2週 3週1週 2週 3週 4週 1週 2週 4週 1週 2週3週 4週 1週 2週 3週 4週

2ヶ月 3ヶ月 4ヶ月 5ヶ月

○認定基準４、（１）、①「職業訓練の実績」

㋐ 令和元年７月１日
㋑から遡って３年前

（４）

（５）

1ヶ月

A-10）」により通知されており、雇用保険適用就職率の適用日が、

同程度の訓練は、認定申請日までに開始しており、

コースで、当該コースが認定される際に機構支部が認めた実績が　　

別紙２

平成30年
令和元年

6
月

5
月

4
月

（２）

（３）

令和２年

A
（令和元年７月１日～令和４年６月３０日）

令和４年

3
月

2
月

1
月

令和３年度

㋑ 令和４年７月１日
訓練開始日

（１）

職業訓練の認定を受けようとする職業訓練（以下「申請職業訓練」という。）について、当該申請職業訓練を開始しようとする日から遡って３年間

において、当該申請職業訓練と同程度の訓練期間及び訓練時間の職業訓練を適切に行ったことがあること。
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訓練期間及び訓練時間の設定方法について 

１．訓練期間の設定方法 

（１）訓練期間の原則 

認定基準上、訓練期間は「基礎コースにおいては２か月以上４か月以下、実践コースにおいて

は２か月以上６か月以下の適切な期間であること」が必要です。 

訓練期間の１か月は、訓練開始日を起算日として、訓練開始応当日の前日までの間を１か月（以

下「単位期間」といいます。）とします。その月に訓練開始応当日が暦上ない場合は、その月の

末日の前日までの間を１か月とします。特に、訓練期間が２か月の訓練科（以下「２か月訓練」

と総称する。）においては、下記（２）の場合を除いて、訓練開始応当日の前日までを単位期間

として設定する必要がありますのでご注意ください。 

この方法により訓練期間を設定することになりますが、認定基準上に示された訓練期間の上限

を１日でも越える、又は下限を１日でも下回る訓練期間の設定はできません。また、基礎コー

スで実施する職業能力開発講習を最初の１か月目に限って実施する場合は、１か月の期間で設定

することとなりますが、単位期間を１日でも越える、または１日でも下回ることはできません。

職業能力開発講習を最初の１か月目に限らず実施する場合には、訓練期間中のいずれかの時期に

終日合計２０日設定することとなります（詳細な取扱いは、申請の留意事項第６．２．（６）二

を確認してください。）。 

なお、最後の単位期間の暦日数が２８日未満になる場合、訓練期間の訓練月数は、「１か月」

と算定できません（下記（２）を適用した２か月訓練は除く）。例えば、３か月と１０日の訓練

期間の場合であれば、訓練月数は「３か月」となります。 

（設定例１）訓練期間；３月１日から５月３１日（３か月） 

単位期間 訓練開始（応当）日 
訓練開始応当日の前日 

（訓練終了日） 

１か月目 ３月１日 ３月３１日 

２か月目 ４月１日 ４月３０日 

３か月目 ５月１日 ５月３１日 

（設定例２）訓練期間；５月３１日から８月３０日（３か月） 

単位期間 訓練開始（応当）日 
訓練開始応当日の前日 

（訓練終了日） 

１か月目 ５月３１日 ６月２９日 

２か月目 ６月３０日（※） ７月３０日 

３か月目 ７月３１日 ８月３０日 

※訓練開始応当日は６月３１日ですが、暦上存在しないため、１か月目の末日は、６月３０日の前

日とします。

（２）訓練期間の例外 

① 訓練終了日が土日祝日にあたる場合

訓練終了日が土日祝日にあたる場合で、その日に訓練を行わない場合は、訓練終了日の直前

の訓練日を訓練終了日としてください。 
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例として、上記（１）の設定例２で８月３０日が土曜日であり、かつその日に訓練を行わな

い場合は、直前の訓練日である８月２９日の金曜日が訓練終了日となります。 

※訓練終了日を土日祝日に設定する場合は、「訓練期間の例外」を適用できません（例として、

上記（１）の設定例２で８月３０日が日曜日であり、その日に訓練を行わず、かつ８月２９

日の土曜日を訓練終了日とする場合は、「訓練期間の例外」を適用できません。）。 

② 訓練終了日が年末年始等の期間の直後となる場合 

訓練終了日が「１２月２９日から１月３日」又は「４月２９日から５月５日」（以下「年末

年始等の期間」といいます。）の直後となり、長期間訓練を行わずに直ちに訓練終了日となる

ような場合は、訓練終了日の直前の訓練日を訓練終了日としてください。 

 

 （設定例）訓練期間；１１月３日から１２月２８日（２か月）【基礎コース、実践コース】 

単位期間 訓練開始（応当）日 
訓練開始応当日の前日 

（訓練終了日） 

１か月目 １１月３日 １２月２日 

２か月目 １２月３日 １２月２８日（※） 

※訓練終了日となる１月２日が年末年始等の期間になるため、１２月２９日から翌年の１月２日に

訓練を行わない場合は、１月２日以前で訓練を行う直前の日（ここでは、１２月２８日とします。）

を訓練終了日として設定してください。 

（注意点） 

・訓練期間の例外規定により、２か月訓練の最後の単位期間の暦日数が２８日未満となった場合、訓

練月数は例外として２か月と記入してください。 

・訓練期間の例外規定による２か月訓練の最後の単位期間において設定すべき訓練時間は、通常の単

位期間と同様、１月につき１００時間以上（実践コースは８０時間以上、短時間訓練は８０時間以

上１００時間未満）となります。 

 

２．訓練時間の設定方法 

（１）訓練時間の原則 

同一訓練科では同一の開始・終了時刻を原則とします。 

ホームルーム、片付け、補講等の時間を除いた１日の訓練の開始時刻と終了時刻を記入してく

ださい。 

認定基準上、基礎コースの訓練時間は「１か月につき１００時間以上であり、かつ、１日につ

き原則として５時間以上６時間以下であること。（短時間訓練は、１か月につき８０時間以上１

００時間未満であり、かつ、１日につき原則として３時間以上６時間以下であること。以下、「１

００時間」を「８０時間」に読み替えてください。）」と定められています。 

実践コースの訓練時間は「１か月につき８０時間以上であり、かつ、１日につき原則として３

時間以上６時間以下であること。 

訓練時間の設定に当たっては、以下の点に御留意ください。 

① 訓練、キャリアコンサルティング、質疑応答の実施時間及び時間外のパソコン利用時間は、

原則として９時から２２時までの時間内に設定してください。（質疑応答の時間と時間外のパ

ソコン利用時間は重複しても構いません。） 

② 訓練時間数の算定において、５０分以上６０分未満（休憩時間を除く）を１単位とする場合

は１時間と算定して差し支えありません。ただし、労働安全衛生法等に定める技能講習を訓練
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に設定する場合など、別に法令等の定めがある場合にはその定めに従って６０分を１時間とし

てください。 

③ 昼食の時間は４５分以上（正午をまたがない訓練コース、19時以降に終了する訓練コースを

除く）、休み時間は１０分以上確保してください（通常、訓練は午前中から午後にまたがるこ

とを想定し、昼食の時間として４５分以上確保することとしています。訓練の開始時間や終了

時間によっては、昼食の時間を設定する必要がない場合もあるため、訓練実施機関は訓練コー

スの設定の際、受講者トラブル等にならないよう、適宜、昼食の時間を設定してください。）。 

④ 成績考査及び修了考査は訓練時間の一部として設定して差し支えありません。 

⑤ 「基礎コースにおいては１か月につき１００時間以上、実践コースにおいては１か月につき

８０時間以上」に算定できる訓練内容（以下「算定対象訓練」といいます。）については、以

下のとおりです。 

また、オリエンテーション、就職支援（集団形式で行うものを除く。）及びキャリアコンサ

ルティングは、算定対象訓練には該当しないものの、認定基準上、実施することが必要です。 

算定対象訓練 算定対象訓練以外 

① 職業能力開発講習（基礎コースのみ） 

② 職業スキル（学科・実技） 

③ 職場見学、職場体験、職業人講話 

④ 企業実習（基礎コースの基礎分野のみ設定

不可） 

⑤ 職業スキルの訓練期間内で実施する、集団

形式で行う就職支援（職務経歴書・履歴書の

作成指導、面接指導等）（18 時間を上限） 

① 開講式、修了式、オリエンテーション 

② 就職支援 

認定基準に定められている就職支援に関

する次の措置 

イ 職業相談 

ロ 求人情報の提供 

ハ 履歴書（職務経歴書）の作成に係る指導 

二 ハローワークが行う就職説明会の周知 

ホ ハローワークへの訪問指示 

へ 求人者に面接するに当たっての指導 

ト ジョブ・カードの作成支援 

チ その他申請職業訓練を受講する特定求

職者等の就職の支援のための必要な措置 

③ キャリアコンサルティング 

※ ハローワークへの来所日、ハローワーク

が行う就職説明会への参加日については、

訓練期間には含まれますが、訓練日（訓練

時間）には含まれません。 

⑥ 最後の単位期間の暦日数が２８日未満である場合、「最後の単位期間の暦日数÷３１日※１×

１００時間（小数以下切り上げ）」以上の訓練時間を設定する必要があります（上記１．（２）

による例外規定を適用した２か月訓練は、通常の単位期間と同様、１か月につき１００時間以

上（実践コースは８０時間以上、短時間訓練は８０時間以上１００時間未満）となります。）。 

なお、単位期間の暦日数が２８日未満の場合は、認定職業訓練実施奨励金や職業訓練受講給

付金は日割りでの支給となります。 

※１ 当該単位期間の暦日数に関わらず、３１日となります。 
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（２）訓練時間の例外 

年末年始等の期間（１２月２９日から１月３日又は４月２９日から５月５日）の全ての日を含

む単位期間（以下「特定単位期間」といいます。）については、「基礎又は実践コースの最低訓練

時間以上」を確保することが困難であることが想定されるため、例外的にイ又はロのとおり取扱

うこととします。 

※年末年始等の期間が、２つの単位期間にわたる場合は、原則どおり各単位期間ともに基礎又は

実践コースの最低訓練時間数以上設定する必要があります。

※訓練期間の例外規定を適用する場合、２か月訓練の最後の単位期間において設定すべき訓練時

間は、通常の単位期間と同様、１か月につき１００時間以上（実践コースは８０時間以上、短

時間訓練は８０時間以上１００時間未満）となります。

※訓練期間（例えば４か月訓練）の全てを通算して、基礎コースは平均１００時間以上、実践コ

ースは平均８０時間以上、短時間訓練は平均８０時間以上１００時間未満であればよいという

ことではありません。

※訓練時間の例外規定を適用した場合についても、職業能力開発講習は必須科目の必要最低時間

数である６０時間を下回る設定はできません（原則、職業能力開発講習は１００時間以上（短

時間コースは８０時間以上）設定してください。）。

イ 特定単位期間が最終月以外の場合（ロの場合を除く）

特定単位期間が訓練期間の最終月以外の場合は、特定単位期間と次月の単位期間の訓練時間

を合計し、１か月当たり平均して基礎コースは１００時間以上、実践コース及び短時間訓練は

８０時間以上となるように訓練時間を設定してください。 

（例）基礎コース 

① 

特定単位期間 

4/27～5/26 

（日数：30日） 

② 

単位期間 

5/27～6/26 

（日数：31日） 

③ 

単位期間 

6/27～7/26 

（日数：30） 

④ 

単位期間 

7/27～8/26 

（日数：31） 

平均100時間以上 

① 

単位期間 

3/27～4/26 

（日数：31日） 

② 

特定単位期間 

4/27～5/26 

（日数：30日） 

③ 

単位期間 

5/27～6/26 

（日数：31日） 

④ 

単位期間 

6/27～7/26 

（日数：30） 

平均100時間以上 

ロ 特定単位期間が最後の単位期間、又は次月の単位期間の日数が２８日未満である場合

特定単位期間が最後の単位期間、又は次月の単位期間の日数が２８日未満である場合は、特

定単位期間と前月の単位期間の訓練時間を合計し、１か月当たり平均して基礎コースは１００

時間以上、実践コース及び短時間訓練は８０時間以上となるように訓練時間を設定してくださ

い。 
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（例）基礎コース 

① 

単位期間 

1/27～2/26 

（日数：31日） 

② 

単位期間 

2/27～3/26 

（日数：28日） 

③ 

単位期間 

3/27～4/26 

（日数：31） 

④ 

特定単位期間 

4/27～5/26 

（日数：30日） 

 

平均100時間以上 

 

① 

単位期間 

1/27～2/26 

（日数：31日） 

② 

単位期間 

2/27～3/26 

（日数：28日） 

③ 

単位期間 

3/27～4/26 

（日数：31） 

④ 

特定単位期間 

4/27～5/26 

（日数：30日） 

⑤ 

単位期間 

5/27～5/31 

（日数：5日） 

 

平均100時間以上  17時間以上 
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託児サービスの実施に当たっての留意事項 
 

訓練実施機関は、求職者支援訓練において保育奨励金の対象となる託児サー
ビスを実施するに当たっては、以下の点に留意すること。 
 
 (１)託児サービスの利用対象者 

次のいずれにも該当する者であること。 
イ 小学校就学の始期に達するまでの児童の保護者（親権を行う者、未成年
後見人その他の者で、児童を現に監護する者をいう。以下同じ。）であって、
職業訓練を受講することによって、当該児童を保育することができない者、
かつ、同居親族その他の者が当該児童を保育することができない者。なお、
就学前の児童とは、児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）第４条において
定める児童のうち、就学前の児童とし、次の①、②に分類されること。 
① 乳児：満１歳に満たない者 
② 幼児：満１歳から、小学校就学の始期に達するまでの者 

ロ 訓練実施機関が、利用希望者から提出された託児サービス利用申込書等
に基づき、当該訓練受講に際し、託児サービスの利用が必要であると認め
た者。なお、託児サービス利用希望者は、安定所においてその旨を伝達し、
託児サービス利用申込書の交付を受け、訓練実施機関に提出することとす
る。 

 
(２)託児サービスの内容 
イ 託児サービスの提供内容（保育内容） 

上記(1)の利用対象者に対し、訓練期間中及び休憩時間中に、児童福祉法
に定める保育所並びに小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事
業、一時預かり事業を行う施設及び就学前の子どもに関する教育、保育等
の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18年法律第 77号）に定める保
育所型認定こども園においては、児童福祉施設の設備及び運営に関する基
準（昭和 23年厚生労働省令第 63号）を満たす保育内容を、同法に定める
幼保連携型認定こども園においては、幼保連携型認定こども園の学級の編
制、職員、設備及び運営に関する基準（平成 26年内閣府・文部科学省・厚
生労働省令第１号）を満たす保育内容を、同法に定める幼稚園型認定こど
も園及び地方裁量型認定こども園、認可外保育施設においては、認可外保
育施設に対する指導監督の実施について（平成 13年３月 29日付け厚生労
働省雇用均等・児童家庭局長通知雇児発第 177号）を満たす保育内容を提
供すること。 
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なお、授乳・補水補助については託児サービス提供内容に含むものとす
るが、食事等の補助については、託児サービス提供機関等と協議の上、託
児サービスの提供内容に含むものとするか否かを決定すること。 
また、託児サービス提供内容については、訓練開始前までに必ず書面に

おいて受講者に周知すること。 
ロ 託児サービスの提供方法
次のいずれかの方法により託児サービスを提供すること。
① 施設内託児サービス
訓練実施場所の施設内において、訓練実施機関自らが又は委託により、

託児サービスを提供する。 
② 施設外託児サービス
訓練実施場所の施設外において、訓練実施機関自らが又は委託により、

託児サービスを提供する。また、訓練実施機関が委託により、託児サービ
スを提供する場合であっても、原則として受講者自らが施設外託児サービ
ス提供場所まで児童の送迎を行う必要があること。
また、訓練実施場所の近隣において施設外託児サービスの提供ができな

い場合は、訓練実施場所には受講者と施設外託児サービス提供機関との間
で児童の引き渡しを行う場所を設け、施設外託児サービス提供機関は送迎
中の安全に配慮の上、その場所まで児童の送迎を行うなど、必要に応じて
対応すること。 
なお、近隣の施設外託児サービスの場所は、訓練実施場所から通所可能

な適切な距離にある場所であること。 

(３)託児サービス提供機関の要件
次のイ～ニの基準について、いずれにも該当する機関であること。

イ 児童福祉法又は就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の
推進に関する法律に定める次のいずれかの施設において託児サービスを実
施すること。
なお、託児サービスを実施できる施設であることの確認ができる書類の

例は以下のとおりであること。 
① 保育所（保育所型認定こども園を含む）（児童福祉施設の設備及び運営
に関する基準を満たしているものであって、原則として保育所で行われ
る一時預かり事業に限る。）

【確認書類】 
 児童福祉施設設置認可書、認定こども園認定書その他都道府県知事等
が保育所の設置を認可したことが確認できる書類 
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② 小規模保育事業を行う施設（家庭的保育事業等の設備及び運営に関す
る基準（平成 26年厚生労働省令第 61号）を満たしているものであって、
原則として小規模保育事業で行われる一時預かり事業に限る。）

【確認書類】 
市町村長が小規模保育事業を行う旨を認可したことが確認できる書類 

③ 家庭的保育事業を行う施設（家庭的保育事業等の設備及び運営に関す
る基準を満たしているものであって、原則として家庭的保育事業で行わ
れる一時預かり事業に限る。）

【確認書類】 
市町村長が家庭的保育事業を行う旨を認可したことが確認できる書類 

④ 事業所内保育事業を行う施設（家庭保育事業等の設備及び運営に関す
る基準を満たしているものであって、原則として事業所内保育事業で行
われる一時預かり事業に限る。）

【確認書類】 
市町村長が家庭的保育事業を行う旨を認可したことが確認できる書類 

⑤ 幼保連携型認定こども園（幼保連携型認定こども園の学級の編制、職
員、設備及び運営に関する基準を満たしているものであって、原則とし
て幼保連携型認定こども園で行われる一時預かり事業に限る。）

【確認書類】 
 幼保連携型認定こども園設置認可書、その他都道府県知事等が幼保連
携型認定こども園の設置を認可したことが確認できる書類 

⑥ 認可外保育施設（幼稚園型認定こども園及び地方裁量型認定こども園
を含む）（認可外保育施設指導監督基準を満たしているものに限る。）

【確認書類】 
 認定こども園認定書、都道府県知事等から交付された認可外保育施設
指導監督基準を満たす旨の証明書等 

（注）上記①から⑥までの機関については、児童福祉法及び就学前の子ども
の教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の定めるところに基
づき、地方公共団体が設置及び認可等に係る事項を条例により定めてい
ることから、確認できる書類の例はこの限りではないこと。 

ロ 託児サービス提供機関自らが、託児中の事故等に備え、傷害保険、賠償
責任保険等に加入すること（保育を受ける児童及び保育者の双方を対象と
したもの）。

ハ 児童福祉法等の関係法令及び通知を遵守すること。
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ニ イ～ハのほか、各都道府県等において別途基準等を定めている場合は、
これを遵守すること。 

 
(４)託児サービス提供機関の要件確認 

訓練実施機関から提出された書類を基に、保育奨励金の支給に係る託児サ
ービス提供機関としての要件適合確認の照会を機構支部から労働局に対して
行うこと。 
要件に適合しない託児サービス提供機関が確認された場合は、機構支部を

通じて訓練実施機関あて通知するため、当該通知を受けた訓練実施機関は機
構支部の指示により対応すること。 

  なお、「託児サービス付訓練」と「託児サービス対応訓練」で各種書類の提
出時期が異なることから、実施を検討されている場合は、訓練実施を検討し
ている都道府県の機構支部にお問い合わせください。 
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認定申請書類の省略について 

   

求職者支援訓練の認定申請に必要な書類のうち、次の書類については、同一年度に
開講する訓練科で、すでに１度提出した内容であれば、提出を省略することができま
す。ただし、過去に申請した時から変更が生じているにもかかわらず、書類の提出を
行わなかったことがある場合や疑義が生じた場合には省略が認められないこともあ
ります。 
 

（例）省略が可能な書類について、令和●●年４月に開講する訓練科の認定申請時
に提出した内容は、 

・ 令和●○年３月（同一年度）に開講する訓練科の認定申請において省略できる。 
・ 令和○●年４月（次年度）に開講する訓練科の認定申請において省略できない。 

省略を希望する場合には、認定申請の際に認定様式第 17号「求職者支援訓練の認
定申請に係る提出済み書類一覧」をご提出ください。 
※ 各年度で最初に開講する訓練科の認定申請の際には、認定申請書類を省略できま
せんのでご注意ください。 

 
１ 訓練実施場所及び事務室が使用可能であることが確認できる書類 
（１）省略できる書類 

不動産登記簿謄本（写）（訓練実施場所及び事務室を所有する場合）、賃貸借
契約書（写）（訓練実施場所及び事務室を賃借する場合）等、施設が使用可能で
あることが確認できるもの 

（２）留意事項 
訓練実施施設又は事務室を賃貸等で確保している場合で、提出している賃貸借

契約書の契約期間が、以前認定申請した際には問題無かったものの、新たに認定
申請する際にはすでに終了しており有効な契約か確認できない場合、訓練開始前
又は訓練期間中に契約期間が満了する場合（更新後の契約期間満了の場合も含む）
には、別途訓練実施場所又は事務室が適正に確保されていることが分かる書類を
提出する必要があります。（必要な書類については第６、２、（３）、③をご確認く
ださい。） 
 

２ 訓練実施施設（教室・実習室）及び事務室の平面図 
（１）留意事項 
   提出している書類の記載内容に変更が生じている場合には、省略することがで

きません。 
 
 

別紙５ 
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３ 加入予定の保険に関するリーフレット等 
（１）留意事項

すでに提出したリーフレット等と同じ保険に加入する場合、または当該保険が
年度更新の契約であり、すでに加入している場合には省略することが出来ます。 

４ 事業実績を確認できる書類 
（１）省略できる書類

法人登記簿謄本（写）（法人の場合）、個人事業の開廃業届出書（写）（個人
の場合）等、事業実績を確認できるもの 

（２）留意事項
提出している書類の記載内容に変更が生じている場合には、省略することがで

きません。 

５ 代表者氏名・役員一覧 
（１）留意事項

提出している書類の記載内容に変更が生じている場合には、省略することがで
きません。 

６ 雇用保険適用事業所設置届又は事業主事業所各種変更届の事業主控（写） 
（１）留意事項

提出している書類の記載内容に変更が生じている場合には、省略することがで
きません。 

７ 訓練実施機関属性の分かる資料（他の添付書類で判別できない場合に限る） 
（１）留意事項

提出している書類の記載内容に変更が生じている場合には、省略することがで
きません。 

８ 責任者及び苦情を処理する者を直接雇用していることが分かる書類 
（１）省略できる書類

雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）（写）（雇用保険の
被保険者でない場合は、｢労働条件通知書｣等の直接雇用していることが分かる書
類） 

（２）留意事項
提出している書類の記載内容に変更が生じている場合には、省略することがで

きません。 
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９ 講師の類型に該当することを証明する書類 
（１）省略できる書類 

講師の類型に該当することを証明する書類(職務経歴書等、講師の経歴等確認書
等（認定様式第７の３号）及び資格・免許証） 

（２）留意事項 
   同一年度内に開講する訓練科の申請で、すでに提出している訓練科の講師に係

る講師の経歴等確認書等（認定様式第７の３号、職務経歴書等）について、過去
の申請時から記載内容等（①講師の担当科目、②講師要件の類型、③講師の類型
に該当することを確認できる書類等の内容や免許証等）に変更が生じている場合
には、省略することができません。 

 
１０ キャリアコンサルティング担当者の要件が確認できる書類 
（１）省略できる書類 

キャリアコンサルタント登録証（写）又はキャリアコンサルティング技能検定
合格証書又は合格通知書（写）又は職業訓練指導員免許証（写）等 

（２）留意事項 
   有効期限が経過している等、提出している書類の記載内容に変更が生じている

場合には、省略することができません。 
 
１１ 就職支援責任者を直接雇用していることが分かる書類 
（１）省略できる書類 

雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）（写）（雇用保険の
被保険者でない場合は、｢労働条件通知書｣等の直接雇用していることが分かる書
類） 

（２）留意事項 
   提出している書類の記載内容に変更が生じている場合には、省略することがで

きません。 
 
１２ オリエンテーション時に告知する事項の内容 
（１）留意事項 
   提出している書類の記載内容に変更が生じている場合（訓練実施施設名、訓練

科名、実施日、実施場所、説明者等は除く）には、省略することができません。 
 
１３ ISO29993及び ISO21001の審査登録証 
（１）留意事項 
   提出している書類の記載内容に変更が生じている場合には、省略することはで

きません。 
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１４ 職業訓練サービスガイドライン研修修了証書等 
（１）留意事項

提出している書類の記載内容に変更が生じている場合（有効期限が経過してい
る等）には、省略することはできません。 

（１）省略できる書類
雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）（写）（雇用保険の

被保険者でない場合は、｢労働条件通知書｣等の直接雇用していることが分かる書
類） 

（２）留意事項
提出している書類の記載内容に変更が生じている場合には、省略することがで

きません。 

１６ 職業訓練サービスガイドラインに基づく自己診断表 
（１）留意事項

提出している書類の記載内容に変更が生じている場合には、省略することがで
きません。 

１７ 職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定の認定証 
（１）留意事項

提出している書類の記載内容に変更が生じている場合（有効期限が経過してい
る等）には、省略することはできません。 

１５ 職業訓練サービスガイドライン研修受講者（講師又は事務担当者の場合）
を直接雇用していることが分かる書類 
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認定様式第17号

訓練実施機関名：

　１　訓練実施場所及び事務室が使用可能であることが確認できる書類

提出済みの書類

● 年 4 月

✓ 年 月 日

● 年 10 月 1 日 ～ ○ 年 9 月 30 日

✓

提出済みの書類

● 年 4 月

✓ 年 月 日

▲ 年 11 月 1 日 ～ ● 年 10 月 30 日

　３　加入予定の保険に関するリーフレット等

年 月 日 ～ 年 月 日

　４　事業実績を確認できる書類

　５　代表者氏名・役員一覧

　６　雇用保険適用事業所設置届又は事業主事業所各種変更届の事業主控

月 開講訓練科で提出 受理番号

変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和 年 月 日

提出済みの書類
雇用保険適用事業所設置届（写）
事業主事業所各種変更届の事業主控（写）

令和 ● 年 4 月 開講訓練科で提出 受理番号

25-00-00-00-0000
✓

✓
変更届出書等
提出あり

センター受理日 令和 日

✓
変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和

日

月 開講訓練科で提出 受理番号

提出済みの書類
法人登記簿謄本（写）（法人の場合）
個人事業の開廃業届出書（写）（個人の場合）

令和 ● 年 4 月 開講訓練科で提出 受理番号 ■-00-00-00-0000
✓

✓
変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和 ●

事務室を賃借により確保する場合の必要書類
（賃貸借契約書（写）、契約を更新していることが分かる覚書等）

令和 開講訓練科で提出 受理番号 ■-00-00-00-0000

変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和

変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和

賃貸借契約期間（更新している場合は更新した賃貸借期間） 令和

法人の代表取締役が個人として所有している建物を使用する場合など、建物の
所有者と申請者が異なる場合の必要書類（訓練期間中に申請者が占有して使用
できることが分かる書類）

令和 年

年 月

開講訓練科で提出 受理番号

変更届出書等
提出あり

センター受理日 令和 年

自ら所有する事務室を使用する場合の必要書類
（不動産登記簿謄本（写）等）

令和 年 月

月 日

受理番号

変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和

（２）事務室
（１）の内容で確認できる
　　※　以下（２）について記載不要

（１）の内容では確認できない 事務室所在地
千葉県千葉市美浜区若葉＃－＃－＃
幕張第二ビル２階

年 月 日

月 開講訓練科で提出

賃貸借契約期間（更新している場合は更新した賃貸借期間） 令和

特に賃貸借契約を締結せずに、法人の代表取締役が個人として所有している建
物を使用する場合など、建物の所有者と申請者が異なる場合の必要書類（訓練
期間中に申請者が占有して使用できることが分かる書類）

令和 年

訓練実施場所を賃借により確保する場合の必要書類
（賃貸借契約書（写）、契約を更新していることが分かる覚書等）

令和 開講訓練科で提出

月 開講訓練科で提出

受理番号 ●-00-00-00-0000

変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和

年 月 日

受理番号

求職者支援訓練の認定申請に係る提出済み書類一覧

株式会社能力開発 訓練実施機関番号： ＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 訓練科名： Androidアプリ開発科

（１）訓練実施施設

訓練実施施設名 アビリティスクール幕張校

訓練実施施設所在地 千葉県千葉市美浜区若葉＊－＊－＊　幕張第一ビル３階

変更届出書等
提出あり

支部受理日 平成

自ら所有する訓練実施場所を使用する場合の必要書類
（不動産登記簿謄本（写）等）

令和 年

　２　訓練実施施設(教室・実習室)及び事務室の平面図

提出済みの書類

訓練実施施設（教室・実習室）の平面図

令和 ● 年 4 月 開講訓練科で提出

事務室の平面図

令和 年 月 開講訓練科で提出

令和

年

　７  訓練実施機関属性の分かる資料（他の添付書類で判別できない場合に限る）

年

　８  責任者及び苦情を処理する者を直接雇用していることが分かる書類

提出済みの書類

雇用保険被保険者資格取得等確認通知書(事業主通知
用)(写)
（雇用保険の被保険者ではない場合は、｢労働条件通知
書｣等の直接雇用していることが分かる書類）

令和 ● 年 4

提出済みの書類
訓練実施機関属性の分かる資料（他の添付書類で判別で
きない場合に限る）

事業所の名称 株式会社能力開発アビリティスクール幕張校

提出済みの書類 代表者氏名・役員一覧

令和 26 年 4 月 開講訓練科で提出

日
変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和

保険会社

すでに加入している。 令和

年

✓

✓
変更届出書等
提出あり

支部受理日

加入予定の保険に関するリーフレット等 令和 ● 年 4 月

■-00-00-00-0000

日

受理番号

日

■-00-00-00-0000

受理番号

受理番号

月

■-00-00-00-0000

●●保険

月

年 月

開講訓練科で提出
提出済みの書類

加入期間 令和 令和

年

雇用保険適用事業所番号
（4ケタ-6ケタ-1ケタ）

＊＊＊＊－＊＊＊＊＊＊－＊

26 年 7 月

10 日

10

株式会社○○○保険 商品名

年 月 受理番号

7 月

開講訓練科で提出

受理番号

開講訓練科で提出 受理番号 ■-00-00-00-0000
✓

変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和 年 月 日

月

事務室を訓練実施施設の同一建物外に整備するなど、（１）の内容で確認できない場

合には「（１）の内容では確認できない。」にチェックを記入してください。

求職者支援法に基づく認定職業訓練に係る変更届出書（A-13-1）または求職者支援訓

練変更・中止願（様式A-43）で提出している場合には、「変更届け出書等提出あり」

にチェックを記入し、支部の受理日を記入してください。

該当する内容にチェックを入れてください（以下の項目も同じ）。

記 入 例

次の内容を記入してください（以下の項目も同じ）。

① 省略を希望する書類の内容

② 省略を希望する書類を提出した認定申請の開講月

同時に複数の訓練科を認定申請する場合で、１つの訓練科で

提出した認定申請書類を他の訓練科で省略することも出来ま

す。

その場合、「受理番号」は空欄のまま提出してください（受

理後に支部で記入します。）。
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　９  講師の類型に該当することを証明する書類

● 年 4 月

年 月 日

● 年 7 月

年 月 日

● 年 4 月

✓ ● 年 7 月 10 日

　１０　キャリアコンサルティング担当者の要件が確認できる書類

　１１　就職支援責任者を直接雇用していることが分かる書類

　１２　オリエンテーション時に告知する事項の内容

　１３　ISO29993及びISO21001の審査登録証

　１４　職業訓練サービスガイドライン研修修了証書等

　１５　職業訓練サービスガイドライン研修受講者（講師又は事務担当者の場合）を直接雇用していることが分かる書類

　１６　職業訓練サービスガイドラインに基づく自己診断表

　１７　職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定の認定証

※ 当該一覧を提出することで、今回認定申請を行う訓練科と同一年度に開講する訓練科の認定申請ですでに提出した内容については省略することができます。
※ 当該一覧の記載に誤りがあった場合には、認定申請書を受理した後、改めて書類の提出を求めることがあります。

提出済みの書類

講師の類型に該当す
ることを証明する書
類
・職務経歴書等
・経歴等確認書（認
定様式第７の３号）
・資格、免許

講
師
氏
名

講師　太郎
令和 開講訓練科で提出 受理番号 ●-00-00-00-****

変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和

✓ 高齢　次郎
令和 開講訓練科で提出 受理番号 ●-00-00-00-####

変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和

求職　花子
令和 開講訓練科で提出 受理番号 ●-00-00-00-****

変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和

提出済みの書類

キャリアコンサルタ
ント登録証(写)又は
キャリアコンサル
ティング技能検定合
格証書又は合格通知
書(写)又は職業訓練
指導員免許証（写）

氏名 幕張　次郎

令和 ● 年 4 月 開講訓練科で提出 受理番号 ●-00-00-00-****

✓

✓
変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和 ● 年 7 月 10 日

提出済みの書類

雇用保険被保険者資格取得等確認通知書(事業主通知
用)(写)
（雇用保険の被保険者ではない場合は、｢労働条件通知
書｣等の直接雇用していることが分かる書類）

令和 ● 年 4 月 開講訓練科で提出 受理番号 ●-00-00-00-****

✓
✓

変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和 ● 年 7 月 10 日

提出済みの書類 オリエンテーション時に告知する事項の内容

令和 ● 年 4 月 開講訓練科で提出 受理番号 ●-00-00-00-****
✓

✓
変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和 ● 年 7 月 10 日

提出済みの書類 ISO29993及びISO21001の審査登録証(写)

令和 ● 年 4 月 開講訓練科で提出 受理番号 ●-00-00-00-****

✓
✓

変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和 ● 年 7 月 10 日

提出済みの書類
修了証書(写)、修了
証明書(写)、受講証
明書(写)

氏名 求職　太郎

令和 ● 年 4 月 開講訓練科で提出 受理番号 ●-00-00-00-****

✓
✓

変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和 ● 年 7 月 10 日

提出済みの書類

雇用保険被保険者資格取得等確認通知書(事業主通知
用)(写)
（雇用保険の被保険者ではない場合は、｢労働条件通知
書｣等の直接雇用していることが分かる書類）

令和 ● 年 4 月 開講訓練科で提出 受理番号 ●-00-00-00-****

✓
✓

変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和 ● 年 7 月 10 日

提出済みの書類 自己診断表(写)

令和 ● 年 4 月 開講訓練科で提出 受理番号 ●-00-00-00-****

✓
✓

変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和 ● 年 7 月 10 日

提出済みの書類
職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定の認定証
（写）

令和 ● 年 4 月 開講訓練科で提出 受理番号 ●-00-00-00-****

✓
✓

変更届出書等
提出あり

支部受理日 令和 ● 年 7 月 10 日
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　 留意事項

1 教室
教室の面積は、受講者1人当たり1.65㎡以上であること。
教室で実技を行う場合、適切かつ安全に実施できる面積が
確保されていること。

2 実習室
実習室の面積は、実技が適切かつ安全に実施できるよう配
慮されていること。

3 事務室
事務室は、教室及び実習室とは別の部屋として完全に分離
され、同一の又は近隣の建物内に整備されていること（衝
立等の仕切りは不可）。

4 書類保管場所 －

通所による訓練を設定せず、事務室を確保しない場合に書類保管場所を確保する必要があること。
個人情報漏えい防止のため、部屋の入口を施錠できる、又は個人に関する情報を保管する書庫等の施錠が
でき、かつ容易に持ち出すことができず、当該情報に関する書類等に訓練実施機関の担当者以外の者が接
することができないこと。
※（紙・電子媒体問わず）保管が必要な書類については、原則、訓練実施施設からの持ち出しは認められ
ません。

5 その他訓練環境

（１）受講者が快適かつ衛生的に教育訓練を受講できる照
　　　明、空調・換気、トイレ（男女別であること）、洗
　　　面所等施設・設備が整備されていること。
（２）教室及び自習用教室（確保する場合）は、全面禁煙
　　　であること。休憩室又は昼食場所を確保する場合は
　　　、禁煙又は分煙対策が施された場所であること。

（１）訓練期間中に通所訓練を一切設定しない場合、当該項目を考慮する必要は無いこと。
（２）トイレは、教室や実習室のある建物敷地内にあり、男女別であること（男性用と女性用のトイレ
　　　の入口が別々にあり、それぞれのトイレの利用者が男性又は女性に限定されているものであるこ
　　　と。）が必要です。

6
キャリアコンサル
ティングを行う場
所

－
受講者のプライバシーに配慮した場所であることが必要です。
（プライバシーに配慮されていれば、教室、実習室又は事務室を使用すること、また、パーテーション等
で区切られた一画を使用することも可能。）

教室、実習室及び事務室等に係る留意事項について

区分

（１）訓練期間中に通所訓練を一切設定しない場合、教室及び事務室の確保は不要であること。
（２）教室の面積は、「受講者定員×1.65㎡」以上必要。
　　（事務室・休憩等のスペースは含まない。）
（３）受講者が快適かつ衛生的に訓練を受講できる環境であることが必要。
（４）教室及び実習室が床から天井まで完全に仕切られていること。
　　　（このことにより、消防法（昭和２３年法律第１８６号）に抵触する場合は、同法に抵触しない限
　　　度の高さまで仕切る必要があります。）
（５）教室、実習室及び事務室の入口がそれぞれ別々であること。
　　　（訓練で使用する教室を通過しないと他の教室、実習室、事務室又はトイレ等に移動できないとい
　　　った、訓練の実施を妨げかねない配置は認められません。）
（６）教室及び実習室は、事務室又は他の教室若しくは実習室での電話や話し声などの音が聞こえない環
　　　境であること。また、視覚的にも外部と仕切られていること。
　　（透明ガラス等で仕切られている場合は、カーテン等で視界を遮るものを設置してください。）
（７）事務室は、個人情報漏えい防止のため、事務室の入り口が施錠できる、又は個人に関する情報を保
　　　管する書庫等の施錠ができ、かつ容易に持ち出すことができず、当該情報に関する書類等に訓練実
　　　施機関の担当者以外の者が接することができないこと。
（８）事務室は、原則として訓練実施機関のみが使用するものであり、当該実施機関以外の者が使用しな
　　　いものであること。
（９）事務室は、訓練期間中に常駐する事務担当者等が主たる業務を行う部屋であること。
（１０）事務室を訓練実施施設の同一建物外に整備する場合、事務室は訓練実施施設と（の距離）が、徒
　　　歩７分（５６０ｍ）以内の建物内に設置すること。
　　（徒歩に要する時間については、道路距離８０ｍにつき１分で算出するものとする。）

別紙６
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災害補償制度の措置等に係る留意事項 

１ 災害補償に係る認定基準 

認定基準上、災害補償に必要な措置は、次のとおり定められています。 

２ 災害補償制度及び損害補償制度の具体的な内容 

  訓練実施機関は、災害補償制度を措置するために負傷、疾病（特定の疾病に限定しない）

又は死亡した場合、受講者に対して、訓練実施機関の責任を問わず必要な補償が支払われ

る保険に加入する必要があること。 

災害補償制度（必須事項） 損害補償制度（周知事項） 

訓練実施機

関の対応 
災害補償制度を措置する 損害補償制度を情報提供する 

保険加入者 訓練実施機関 受講者個人（加入は任意） 

補償内容 

受講者が 受講者が 

求職者支援訓練（職場体験、職場見学、

企業実習を含む。当該表において同

じ。）中に 

求職者支援訓練中又は通所途上に 

求職者支援訓練の内容に起因して ― 

(1) 負傷

(2) 疾病

(3) (1)(2)を原因として死亡

した場合に受講者に対して補償 

(1) 負傷

(2) (1)が原因で死亡

した場合に受講者に対して補償 

備考 

特定の負傷、疾病に限定して補償の対

象としているものは認められない。 

ただし、戦争、天災等による明らかに

求職者支援訓練に起因しない負傷、疾

病を補償の対象外とすることは認め

られる。 

訓練実施機関が加入した保険で、損害

補償制度の内容を包含している場合

は、その旨を受講者へ説明することに

より、受講者に情報提供する必要はな

い。 

別紙７

【認定基準４、（１７）「災害補償」】 

申請職業訓練に係る災害が発生した場合の補償のために、必要な措置を講ずること。

ここでいう「必要な措置」とは、申請職業訓練の全受講者の訓練期間中（企業実習中を

含む。）の災害補償制度を措置することであり、必要な補償を行うため、保険を活用す

ること。また、受講者が訓練受講中又は通所途上において負傷し、疾病にかかり、又は

死亡した場合に、その損害を補償するための損害補償制度について、受講者に情報提供

すること。 
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責任者
事務
担当者

苦情を
処理
する者

就職支援
責任者

講師
又は助手
(※2)

責任者
事務
担当者

苦情を
処理
する者

就職支援
責任者

講師
又は助手
（※2）

1 責任者 訓練の適正な実施を管理。 必　要 － 可 可 △１ 可 △２
否

※ⅰ ◎ △１ ◎ △２

・△１と△２の両方を兼務することは認められ
ない。
・◎を兼務する場合は、それぞれの役職の
「常駐」欄の要件を満たすことが必要。

※ⅰ　通信の方法により訓練を実施する
コース（通所を伴わないコースに限る。）のみ
を行う施設においては、通信の方法による他
の訓練コース（通所を伴わないコースに限
る。）のみを行う施設との兼務が可能であるこ
と（※兼務を可能とする訓練コース数につい
ては、訓練コースにおけるトラブル等の発生
に際して、訓練の適正な実施を管理できる
範囲とすること。）。

2 事務担当者
訓練受講者からの手続に関する問合せ、訓
練受講状況の確認等に対応。

－

事務担当者は、常時対応できるよう１名以上
の者が訓練実施施設に常駐することが必
要。

★ 全ての受講者がオンラインで訓練を受
講する日は、受講者へ連絡先を事前に提示
するなどにより、問い合せ等に常時対応可
能であれば、訓練実施施設内に常駐する必
要はないこと。
★ 受講者対応の向上を目的にとして、留
守番電話サービス等を設けることは差し支え
ないが、事務担当者は常時対応できる必要
があるため、訓練実施機関から速やかに折り
返し等の対応を行う必要があること（速やか
な対応ができない場合は、認定取消となる
可能性がありますので、ご注意ください。）。

可 可 △１ 可 △２ 可 ◎ △１ ◎ △２

・「常駐」欄の要件を満たすことが必要（他施
設の役職を兼務することで、常時対応が困
難な場合は、事務担当者を複数配置するこ
とが必要。）。
・講師を兼務する場合は、事務担当者が事
務室を不在にすることがないよう、必要な人
数の事務担当者を配置すること。
・△１と△２の両方を兼務することは認められ
ない。
・◎を兼務する場合は、それぞれの役職の
「常駐」欄の要件を満たすことが必要。

－

3
苦情を処理

する者
受講者等からの苦情に対応。 必　要 － 可 可 可 可 否 可 ◎ 可 ◎ 否

・訓練に係る苦情への対応を公正かつ的確
に遂行するに足りる業務運営体制を整備す
ることが必要。
・◎を兼務する場合は、それぞれの役職の
「常駐」欄の要件を満たすことが必要。

－

4
就職支援
責任者

受講者の就職支援。

①過去の就職実績、安定所が作成した受講
者の就職支援計画等を踏まえ、受講者に対
する就職支援を企画、立案すること。
②受講者に対するキャリアコンサルティン
グ、訓練の修了判定、ジョブ・カードの作成
支援等、就職支援必須事項が適切に実施さ
れるよう管理し、確保すること。
③就職支援に関して、安定所その他職業紹
介機関、事業主団体等との連携を確保する
こと。
④訓練修了者及び就職を理由として中途退
校した者の就職状況を把握、管理すること。

必　要

訓練実施日数のうち、５０％の日数は、全
日、就職支援責任者を務める訓練実施施設
で業務を遂行すること。
★業務遂行日のうち、全ての受講者がオン
ラインで訓練を受講する日においては、業
務をオンラインにより実施する体制が整って
いれば、訓練実施施設内に常駐する必要は
ないこと。
★通所を伴わない訓練コースに限り、複数
施設（他の都道府県を含む）で就職支援責
任者の兼務が可能であるが、訓練コースに
おける、就職支援等の適正な実施を管理で
きる範囲とすること。

可 可 △１ 可 △２ 可 ◎ △１ ◎ △２

・「常駐」欄の要件を満たすことが必要（これ
を満たさない場合、他施設の役職との兼務
は認められない。）。
・就職支援責任者としての職務遂行のため
に公共職業安定所等へ外出する場合等は、
「訓練実施施設で業務を遂行」しているとみ
なすこと。
・△１と△２の両方を兼務することは認められ
ないこと。
・◎を兼務する場合は、それぞれの役職の
「常駐」欄の要件を満たすことが必要。

・能開法第30条の３で規定するキャリアコン
サルタント又はキャリアコンサルティング技
能士（1級又は2級）又は能開法第28条第１
項に規定する職業訓練指導員免許を保有
する者であることが望ましいこと。

※キャリアコンサルティングを行う者は、能
開法第30条の３に規定するキャリアコンサ
ルタント又はキャリアコンサルティング技能
士（1級又は2級）又は能開法第28条第１項
に規定する職業訓練指導員免許を保有する
者であること。

認定様式
第９号

※1　代表者及び役員も「雇用関係のある者」とする。

※2   算定対象訓練以外を担当する者は除くこと。

求職者支援訓練の実施に係る適正な業務の運営体制等について
（責任者、事務担当者、苦情を処理する者、就職支援責任者）

認定様式
第４号

業　務
直接の

雇用関係
（※1）

常　駐役　職 該当様式
他施設同一施設（他コース）

備　考

兼務の可否

その他

別紙８
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訓練日数及び訓練時間数等の記入方法について 
 
■認定様式第 5 号（訓練カリキュラム） 

 

 
① 【訓練日数】欄 

・ 算定対象訓練であるか否かに関わらず、計画した訓練内容（開講式、オリエンテー

ション、修了式及びキャリアコンサルティングを含む）を行う日数は、全て訓練日

数に算定してください（キャリアコンサルティング予定日が複数ある場合は、全て

訓練日数に含めること。）。 
・ ハローワーク来所日については、実施機関が行うものではないことから訓練日数 

から除きます。 
② 【科目】欄、【科目の内容】欄 

・ 集団形式で行う就職支援は学科欄に記載してください。 
・ 個人毎に行うもの（キャリアコンサルティングや個人毎に行う就職支援）は、 
記入しないでください。 

③ 【訓練時間】欄 
   【科目】欄、【科目の内容】欄に記入したもののうち、 

・ 算定対象訓練となるものの時間のみを記入してください。 
 ④ 【訓練時間総合計】欄 

・ 【訓練時間】欄に記入した、算定対象訓練となるものの合計時間数（職業能力開

発講習（基礎コースのみ）、学科、実技、集団形式で行う就職支援、職場体験等、企

業実習の時間数の合計）を記入してください。 
  

① 
 

  
③ 

※カリキュラムの作成については、「求

職者支援訓練に係るカリキュラムの作

成に当たっての留意事項」もご確認く

ださい。 

 
 また、訓練時間の算定対象となるも

の、ならないものについては、別紙３

を併せてご参照ください。 

 

別紙９ 

④ 

② 
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■認定様式 6 号（日別計画表） 

① 【訓練内容】欄 
・ 開講式、オリエンテーション、修了式についても必ず記入してください。 
・ 認定様式５号の「訓練内容」欄に記入した項目及びハローワーク来所日を記入し 

てください。 
また、ハローワーク来所日は、【訓練内容】欄のみ記入してください。 

・ 認定様式５号の「訓練内容」欄に記入しない、個人毎に行う内容であっても、キャ

リアコンサルティングについては、以下イ～ハのとおり記入してください（複数選

択することも可能です。）。 
 なお、申請時点でキャリアコンサルティングの実施日を複数設定し、実施しなかっ

た日が発生した場合、訓練計画の変更が必要になります。 
ただし、個々の受講者と調整しキャリアコンサルティングの実施日時を変更した

場合や、下記ハで設定し、設定期間中に実施した場合は、訓練計画の変更は必要あ

りません。 
イ 専用の日を設定する場合 

例：土日祝日など訓練を実施していない日にキャリアコンサルティングのみを

実施する日を設定 
【訓練内容】欄に「キャリアコンサルティング」と記入 

ロ 1 日の訓練時間として時間割表で設定した受講時間内に行う場合 

 

② 
③ 

① 
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例：１日６時間の内訳が学科（５時間）＋キャリアコンサルティング（１時間）

【訓練内容】欄に「学科（科目の名称）、キャリアコンサルティング（１Ｈ）」

と記入し、【時間】欄に「５Ｈ」と記入

ハ 訓練が行われる日の受講時間外に行う場合

例：訓練が 16 時で終了する日の 16 時以降にキャリアコンサルティングを実施

【訓練内容】欄には「キャリアコンサルティング」とは記入しないが、【キャリ

アコンサルティング実施予定表】欄に日程を記載してください。

② 【オンライン訓練】欄

オンライン訓練実施日に通所による受講を可能とする場合（混在型）は「○」を記入

してください。

オンライン訓練実施日に通所による受講を不可とする場合（単独型）は「△」を記入

してください。

③ 【時間】欄

・ 集団に対して行うもので、算定対象訓練の時間を記入してください。

なお、集団に対して行うもので算定対象訓練以外は、【訓練内容】欄に括弧書きで

時間数を記入してください。
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求職者支援訓練を担当する講師が満たすべき認定基準について 

認定様式第７の１号「講師一覧」に記入が必要な講師（集団形式で行う就職支援、時間算定対象訓
練以外を担当する講師は除く）及び企業実習を担当する講師は、認定基準に基づき次のいずれかの類
型に該当する者であること。（法定講習の内容を担当する講師については、法定講習の講師要件にも
適合する者である必要があること。） 
なお、同じ期間に複数の企業等における実務経験及び指導業務の経験がある場合は、任意の１箇所

での経験しか計上できません。そのため、実務経験及び指導経験について、疑義等がありましたら、
事前に機構支部にご相談ください。

【求職者支援訓練の講師として認められる類型】 

類型１ 
次のいずれにも該当する者 
【１】担当する科目の訓練内容に関する職業訓練指導員免許を有する者 
【２】担当する科目の訓練内容に関する指導等業務の経験を有する者（※１） 

類型２ 

次のいずれにも該当する者 
【１】職業能力開発促進法第 30条の２第２項（職業訓練指導員免許を受けることができ

る者と同等以上の能力を有すると認められる者）の規定に該当する者 
【２】担当する科目の訓練内容に関する指導等業務の経験を有する者（※１） 

類型３ 
次のいずれにも該当する者 
【１】担当する科目の訓練内容に関する実務経験を５年以上有する者（※２） 
【２】担当する科目の訓練内容に関する指導等業務の経験を有する者（※１） 

類型４ 

次のいずれにも該当する者 
【１】資格によって担当する科目の訓練内容に関する指導能力を明らかに有すると判断

される者（※３） 
【２】担当する科目の訓練内容に関する講師としての指導経験を１年以上（助手の場合、

助手としての指導経験を２年以上）有する者（※４） 

類型５ 
（※５） 

類型１から４に定める者のほか、次のいずれにも該当する者 
【１】職場等において指導する内容に熟知している者 
【２】企業実習を適切に実施できる者 

※１ 職業訓練等において講師または下記（助手について）の助手として指導した経験以外に「指導等業
務」として想定されるもの。 
① 「機器導入の支援の業務等、日常的に機器の利用法等についてユーザーに説明する業務」など、
他者からの質問に対して回答する業務

② 指導に用いる教材、資料の内容を企画、作成する業務（「作成」には、他者の企画や原稿を資料
化するものは含まない。）

③ 社内教育で研修部門に属した上で、社内教育を実施する業務（単なるＯＪＴや研修部門に属して
いただけでは該当しない。）ＩＴ分野の科目を担当する講師については、当該分野の専門的な指導
経験（職業訓練等における指導経験を含む。）、機器導入の支援の業務等、日常的に機器の利用等
についてユーザーに説明する業務に従事した経験等が１年以上であること。

※２ 指導等業務の経験を含むことが出来ること。
※３ 具体的には、科目の訓練内容に関する資格を有している者（一般的に通用しない資格（自社資格を

含む）は認められないこと。）。 
※４ 「指導等業務の経験」とは異なり、講師または下記（助手について）の助手として指導した経験に

限る。 
なお、講師としての指導経験が１年に満たない場合、求職者支援訓練における助手として指導した

経験の期間について、その半分の期間を講師の指導経験の期間とみなすことが出来ます。 
※５ 類型５は企業実習を担当する講師のみが認められるものであること。

別紙１０ 
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（注意）実務経験及び指導経験については、以下①から④の取扱いに留意してください。 
① 同一期間ではない実務経験（又は指導経験）が複数ある場合、実務経験（又は指導経験）を合算す
ることができます。

② 複数の企業において、同一期間の実務経験及び指導経験がある場合は、重複期間を２重に計上する
ことはできません。

③ 複数の企業において、一定期間、実務経験（又は指導経験）がある場合は、重複期間を２重に計上
することはできません。

④ 実務経験及び指導経験について、端数の日にち（月数未満）がある場合は、切り捨ててください。 

（助手について） 
実技にあっては、受講者15人を超えるときは講師を２人以上配置する必要がありますが、２人目

以降の講師の代わりに次の要件に適合する者を助手として配置することが出来ます。 
なお、ＩＴ分野又はデザイン分野のうちＷＥＢデザインの訓練コースは受講者20人までは講師を１
人、20人を超えるときは２人以上の講師（助手含む）を配置する必要があること。 
（これに限らず受講者の理解を促す等の理由から「助手」を配置することもできますが、その場合
でも次の要件に適合する者であることが必要です。） 
○ 訓練内容に関する知識を有し、講師の指示のもと受講者への指導が出来るなど、求職者支援訓
練の円滑な実施に必要な業務に従事できる者として訓練実施機関が認めた者であること。
※ 助手であっても、介護職員養成研修などの法定講習で、受講者に指導を行う者について当該
資格の指定（認定）権者が特定の要件（指定が必要等）を求める場合にはこれに従うこと。

※ 定員が 15人を超える場合で、助手を配置する場合には、講師が主に授業を担当し、助手が授
業を支援すること（助手のみ配置（２人）することは認められないこと。）。
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認定様式第7の1号

訓練実施機関名： 訓練科名：

省略の有無

受理番号

✔ 職務経歴書(認定様
式第7の3号含む)

資格・免許証

✔ その他

✔ 職務経歴書(認定様
式第7の3号含む)

資格・免許証

その他

✔ 職務経歴書(認定様
式第7の3号含む)

資格・免許証

その他

✔ 職務経歴書(認定様
式第7の3号含む)

✔ 資格・免許証

その他

✔ 職務経歴書(認定様
式第7の3号含む)

資格・免許証

その他

職務経歴書(認定様
式第7の3号含む)

資格・免許証

その他

✔ 職務経歴書(認定様
式第7の3号含む) 《省》

資格・免許証

その他 ●●-00-00-00-****

1 講師　太郎 常勤
プログラミング概論、プログラミング演習、システム
概論、ソフトウェアテスト概論

3

講　師　一　覧

株式会社能力開発 Androidアプリ開発科

Ｎｏ 氏名 勤務形態 担当科目 類型 証明書類 助手

2 高齢　次郎 常勤
安全衛生、Android基本概念、Android応用概
念

4

3 高齢　次郎 常勤 ソフトウェアテスト概論 3 ✔

高齢　次郎

4 ✔

6 幕張　三郎 非常勤
職業能力開発講習
①ビジネスマナー②ライフプラン③…

3

5 幕張　三郎 非常勤 4

8 能開　四郎 常勤 Androidアプリ設計演習 3

7 求職　花子 非常勤

就職支援、開講式、修了式、オリエンテーション

10

9

　　　※　記入した類型に該当することを証明する職務経歴書、資格・免許証等の写しを併せて提出してください。

       　（「講師として認められる類型」に該当すると判断した職務経歴書上の記載箇所に下線を引いてください。）

       　  なお、講師が職務経歴書を作成していない場合や職務経歴書の記載内容だけでは「求職者支援訓練の講師として認められる類型」に適合することが確認できない

         場合には「講師の経歴等確認書（認定様式第７の３号）」を提出してください。

　　 ④　実技にあっては、受講者15人を超えるときは講師を２人以上配置する必要がありますが、２人目以降の講師の代わりに助手を配置することが出来ます。

　　　  講師の代わりに配置する助手については、「助手」の欄に✔印を記入してください。

注) ①　「勤務形態」の欄は、訓練実施機関の雇用保険の被保険者となっている者を｢常勤」、それ以外の者を「非常勤」としてください。

 　　②  「担当科目」の欄には、担当する科目名を全て記入してください。なお、提出する際は、認定様式第５号「訓練カリキュラム」の訓練内容に記載した科目を全て網羅して

   　　いることを確認してください。

　 　③　「類型」の欄には、裏面の「求職者支援訓練の講師として認められる類型」のうち該当する番号を記入してください。

　　  ※　求職者支援訓練の講師を担当する講師については、認定基準４、（１１）「講師」の要件に適合する必要があります。

　　　 　（具体的には、裏面の「講師として認められる類型」のいずれかに適合することが必要です。）

                   できませんのでご留意ください。

　 　⑤　講師（助手を除く。）ごとの添付書類（職務経歴書、資格証、免許証等の写し）も併せて提出してください。

　　　             (注意事項)

　　　     　        申請書等に虚偽の記載を行い又は偽りの証明を行うことにより、求職者支援訓練の認定を受けた場合は、労働局による認定取消等の可能性があります。

　　　　             なお、認定取消等となった場合、当該取消の日から起算して５年間又は永久に、当該都道府県又は全国において求職者支援訓練の認定を受けることが

記 入 例

同一の者が講師と助手を兼務する場合は、それぞれ別々に記入してください。

それぞれ異なる講師

要件の類型に該当す

る場合は、該当する

類型ごとに行を分け

て記入してください。

「職業能力開発講習」を担当する講師の講師要件における「実務経験」、「指導経験

（指導等業務の経験）」については、担当する科目の訓練内容に関するものに限りませ

ん（従来の職業能力基礎講習の講師要件と同じです）。

ただし、講師要件の類型４の【１】については職業能力開発講習に関する資格であるこ

とが必要です。

「職業能力開発講習」を担当する講師の担当科目欄は、必須科目の丸番号と科目名を記

載してください。なお、全ての科目を一人の講師が担当する場合等は「職業能力開発講

習①～⑮」など略称で記載しても構いません。

助手については、類型及び証明書類の記載（提

出）は不要です。

同一年度内に開講する訓練科の申請で、すでに提出している訓練科の講師の経歴等確認書等（認定様

式第７の３号、職務経歴書等）について、過去の申請時から、①講師の担当科目、②講師要件の類型、③

講師の類型に該当することを確認できる書類等の記載内容に変更が生じていない場合、提出を省略する

ことができます。

提出を省略する場合は、《省》のチェックを選択してください。

省略する書類を以前提出した際

の申請書の「受理番号」を記入

してください。

訓練を担当される全ての講師及び助手の方を記入してください。

（集団形式で行う就職支援、算定対象訓練以外を担当する講師を

含む。）

ただし、以下の方については記入不要です。

・職場見学、職場体験、職業人講話を担当する講師

・企業実習の講師

・職業能力開発講習の講師（当該講習を外部委託する場合）

・キャリアコンサルティング担当者

以下の講師については、類型及び証明書類の記載（提出）は不要です。

・ 集団形式で行う就職支援の講師

・算定対象訓練以外を担当する講師

職務経歴書、資格・免許証以外に、記入した類型に該当することを証明する書類

があれば、「その他」欄にチェックを入れ、その写しを提出してください。

（例）介護職員養成研修などの法定講習において指定権者等に提出した講師に係

る経歴等の確認書類、医療的ケア教員講習会の修了証 等

また、「ワークガイダンス講習を担う講師育成講座」の修了を「職業能力開発講習」の講

師要件の類型４の【１】における資格とみなすことが出来ます。その場合には、その他欄

にチェックを入れ、修了証の写しを提出してください。
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ジョブ・カードの作成支援の流れ
○ 求職者支援訓練においては、訓練期間中にジョブ・カードを活用したキャリアコンサル

ティングを３回以上（訓練を受講する期間が３か月に満たない場合は１か月に１回以上）行
うこととされていますが、以下はその一例です。

○ 実施時期は、効果的な就職支援となるよう、訓練期間や受講者数により調整してくださ
い。

○ 様式１の＜キャリアコンサルティング実施者の記入欄＞は、キャリアコンサルティングを
実施した都度、日時、実施者の所属及び氏名を記入するとともに、受講者の知識・能力や訓
練に対する取組姿勢、就業に対する意識・意欲等について、本人の了承の下に記入します。

（目的）課題と目標の明確化

・これまでの職務経歴から職務の中で学んだこと
得られた知識・技能など、自己理解を深めるとと
もに、受講者の課題と目標を明確にする。

・今後の就職活動に向けて、どのような知識・技
能が必要かを整理することで、訓練受講に向け
ての意欲喚起につなげる。

訓
練
開
始
後
概
ね
１
か
月
以
内

（目的）訓練の習得状況確認と就職活動
の準備

・これまでの訓練から学んだことを整理し、習得
が不十分な場合はその原因について考え、習得
に向けて取り組むべきことを明確にする。

・これまでの訓練を踏まえて、改めて今後の就職
活動に関する目標の明確化や職種等の絞り込み
を支援する。

訓
練
半
ば
頃

ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング②

（目的）就職活動への支援

・受講者の職務経験や訓練から得た強み、訓練
への取組姿勢、就業に向けた意欲等を確認し、
受講者に就職活動に当たってのアピールポイント
を気づかせ、就職活動への実践的な支援を行う。
（ジョブ・カード作成は職務経歴書の作成や面接
の準備として効果的であること。）

ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング③
訓
練
修
了
間
近

ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング①

別紙11

※１ あらかじめ受講者全員に対して、ジョブ・カードを作成する目的、使用に当たっての確認事項、記入する内容に関する概要説明を
行っておくと、その後のキャリアコンサルティングが円滑に実施し易くなります。

※２ 様式２、様式３－１又は様式３－２は、受講者のこれまでの職務経験等に応じて作成してください。

※３ 様式３－３－３に評価結果を記入してから訓練終了日までの間に受講者全員にキャリアコンサルティングを実施することが困難な
場合は、評価結果の記入前にキャリアコンサルティングを実施しても差し支えありませんが、受講者が訓練の習得度を確認できるよ
うジョブ・カードには必ず評価結果を記入して受講者に渡してください。

様式２、様式３－１及び様式３－２を用いて、受講者の自
己理解を促すよう聞き取りを行うとともに、各様式の記入
内容及び方法についての確認や助言を行います。さらに、
様式１では、これまでの職務経験から学んだことや今後
の目標及び課題が明確になるよう支援します。

様式２、様式３－１及び様式３－２の記入内容について、
必要に応じて助言を行います。さらに、様式１では、これ
までの訓練で習得した知識・技能を踏まえて自らのキャ
リア・プランの見直しが行えるよう支援します。

これまで月１回行ってきた中間考査や訓練終了前に行う
修了考査等に基づき、様式３－３－３〔職業能力証明（訓
練成果･実務成果） シート〕に評価結果を記入し、これを
もとに訓練を通して得た強みや今後の目標を確認します。

ジョブ・カードは「マイ
ジョブ・カ－ド」でも作
成することができます。 
URL:https://www.job-
card.mhlw.go.jp/

作成支援の内容

作成支援の内容

作成支援の内容
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職業能力証明（訓練成果・実務成果）シート・自己評価シートの活用等に当たっての留意

事項について

１．職業能力証明（訓練成果・実務成果）シート（ジョブ・カード様式３－３－３）

（１）職業能力証明（訓練成果・実務成果）シート（ジョブ・カード様式３－３－３）の

活用

○ 求職者支援訓練では、訓練実施機関は、訓練受講者自らがジョブ・カードを主体的

に作成することを支援し、訓練期間中にジョブ・カードを活用したキャリアコンサル

ティングを３回以上（訓練期間が３か月に満たない場合は１か月に少なくとも１回以

上）実施するとともに、訓練の習得度評価を行い、評価結果をジョブ・カードに記載

してください。

○ 習得度評価の実施に当たっては、ジョブ・カード様式３－３－３「職業能力証明（訓

練成果・実務成果）シート（以下「成果シート」という。）」を活用してください。

○ キャリアコンサルティングの実施に当たっては、成果シートと併せて、ジョブ・カ

ード様式１－１又は様式１－２「キャリア・プランシート」、様式２「職務経歴シート」、

様式３－１「職業能力証明（免許・資格）シート」及び様式３－２「職業能力証明（学

習歴・訓練歴）シート」を活用してください。

（２）ジョブ・カードを用いた評価の方法及びキャリアコンサルティングの時期について

○ 求職者支援制度では、成果シートを用いて、訓練項目ごとにＡ～Ｃの３段階で評価

してください。

○ 訓練実施機関は、評価の公正さを担保するため、少なくとも月１回行われる中間考

査や訓練終了前に行われる修了考査等に基づく客観的な評価基準（※）を定め、これ

に基づき評価を行ってください。

※ 例えば、「中間考査及び修了考査における各評価項目に対応する設問群の正答率が

８０％以上をＡ、６０％以上８０％未満をＢ、６０％未満をＣとする」など。

○ 成果シートを活用したキャリアコンサルティングについては、訓練期間の後半に、

訓練受講者が訓練により習得した内容等を踏まえた上で実施してください。

※ ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングについては、別紙１１「ジ

ョブ・カードの作成支援の流れ」に記載のあるとおり、「訓練開始後概ね１か月以内」、

「訓練半ば頃」、「訓練終了間近」のように訓練期間を「前半・中盤・後半」に分け

た時期の全てにおいて実施してください。

２．就職活動計画/職業生活設計 自己評価シート 
（１）自己評価シートの活用

○ 基礎コースの職業能力開発講習の項目のうち、訓練実施機関が客観的に職業能力を

証明することが困難である「就職活動計画」及び「職業生活設計」においては、訓練

受講者自身が自己評価シートを用いて、自己チェックを行います。

別紙１２
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○ 訓練実施機関は、「就職活動計画」及び「職業生活設計」の各科目において、必要な

チェック項目を設定し、受講者が自己チェックを行うことで、訓練を通しての変化に

気づくことができるよう、支援してください。 
 
（２）自己評価シートを用いた自己チェックの方法及び時期 

○ 受講者は、受講前と受講後において、自己評価シートにより、Ａ（自信がある）、Ｂ

（どちらでもない・わからない）、Ｃ（自信がない）の３段階のうち、あてはまるもの

を選択することで自己チェックを行います。 
○ 訓練実施機関は、自己評価シートをキャリアコンサルティングや就職支援に活用し

てください。 
○ 訓練実施機関は、内容を確認した後、受講者に自己評価シートを返却してください。 
 

３．キャリア・プランシート（ジョブ・カード様式１－１） 

○ キャリア・プランシートは、訓練受講者の記入欄とキャリアコンサルティング実施

者の記入欄に分かれています。 

○ キャリア・プランシートの訓練受講者の記入欄については、受講者自らのキャリア・

プランに関して「目標とする職業・職務・働き方」、「向上・習得すべき能力等」、「必

要な職業能力開発等」について記載することとされており、受講者が主体的に作成で

きるよう訓練実施機関は支援してください。 

○ キャリア・プランシートのキャリアコンサルティング実施者の記入欄は、受講者か

ら記入の了承を得られたキャリアコンサルティングの結果や実施日時、氏名、電話番

号、登録番号について、担当キャリアコンサルタント（能開法第 30条の３に規定する

キャリアコンサルタント又はキャリアコンサルティング技能士（1級又は 2級）又は能

開法第 28条第１項に規定する職業訓練指導員免許を保有する者）が記載することとな

っています。 

○ 担当キャリアコンサルタントは、キャリア・プランシートが訓練修了後の就職活動

における活用を前提に策定されるものであることを踏まえ、キャリアコンサルティン

グ実施者の記入欄に、キャリアコンサルティングの中で起きた気づきや変化などのう

ち、記録に残すことを本人が希望した内容や、記録に残すことが必要と思われる内容

を本人の了承の下で、それぞれ実施日時等の記入欄の下に記入してください。 
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コース案内に記載すべき事項及び不適切な案内の例 
 

(1) 訓練実施機関は実施する求職者支援訓練コースに係る案内（以下「コース案内」

という。）の案をＡ４サイズ１枚で作成してください。 

当該コース案内の作成にあたっては、地図画像、イラスト等を使用する場合は、著

作権法等を遵守し、次の①から⑱の事項を掲載してください。ただし、⑯、⑰及び⑱

については掲載しなくても差し支えありません。 

また、作成したコース案内は、機構支部及び労働局による審査を受け、使用許可を

受けないと使用できませんのでご注意ください。 

① 訓練コース番号 

② 訓練の種別（基礎コース／実践コース）、訓練科名 

※ 職場復帰支援コース、託児サービス付き訓練、託児サービス対応訓練、短時間 

訓練、などの種別が分かるように記載してください。 

※  職場復帰支援コースについては、資格取得のためのコースではないことにつき、 

受講希望者に誤解を生じさせるような記載とならないよう、ご留意ください。 

※ IT分野の特例措置を希望する場合は、当該申請コースが ITSSレベル１以上の 

資格取得を目指す訓練コースである旨記載してください。 

※  デザイン分野の訓練のうちＷＥＢデザインの訓練コースの特例措置の適用を希 

望する場合は、当該申請コースがＷＥＢデザイン関係の資格（別紙 18に掲載され

ている資格）取得を目指す訓練コースである旨記載してください。 

※ オンライン訓練を実施する場合は、オンライン訓練実施日に通所での受講を可 

能としているかについて記載してください（別紙 15「オンライン訓練を実施す 

るに当たっての留意事項」２の（５）参照）。 

併せて、通信障害が多く発生した場合は、通所受講へ切り替えてもらう可能 

性がある旨を記載してください。 

ただし、単独型の場合は受講者起因による通信障害が発生した場合に、教室が

確保されておらず、通所受講へ切り替えることができないケースが想定されます。

その場合、受講者が新しい機器等の整備ができなければ、当該受講者については

訓練の受講継続ができない可能性があることから、受講者の機器、インターネッ

ト接続環境等が確実に整備されている必要があることを明記してください。 

別紙１３ 
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※ 実習促進奨励金の特例措置の適用を希望する訓練コースの場合は、企業実習が

充実した訓練コースである旨記載してください。

※ 職場見学等促進奨励金の特例措置の適用を希望する訓練コースの場合は、職場

見学等が充実した訓練コースである旨を記載すること。

※ ＤＸ推進スキル標準（経済産業省及び独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が

策定。）対応の訓練における基本奨励金の特例措置の適用を希望する場合は、 Ｄ

Ｘ推進スキル標準対応の訓練コースである旨記載してください。

③ 受講者募集期間

④ 選考に係る詳細（選考日時・選考方法・持ち物（職場復帰支援コースについて

は、保育士又は看護師若しくは准看護師の資格取得等が確認できる書類の持参が

必要である旨記載すること）・選考結果通知日・選考会場の住所・最寄り駅からの

地図（訓練実施施設以外で実施する場合））

⑤ 訓練期間（開講・閉講日）、訓練時間（開始・終了時刻）

※ 訓練時間が複数ある場合は、全ての訓練時間を記載してください。

（例：訓練時間：9 時 30 分～16 時（2/11,5/11,6/22 は 10 時～16 時 30 分まで

訓練実施） 

※ オンライン訓練を実施する場合は、オンライン訓練に係る情報を記載してくだ

さい。（「総訓練時間 400時間の内、○○、・・・、△△科目の 200時間をオンラ

インで実施」など）

⑥ 定員

※ 応募状況による定員増員を希望する場合は、「応募状況によっては、定員を増

員することがあります。」と記載してください。

⑦ 訓練対象者の条件（特定の者を想定している訓練である場合、訓練推奨者）

※ 職場復帰支援コースについては、有資格者が対象であることが分かるように記

載してください。

※ オンライン訓練を実施する場合は、受講にどのような設備や推奨環境、パソコ

ンスキル等が必要になるのかを記載してください。

また、オンライン訓練期間中のソフトウェアを受講者負担とする場合にあっては、

受講者が負担する部分を明確に記載してください。（「●月●日から●月●日までオ

ンラインで訓練を実施します。お持ちのパソコンを使用する場合は、お持ちのパソ

108



コンに、□□をインストールする必要がありますので、期日までにオリエンテーシ

ョンでご案内するソフトウェアを購入するなどして準備してください。金額は△△

円×２ヶ月分かかります」など）

【注意】ソフトウェアを受講者負担とできる要件については、求職者支援訓練の認

定申請書を提出するに当たっての留意事項の第６の２の（９）を確認して

ください。 

※ 基礎コースの短時間訓練については、配慮を必要とする受講者を対象として訓

練コースを実施する場合は、「在職中の者等、訓練の受講にあたり特に配慮を必要

とする者」と必ず記載してください。

⑧ 訓練目標

⑨ 修了後に取得できる資格・仕上がり像など

⑩ 訓練内容（学科及び実技（必須）以外の訓練手法を含む。）

※ 合同実施を行う可能性がある場合は、「(訓練実施機関名）が実施する他の訓練

コース（合同で実施する他の訓練コースが特定されている場合は、「訓練コース番

号、訓練の種別（基礎コース/実践コース ）、訓練科名、合同で実施する科目名

について記載すること）」と合同で実施します（又は、合同で実施する場合があり

ます）」と記載してください。

⑪ 自己負担額（受講者が負担する費用を全て明記すること。）

※ 介護職員初任者研修、介護福祉士実務者研修、労働安全衛生法第 76条第１項の

規定に基づく技能講習又は日本語教員養成研修の内容を実施する求職者支援訓練

で、資格取得に必要な法定講習（法定時間）に係る分の補講を行うに当たり有料

で実施する場合は、当該補講額についても、その旨明らかにして記載すること（補

講に係る留意事項を参照してください。）。

※ 職場見学、職場体験、企業実習、職業能力開発講習を外部委託して実施する場

合には、別途交通費の負担が発生する旨及びその実施日数等を記載することによ

り、受講希望者が所要額をイメージできるようにしてください。

※ 託児サービス付き訓練又は託児サービス対応訓練を実施する場合であって、食

事・軽食代、おむつ代等の自己負担が発生するときは、その旨を記載してください。 

※ 消費税込みの金額とし、（税込み）と記載してください。

※ 受講者に対するパソコンやモバイルルータ等の貸与の可否を記載してください。
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貸与が可能な場合は、有償貸与か無償貸与かを記載してください。また、有償

貸与の場合は費用を記載してください。通信費は受講者の負担か、実施機関の負

担かを記載してください。 

※ 受講者の費用負担が認められるものであって、受講者の持参を認めるものにつ

いては、物の仕様の詳細及び目安の金額を記載してください。

※ 受講者負担とする品名及び金額を全て記載してください（ソフトウェアを受講

者負担とする場合は、契約方法等を詳細に記載してください。）。

⑫ 訓練実施機関名

⑬ 訓練実施施設に係る情報（訓練実施施設名・郵便番号・所在地・最寄り駅から

の地図・電話番号・問い合わせ担当者名・駐車場の有無、台数及び料金、感染症防

止対策）

※ 基礎コースを申請し、職業能力開発講習を外部委託する場合には、委託期間及

び委託先施設に係る情報（委託先施設名・郵便番号・所在地・最寄り駅からの地

図・電話番号・問い合わせ担当者名・駐車場の有無、台数及び料金）を記載してく

ださい。

※ 安心して訓練を受けられる環境を事前に受講希望者に周知するために、感染症

を防止するために講じている内容がある場合は記載してください。

（例：感染症防止対策（●●や〇〇等）に取り組んでいます。） 

感染症防止対策の例：マスク着用の協力依頼、手洗い場に石鹸の常備、入口 

等に消毒液を設置、手洗い及び消毒方法の掲示、こまめな換気、座席間に簡易

パーテーションの設置、可能な限り間隔を空けた座席レイアウト、共用部分の   

定期的な消毒等）） 

※ 訓練受講環境について、受講者とのトラブル防止のために事前に伝えておくべ

き内容があれば、記載してください。（記載例：訓練実施施設に設置しているトイ

レは和式のみとなります。）

⑭ 託児サービス支援付き訓練実施に関する注意事項（実施する場合に限る。）

※ 託児施設の利用に関する条件、託児サービスの内容、託児施設への子供の送迎

の要否、申込者多数又は託児施設の都合等により託児サービスが利用できないこ

とがある場合はその旨を記載してください。

※ 受講希望者から、訓練の対象が託児サービス利用希望者のみに限定されると誤
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解されるおそれがある場合は、必要に応じて注釈を付して周知しても差し支えあ

りません。（例：このコースは託児をご希望にならない方も受講可能です。） 

⑮ 託児サービス対応の訓練実施に関する注意事項（実施する場合に限る。）

※ 託児施設の受入れの可否は、選考結果通知時であることや託児施設の都合等に

より託児サービスが利用できないことがあることなどを記載してください。

※ 受講希望者から、訓練の対象が託児サービス利用希望者のみに限定されると誤

解されるおそれがある場合は、必要に応じて注釈を付して周知しても差し支えあ

りません。（例：※このコースは託児をご希望にならない方も受講可能です。）

⑯ 就職支援の内容

⑰ 過去に実施した職業訓練に係る就職率

※ 「認定様式第 14号「過去１年間に実施した求職者支援訓練の就職状況」の

「⑰雇用保険適用就職率」欄の就職率と一致させること。なお、「直近○科分」

の注釈をあわせて記載すること。

⑱ 受講申込書の提出先（郵便番号・所在地・電話番号・問い合わせ担当者名）

※ ⑬と提出先が異なる場合のみ記載・提出方法（郵送・持参）

【補講に係る留意事項】 

求職者支援訓練で補講（レポート提出及び再評価等を含む。以下同じ。）を実施する場

合は、受講者から費用を徴収することはできません。ただし、次に掲げる要件を全て満

たす場合にあっては、有料で補講を行うことができます。 

イ 介護職員初任者研修、介護福祉士実務者研修、労働安全衛生法第76条第１項の規

定に基づく技能講習又は日本語教員養成研修の内容のいずれかを実施する訓練であ

ること。

ロ 受講者が資格取得に必要な法定講習（法定時間）に係る訓練を欠席したために行

う資格取得に必要な補講であること。

ハ 補講に係る費用がコース案内に明記され、かつ、オリエンテーション時に受講者

に説明がなされていること。

ニ 補講は、訓練期間終了後又は訓練期間中の場合は訓練時間外に実施するものであ

ること。

ホ 補講の実施方法が、都道府県における介護職員養成研修事業の要綱等に適合した

ものであること（介護職員初任者研修又は介護福祉士実務者研修を実施する訓練の
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み。）。 

※ 受講者が中間考査又は修了考査を受けた結果、到達水準に達しなかった場合の

補講については、有料での実施は認められません。

また、訓練終了後であっても受講者が成績考査又は修了考査を受けた結果、到 

達水準に達しなかった場合の補講については、受講者が希望するか否かに関わら 

ず有料での実施は認められません。 

(2) (1)に定めるコース案内その他広告等については、次に掲げる事項を遵守してくだ

さい。これらに抵触する場合は、認定が取り消される場合がありますのでご注意くだ

さい。

① 求職者支援制度の適切な運営上不適当な広告、案内を行わないこと。

【不適当な広告の例】 

イ 求職者支援制度の趣旨等に反するもの。

・ 求職者支援制度の目的が就職の実現以外にあると誤解させるもの（「無料受講」

「給付支給」「資格取得」の記載自体を禁止するものではないが、就職の実現を

目的とした公的な訓練制度であるとの制度趣旨の説明がない又は不明瞭なまま

無料受講等ばかりを強調することは不可）

ロ 事実に反するもの、説明不足等により誤解を招くもの。

・ 「厚生労働大臣認定の教育訓練機関」と記載

・ 「誰でも受講可能」「受講すれば誰でも給付支給」と記載

・ 「誰でも受講すれば○○になれる／就職できる」と記載

・ 自己負担の説明なく「すべて無料」と記載

ハ その他

・ 「認定申請中」と記載（認定を受ける前に、受講者募集の広告等を行うことは

これに当たること。）

・ 求職者支援訓練を周知する目的の広告において、訓練実施者の宣伝等、直接訓

練に関係がない事項の記載

・ 訓練実施者の他の営業に係る広告において「求職者支援訓練の実施機関」を強

調

【不適当な案内の例】 

112



・ 他で開講されている文化教室等の受講者、受講希望者等全員に対して案内する

こと。 

・ 金銭給付等を条件提示して案内すること（他者（訓練実施者以外のすべて。以

下同じ。）を介する場合、他者が金銭給付等する場合を含む。）。 

・ 他者に、受講希望者の紹介や募集（広告の形態をとる場合を含む。）を依頼し、

集まった受講希望者の数等に応じて対価を支払う旨約すること又は支払うこと。 

・ 訓練実施者等が出した求人に応募した求職者に対して案内すること、受講を条

件として訓練実施者等が採用（内定）すること。 

・ 職業紹介事業者又は労働者派遣事業を行う者が訓練実施主体である場合にお

いて、求職申込者若しくは求職申込みをしようとする者又は登録者若しくは登録

しようとする者に対して、自らが実施する求職者支援訓練のみを案内すること

（「求職者支援訓練の情報」等の簡潔な解説（任意）及びハローワークインター

ネットサービス（認定済求職者支援訓練の一覧）の URL（必須）と合わせてであ

れば、自社実施の求職者支援訓練もある旨情報提供することは差し支えない。）。 

② 新聞広告、リーフレットなど印刷物による広告は、労働局及び機構支部による 

事前チェックを受けること。（認定の申請時に当該広告案を添付するものとする。） 

③ 広告、募集に関して、労働局、ハローワーク又は機構支部が行う指導に従うこと。 

 

（3）厚労省ホームページの二次元コードの掲載について 

厚生労働省のホームページは、求職者支援制度等、求職者の方に有益な情報等

が掲載されているため、コース案内において、厚生労働省ホームページの二次元コ

ードを掲載する等、有効にご活用ください。 

【厚生労働省：求職者支援制度のご案内】 
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受講者に対する受講オリエンテーション実施概要の作成例

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 

※ 本内容は、受講オリエンテーション時に書面により受講者に配付すること。

受講者に対する受講オリエンテーション実施概要

１ 訓練実施施設名；○○○○○   ２ 訓練科名；○○○○科  

３ 実施日；令和  年  月  日 ○時○分～○時○分

４ 実 施 場 所；○○○○（訓練実施場所に同じ）    ５ 説 明 者；○○ ○○

６ 説 明 事 項；

（１）受講に当たっての規則

・受講に当たっての心構えと態度（規律、服装） ・受講に必要な要件 ・出席管理

・遅刻・早退・欠席時の取扱と連絡・届出方法 ・修了の判断基準

・資格取得に必要な条件（介護職員初任者研修、介護福祉士実務者研修、労働安全衛生法第 76 条第１項の規定に基

づく技能講習又は日本語教員養成研修の内容のいずれかを実施する訓練の場合）

・退校処分の判断基準と手続き ・災害等非常時の休講

・受講者が故意又は重大な過失により設備又は物品を亡失又はき損した場合の弁償

・環境整備（教室の清掃等）

（２）受講者に対する訓練サービス上の責務（訓練受講や就職支援に関するバックアップ体制）

（３）訓練の詳細（訓練目標（仕上がり像）、カリキュラム（職場体験・職場見学・職業人講話の具体的

な計画を含む）、習得度の評価、補講、訓練スケジュール等）

（４）安全衛生上の注意事項    （５）教科書等の購入方法及び自己負担額 

（受講者が負担する費用を全て明記すること） 

（６）個人情報の取扱    （７）放課後の自習その他の学習サポート 

（８）就職支援   （９）災害補償制度・損害補償制度の説明 

（10）ハローワークへの来所日   （11）緊急連絡先の把握 

（12）施設設備の使用方法   （13）喫煙場所 

（14）教室内での飲食    （15）携帯電話の使用について（訓練時間中の使用禁止） 

（16）手続に関する問合せ等窓口  （17）ハラスメントの相談窓口 

（18）苦情の相談窓口    （19）機構支部職員による実施状況確認 

（20）ソーシャルメディア等による情報発信の際の注意 

（21）就職状況の確認について（実践コースのみ必須）（22）感染症防止対策の取組み 

（23）オンライン訓練の事前説明（オンライン訓練を実施する場合であって、オリエンテーション時に当

該説明を実施する場合に限る。） 

（24）【ＩＴ分野における認定職業訓練実施基本奨励金の特例措置を希望する申請機関のみ】 

ITSSレベル１以上の資格取得者数を把握するため、資格試験に合格した受講者については、訓練

実施機関に対して合格書等の写しを提出して頂きたいこと。 

（25）【デザイン分野（ＷＥＢデザインの訓練コース）における認定職業訓練実施基本奨励金を希望する

申請機関のみ】 

ＷＥＢデザイン関係資格（別紙１８に掲載されている資格）取得者数を把握するため、資格試験に

合格した受講者については、訓練実施機関に対して合格書等の写しを提出して頂きたいこと。 

別紙１４
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オンライン訓練を実施するに当たっての留意事項

実践コースについて訓練分野を問わず、通信の方法による訓練を実施することが
できます。（通信の方法による訓練を以下「オンライン訓練」といいます。） 
オンライン訓練を実施する場合は認定基準のほか、以下の点に留意してください。 

１．オンライン訓練の定義 
オンライン訓練の実施については、同時双方向型（テレビ会議システム等を利用し、

講師と受講者が映像や音声により、互いにやり取りを行える等の同時かつ双方向で行
われるもの）に限ります。 
そのため、オンデマンド型（予め録画した講義を受講者が任意のタイミングで視

聴するもの）については、認められません。 
※eラーニングコースの実施を希望される場合は、「求職者支援訓練（eラーニン

グコース）の認定申請書を提出するにあたっての留意事項」をご覧ください。 

２．オンライン訓練の設定 
（１）対象コース

実践コースについて実施可能です。
（２）対象分野

全分野で実施可能です。
（３）訓練時間の設定

オンライン訓練を実施するコースでも、通所の方法による訓練時間を総訓練時
間の 20％以上（令和６年４月１日から令和７年３月 31 日までの間に開始する訓
練は、この限りではないこと。）確保してください。 
なお、質疑応答の時間については、日々の訓練時間外に最低１時間以上設ける

こととされていますが、オンライン訓練の実施日であっても、１日に最低１時間
以上は質疑応答の時間を設けることが必要です。 

（４）実施科目
オンライン訓練で実施可能な科目と実施に制限がある科目は、下表のとおりで
す。

別紙１５
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※１ 「職場体験」及び「企業実習」については、全ての過程を通信の方法により実施するこ

とは認められないこと。ただし、講師（企業実習先の主担当者）が訓練受講生と同じ教

室内（企業実習先）にいることを条件に、別の講師（企業実習先の別の担当者、より専門

的な知見有り）が企業実習の一部をオンラインで実施することは認められること。 

（５）オンライン訓練における訓練形態の設定
オンライン訓練を設定する場合、申請段階でオンライン訓練実施日における訓

練形態を以下の①あるいは②のいずれかで設定してください。 
① 通所による訓練を受講する者と訓練実施施設外でオンラインによる訓練を受
講する者が混在する形態（以下「混在型」とします）
オンライン訓練実施日に訓練実施施設へ通所して受講することを可能とする

形態です。通所受講を選択した受講者がいる場合は当該日にオンライン受講者
と通所受講者が混在することとなります。 
申請に当たっては、混在型で訓練を設定した日は通所訓練日と同様に、教室

オンライン実施可能 オンラインで実施不可

算定対象訓練 ①職場体験 ※１
②企業実習 ※１① 職業スキル（学科科目）

② 職業スキル（実技科目）
③ 職業スキルの訓練期間内で実施する、集団
形式で行う就職支援（職務経歴書・履歴書の
作成指導、面接指導等）（18時間を上限）

④ 職場見学、職業人講話
⑤ 成績考査、修了考査

算定対象訓練以外 

① 開講式、修了式、オリエンテーション
② 就職支援

認定基準に定められている就職支援に関す
る次の措置 
イ 職業相談
ロ 求人情報の提供
ハ 履歴書（職務経歴書）の作成に係る指導
二 ハローワークが行う就職説明会の周知
ホ ハローワークへの訪問指示
へ 求人者に面接するに当たっての指導 
ト ジョブ・カードの作成支援
チ その他申請職業訓練を受講する特定求職
者等の就職の支援のための必要な措置

③ キャリアコンサルティング
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や事務所等を確保する必要があります。 
② 受講者全員が訓練実施施設外でオンラインによる訓練を受講する形態（以下
「単独型」とします）
オンライン訓練実施日に全ての受講者が訓練実施施設外からオンラインで受

講することとし、当該日は訓練実施施設へ通所しての受講を不可とする形態で
す。当該日は全ての受講者は訓練実施施設外で訓練を受講するため、単独型の
訓練を設定した日については、教室や事務所等を確保する必要はありませんが、
その場合であっても訓練実施施設（運営拠点）において、書類の保管及び実施
状況確認を行う必要があることから、実施状況確認を行う為に、最低限機構職
員２人及び訓練実施施の求職者支援訓練担当者１人が入室可能かつ書類を確認
できるスペースを確保してください。 
また、個人情報を漏洩する恐れがある場合（実施状況確認時の会話等が外部

に聞こえないことや、関係者以外が個人情報に接することがない等）や求職者
支援訓練に係る郵送物の受取体制が整っていない場合（転送サービス等は認め
られないことから、訓練実施施設で受け取ってください。）は、訓練実施施設と
することは認められません。 
単独型の場合で、受講者に訓練実施に必要な機器やインターネット接続環境

を準備させる場合は、機器やインターネット接続環境が整備されていることを
十分に確認してください。 
なお、混在型と単独型を交互に設定することも可能ですが、上記のとおり単

独型は受講者に求められる機器等の要件が混在型よりも厳しくなる可能性があ
ることから、事前に十分な確認をお願いします。 

【参考】実践コースの訓練形態一覧 

呼称 要点 

通所 
・全ての受講者が同一の訓練実施施設内に通所して訓練を受講する形態
です。

混在型 

・一部の受講者が施設外でオンラインによる訓練を受講する形態です。
・混在型として設定した訓練日は、通所と同様に教室や事務所等を確保
している必要があります。

・受講者は、受講申込の時点で、混在型で設定した訓練日について、通
所受講かオンライン受講のどちらで受講するかを事前に選択すること
とされています。

単独型 

・受講者全員が訓練実施施設外でオンラインによる訓練を受講する形態
です。
・受講者に訓練実施に必要な機器やインターネット接続環境を準備させ
る場合は、受講者保有の機器が不調になると、受講の継続ができなく
なる可能性があるため、必要な環境が整備されていることを十分に確
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認してください。 
・単独型として設定した訓練日は、教室や事務所等を確保する必要はあ
りません。

共通事
項 

・単独型以外の訓練形態においては、訓練実施施設に通所する受講者が
いることから、訓練実施施設に事務担当者が常駐する必要があります。 

・原則として、一度選択した受講形態は受講者が任意で変更を行うこと
はできませんが、訓練実施機関が受講形態の変更を認める場合は、事
前に受講者と調整を行ったうえで、変更を行うことが可能です。
この変更に係る機構支部への連絡等は不要になります。

（６）通信障害への対応
オンライン訓練実施日に通信障害が発生した場合、訓練実施施設と受講者側の

どちらに起因したものかによって、対応が異なります。 
① 訓練実施施設側に起因する場合

訓練実施施設の機器不調や通信回線トラブル等により、受講者全員が訓練
を受講できなかった場合は、混在型と単独型のどちらであっても訓練の振替
を実施してください。 
混在型で通信機器不調が発生したが、通所受講者はそのまま訓練を受講で

きるケース（訓練施設外への配信ができなくなった場合等）については、振替
の対象となるのはオンライン受講者のみとなります。 
長期にわたって機器やインターネット接続環境の不調が続き、復旧が見込

めない場合は、通所受講へ切り替えることが必要となります（単独型で教室
等を確保していなければ、新たに教室等を確保してください）が、通所受講
への切り替えには受講者全員の同意が必要となります。 
訓練を実施できなかった場合については振替を実施することから、訓練日

程が変更されることとなり、訓練実施施設と受講者の双方に影響を与えるこ
ととなります。 
そのため、オンライン訓練を実施する場合は機器・インターネット接続環

境の準備を入念に行ったうえで実施してください。 
② 受講者側に起因する場合

受講者が用意した機器の不調や、貸与された機器を受講者の過失により故
障させた等により、訓練を受講できなかった場合は、訓練の振替は必須では
ありません。 
ただし、長期間にわたり問題が解決しない場合には、訓練実施施設か受講者

が新たな機器を整備するか、通所受講へ切り替えを求めることとなります。 
なお、単独型については、新たな機器の整備ができず、訓練実施施設が教室

を確保していない等により、通所受講へ切り替えることができなければ、当該
受講者については訓練の受講ができなくなるおそれがあります。 
そのため、単独型の場合は受講者のインターネット接続環境が確実に整備
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されているかを十分に確認してください。 
 
３．オンライン訓練の実施体制 
（１）実施に必要な設備等 

オンライン訓練の実施に当たり必要な機器・インターネット接続環境は、以下
の①～③です。 
なお、訓練受講に必要な機器（パソコン等）及びインターネット接続環境（モ

バイルルータ等）は、訓練実施施設が無償貸与することが望ましいですが、無償
貸与ができない場合は、受講者自らが用意するか、訓練実施施設が受講者に対し
て有償で貸与することとなります。 
無償貸与の場合は、機器保険等の費用であっても受講者に負担させることはで

きません。 
また、有償貸与か無償貸与かに関わらず、受講者に明らかな瑕疵がない限り、

貸与機器の損壊に対する弁償を求めることはできません。 
① 訓練用機器 

機器種別は問いませんが、訓練で使用するソフトウェア等も考慮し、訓練実
施に支障が出ない機器を使用するよう案内してください。なお、カメラとマイ
ク機能については必須となります。 
例えば、パソコンの場合は、目安としてＣＰＵがデュアルコア２Ｇｈｚ以上

（Ｃｏｒｅｉ３やＲｙｚｅｎ３等）、メモリが４ＧＢ以上であること、そしてＯ
Ｓが訓練実施施設と受講者で同じものを使用すること。 
なお、タブレットやスマートフォンでの受講については、画面サイズが小さ

いことや、訓練で使用するソフトウェア等の対応状況等の理由により、訓練受
講に支障があると想定される場合は、受講者にあらかじめ当該機器での受講を
認めない旨を周知してください（後述する「７．受講者募集について」を参照
してください）。 

  ② ソフトウェア 
通信で用いるソフトウェアの種類は問いませんが、インターネットに接続し

て映像や音声を講師と受講者間の同時双方向で送受信できるものを利用してく
ださい。 
訓練で用いるソフトウェアについては、訓練実施施設と受講者でバージョン

が同じものを使用することが望ましいです。 
通信用と訓練用のいずれのソフトウェアも使用許諾契約に基づき、訓練期間

中適正に使用できること（体験版の利用は不可）及びサポート対象のものであ
ることが必要です。 
ただし、訓練の内容により、サポート対象でないソフトウェアを使用する場

合については、受講者に対して、適切に使用できる方法（セキュリティ対策等）
を周知・指導する必要があること。 
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③ インターネット接続環境等
インターネット接続環境は、訓練を支障なく実施できる速度が必要となりま

す。（目安としては、上りと下りの双方で実測値が 10Mbps以上） 
なお、オンライン訓練受講者の受講場所は、原則として受講者の自宅としま

すが、特段の事情がある場合は、自宅以外での受講を認められます。しかし、
不特定多数が利用する公衆無線 LAN（Free Wi-Fi等）の使用は認められませ
ん。 

（２）運営体制の常駐要件について
オンライン訓練の実施日に求められる訓練実施施設での常駐要件については、

以下のとおりです。 
事務担当者及び就職支援責任者以外は、通所による訓練から変更ありません。 

単独型の場合、オンライン訓練実施日は事務担当者の常駐は不要ですが、実施状況確認の際

に事務担当者の在駐にご協力をお願いする場合があります。 

（３）サポート体制
事前に事務担当者の連絡先を受講者へ提示し、オンライン訓練実施中に通信障

害等でオンライン接続が遮断された場合は、事務担当者が受講者との連絡や修復
のアドバイスを早急に行ってください。また、復旧できずに受講できなくなった
者の氏名と日時の記録を必要に応じて残すなど、講師に代わってフォローを行っ
てください。 

オンライン訓練実施日

形態 
役職 

混在型 単独型 

１ 責任者 常駐不要 

２ 事務担当者 訓練実施施設での常駐が必要 

訓練実施施設での常駐不要
（ただし、受講者へ連絡先を
事前に提示するなどにより、
問い合わせ等に常時対応す
る必要があること） 

３ 
苦情を処理する
者 

常駐不要 

４ 就職支援責任者 
業務遂行日は訓練実施施設で
の常駐が必要 

訓練実施施設での常駐不要
（ただし、業務をオンライン
により実施でき、業務遂行日
は常時対応可能な状態であ
る必要があること） 

５ 講師 
同時かつ双方向に行われる通信の方法を用いることを条件
に、訓練実施施設外から指導を行うことが可能 
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ただし、事務担当者が専門的知識を有していない等、サポートを行うことが難
しい場合については、事務担当者を窓口として、専門的知識を有する者とやり取
りを行うことが可能です。その場合であっても、事務担当者が受講者とやり取り
を行うこととしますが、問題の解決が難しい場合は専門的知識を有する者が、直
接受講者と問題解決に係るやり取りを行うことも可能です。 

（４）通所の方法による訓練を設定しない場合の訓練実施施設について
令和６年４月１日から令和７年３月 31日までの間に開始する訓練科は、通所

の方法による訓練を一切設定しないことも可能です。 
通所の方法により実施する訓練を一切設定しない場合は教室や事務室の確保は

不要ですが、その場合であっても訓練実施施設（運営拠点）が必要です。なお、
訓練実施施設（運営拠点）において、実施状況確認を行う為に、最低限機構職員
２人及び訓練実施施の求職者支援訓練担当者１人が入室可能かつ書類を確認でき
るスペースを確保してください。 
また、個人情報を漏洩する恐れがある場合（実施状況確認時の会話等が外部に

聞こえないことや、関係者以外が個人情報に接することがない等）や求職者支援
訓練に係る郵送物の受取体制が整っていない場合（転送サービス等は認められな
いことから、訓練実施施設で受け取ってください。）は、訓練実施施設とすること
は認められません。 

４．オンライン訓練の実施に当たり講ずる措置 
（１）オンライン訓練の事前説明の実施

オンライン訓練を開始する前に、事前説明（オンライン接続方法等の説明を含
む）を開講式やオリエンテーション、放課後等で実施してください。開講式、オ
リエンテーションをオンライン形式で実施する場合等は、訓練開始前の任意の日
に本説明を実施してください。※訓練期間中に受講形態の変更を希望する受講者
に対し、変更を認める場合も（上記３（５）参照）、事前説明を実施してください。
本説明では、以下の①～⑮（混在型の場合は①～⑯）について受講者へ説明して
ください。また、説明事項について同意した旨を任意様式の誓約書で提出させて
ください（事前説明は集合形式で行う必要はなく、実施方法は問わないこと。誓
約書については、事前説明に同意した旨を受講者からメール等の方法も含め提出
させてください。）。

※ 受講者への説明事項
① オンライン訓練受講に係るＩＤ、パスワード及び URLを他人に教えたり、
紛失したりすることがないように、適切に管理すること。

② 不特定多数が利用する公衆無線ＬＡＮ（Free Wi-Fi等）を利用して訓練を
受講しないこと。

③ カメラとマイクは原則、常にオンにして訓練を受講（通信回線の負荷を軽
減する場合等、担当講師が別途指示した場合を除く）すること。
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④ 訓練中の画面を録画、録音しないこと。また、SNS等へ投稿を行わないこ
と。 

⑤ 他人の著作物をアップロードする等、著作権や商標権の知的財産権を侵害
しないこと。 

⑥ 訓練実施施設は訓練を受講できなかった者への補講として活用する等の理
由で、訓練を録画、録音する可能性があること。 

⑦ 受講者の顔が映写される可能性があること。 
⑧ 受講者の名前を口頭で呼ぶこと。 
⑨ 本人になりすまして受講する不正受講を防止するため、訓練の各時限（コマ）
の開始時及び終了時に受講者本人であることをＷＥＢカメラ、個人認証ＩＤ及
びパスワードの入力、メール、電話等により確認すること。 

⑩ （有償無償を問わず、機器等を貸与する場合）機器等の紛失時、過失による
破損時等の取扱いを理解し、機器等の取扱いに留意すること（受講者に修理費
用等を請求できるのは、受講者の機器等の取扱いに明らかな瑕疵があって、必
要最小限の費用負担を求める場合に限ります）。 

⑪ 「訓練日誌（実施様式１）」を各受講者が自宅に持ち帰って作成する場合は、
紛失しないように注意すること。 

⑫ 訓練実施施設起因の機器不調や、インターネット接続環境等に障害が生じて
受講者全員が訓練を受講できなかった場合は、訓練の振替を実施すること。 

⑬ 受講者起因の機器不調や、インターネット接続環境等に障害が生じて訓練を
受講できなかった場合は、訓練の振替が実施されないことがあること。 
⑭ 受講者におけるインターネット接続環境に障害が生じた場合は、訓練実施施
設の指示に従い、復旧に向けた協力を行うこと。 

⑮ オンライン訓練実施中に問題が発生した場合は事務担当者へ連絡を行うこ
と。 

  事務担当者を介してやり取りを行っても問題が解決しない際は、専門的知識
を有する者に当該受講者の連絡先を示し、受講者へ直接連絡させることがある
こと。 

⑯ 原則として、一度選択した受講形態は受講者が任意に変更を行うことはでき
ないこと。 

 （２）個人情報の扱い 
   オンライン訓練の実施に当たり原則として不要な個人情報を取り扱わないで

ください。やむを得ず受講者の個人情報を取り扱う場合は、データの暗号化を
徹底し、また、漏えい等が生じないようご留意ください。 

 
５．オンライン訓練の実施 
  オンライン訓練の実施は以下の①～⑤の点に注意してください。 

① 各時限（コマ）の訓練開始前に映像と音声の確認ため、オンラインの接続テ
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ストを実施してください。
② 本人になりすまして受講する不正受講を防止するため、訓練の各時限（コマ）
の開始時及び終了時に受講者本人であることをＷＥＢカメラ、個人認証ＩＤ及
びパスワードの入力、メール、電話等により確認し、適切に出席管理を行って
ください。

③ 受講者のマイクとカメラについてはいずれもオンにした状態で受講すること
を原則としますが、通信が安定しない等のやむを得ない場合は、負荷を軽減す
るために映像を一時的にオフにして、音声のみによる実施も認められます。た
だし、音声のみの場合でも、受講者と講師が質疑応答を行える環境は整えてく
ださい。

④ オンライン訓練を実施する中で、インターネットを介して画面共有等するテ
キストについては、独自に作成したテキスト等の著作権侵害に当たらないもの
を使用してください。
市販テキストを使用する場合、画面共有をすることは著作権侵害に当たりか

ねないため、講師と受講者の間で同じテキストを手元に置いて訓練を実施する
と共に、ホワイトボードの板書等を活用して説明を補足してください。 

⑤ オンデマンド型の訓練は認められませんが、同時双方向のオンライン訓練の
中で、補助教材、視聴覚教材として使用する程度であって、申請日までに権利
者から訓練期間中使用できる許諾を得ているのであれば、映像教材を使用して
も差し支えありません。
ただし、訓練内容に関連しない動画（広告含む）を訓練時間中に流すことは

認められません。 
また、外部動画サイト（不特定多数の者が自由に見ることができる無料の動

画サイト等）を使用することは認められません。 
なお、補助教材、視聴覚教材の配信中であっても、受講者からの質疑等に対

応するため、講師と受講者間で質疑応答が行える環境を整える必要があります。 

６.申請書への記載
（１）実施体制等確認表（認定様式第３号）

オンライン機器を使用して訓練を実施する場合は、「30その他」の「オンライ
ン機器を使用して訓練を行う場合」の項目に以下の①～⑤の事項を記入してく
ださい。
① 体制等の整備

テレビ会議システムを使用して、講師と受講者が映像、音声により互いにや
り取りを行う等の同時双方向型で実施する場合は、○を付してください。 
訓練中に通信障害等によりオンライン接続が遮断された場合に受講者に迅速

に連絡をとれる方法が確保されており、接続の復旧に向けたアドバイス等を的
確に行える体制が整備されている場合は、○を付してください。 
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受講時に受講者本人であることをＷＥＢカメラ、個人認証ＩＤ及びパスワー
ドの入力、メール、電話等により確認を行う場合は○を付してください。 

② インターネット接続環境
訓練で利用するインターネット接続環境の通信速度が訓練実施に十分な速度

（目安として上り・下りともに 10Mbps以上）である場合は、○を付してくだ
さい。 

③ ソフトウェア
ソフトウェアの使用許諾契約の有無を○で選択してください。
使用するソフトウェアの名称とバージョンを記載し、そのソフトウェアがサ

ポート対象となっている場合は、○を付してください。 
④ 受講者へのパソコン、モバイルルータ等の貸与

受講者へパソコンやモバイルルータ等の貸与の有無を○で選択してください。 
貸与を行う場合は、「あり（無償貸与）」か「あり（有償貸与）」を選択してく

ださい。（訓練用機器は有償貸与、通信機器は無償貸与といった場合は、「あり
（有償貸与）」の方に○を付してください） 
また、それぞれの機器について無償貸与か有償貸与かを選択して○を付して

ください。 
無償貸与のみ、有償貸与のみの場合でも該当する方へ○を付してください。 
特殊な訓練用機器や通信機器を貸与する場合は、「その他」の括弧内にその名

称を記載してください。（パソコンやモバイルルータなど、一般的な機器の貸与
であれば、名称を○で囲む必要はありません） 

⑤ 講ずる措置
オンライン訓練を開始する段階で、通所による事前説明（オンライン接続等

の方法の説明を含む）を実施することを確認し、○を付してください。 
授業開始前にオンラインの接続テストを行うことを確認し、○を付してくだ

さい。 
（２）訓練カリキュラム（認定様式第５号）

① 「訓練対象者の条件」
オンライン訓練の受講に当たり、受講者が必要となる機器、インターネット

接続環境、パソコンスキル等を記載してください。 
② 「訓練概要」

文末に「【オンライン対応コース（オンライン割合●％）】」と記載してくださ
い。 
なお、オンライン割合とは、総訓練時間のうち算定対象訓練時間に対する通信

（同時双方向型）で実施する時間の割合で算出し、算出した割合が１％未満の場
合は、割合は記載せず【オンライン対応コース】のみ記載してください。 
※ オンライン割合については、算定対象訓練の総時間数を分母として算出し
てください。
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  ③ 「受講者の負担する費用」 
    有償で受講者に機器等を貸与する場合等は、備考欄に金額を記載してください。 

（様式第８号の「受講者が負担するその他費用」の備考欄と同額の金額を記
載してください） 

（参考） 

 
訓練

形態 
訓練対象者の条件 訓練概要 費用備考 

PC、モ

バイル

ルータ

の貸与

なし 

 

混在  

【オンライン対応コース

（オンライン割合

●％）】 

訓練受講のた

めの通信費：実

費 

単独 

自宅に PC等の情報

通信機器を備ている

方（その受講に当た

り、どのような機

器、インターネット

接続環境、必要とな

るのかを記載） 

【オンライン対応コース

（オンライン割合

●％）】 

訓練受講のた

めの通信費：実

費 

PC、モ

バイル

ルータ

の貸与

あり 

有
料 

混在 

 【オンライン対応コース

（PC貸出あり（有料）、

モバイルルータ貸出あり

（有料））、オンライン

割合●％】 

・PC レンタル

代：●●円 

・モバイルルー

タレンタル代：

●●円 

単独  

【オンライン対応コース

（PC貸出あり（有料）、

モバイルルータ貸出あり

（有料））、オンライン

割合●％】 

・PC レンタル

代：●●円 

・モバイルルー

タレンタル代：

●●円 

無
料 

混在 

 【オンライン対応コース

（PC貸出あり（無料）、

モバイルルータ貸出あり

（無料））、オンライン

割合●％】 

- 

単独  

【オンライン対応コース

（PC貸出あり（無料）、

モバイルルータ貸出あり

（無料））、オンライン

割合●％】 

- 

※モバイルルータを貸与する場合、貸与費用の中に（受講者が）訓練受講のための通信費が
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含まれること。 

④ 「訓練形態（個別指導・補講を除く）」
・混在型で訓練を実施する場合は、「オンラインによっても指導する（当該日
通所可能）」に○を付してください。

・単独型の場合は「オンラインによっても指導する（当該日通所不可）」へ○
を付してください。

いずれの場合でも、オンライン訓練の総合計時間を記入してください。 
（３）日別計画表（認定様式第６号）

算定訓練で混在型によりオンライン訓練を実施する場合は、該当欄に「○」を
記載してください。 
算定訓練で単独型によりオンライン訓練を実施する場合は、該当欄に「△」を

記入してください。 
オンライン訓練実施時間の合計数（「○」と「△」の合計時間数）を確認し、該

当欄へ記載してください。 

キャリアコンサルティングをオンラインにより実施する場合は「キャリアコン
サルティング実施予定表」の「備考欄」に「オンラインで実施」と記載、又は、
コース案内に「キャリアコンサルティングについては、オンライン形式により実
施します。」等と記載して下さい（キャリアコンサルティングをオンライン形式
で実施する旨、受講者に対して事前に周知を行って頂ければ、いずれも記載不要
です。）。

126



（４）使用教科書等一覧（受講者が必要とする教科書等）（認定様式第８号） 
 受講者へパソコン等の機器を有償で貸与する場合は、「２．受講者が負担するそ
の他費用」欄へ機器ごとに記載してください。その際、金額は「0円」と記入し、
備考欄に金額を記入してください。 
モバイルルータ等を貸与し、通信費を受講者負担とする場合は、通信機器の備

考欄へ通信費の総額を記載してください。（通信機器を貸与せず、受講者にインタ
ーネット接続環境を用意させる場合は「通信費」と記載し、備考欄に実費と記入
してください） 

   なお、無償貸与の機器については、当欄へ記載する必要はありません。 

 
７．受講者募集について 

訓練期間中にオンライン訓練を実施する場合は、コース案内（別紙 13参照）に
以下の①～④の事項を記入してください。また、説明会、施設見学会、選考等で
も同事項の説明を行ってください。 
① オンライン訓練実施日の通所可否を記載。混在型と単独型のいずれの場合で
も、通信障害が多く発生する際は、通所受講へ切り替えてもらう可能性がある
旨を記載。 
ただし、単独型については、通所受講へ切り替えができない可能性があるこ

とから、受講者が新しい機器が整備できなければ受講継続できなくなるケース
もあることと、受講者のインターネット接続環境が確実に整備されている必要
があることを明記。 

② オンライン訓練に係る情報を記載（例「総訓練時間 400時間の内、○○、
…、△△科目の 200時間をオンラインで実施」など）。 
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③ 必要機器や推奨環境、使用するソフトウェア及び必要なパソコンスキルを記
載。
スマートフォンやタブレット等での受講を認めない場合はその旨を記載。

④ オンライン訓練で使用するパソコンやモバイルルータ等の貸与可否。貸与を
行う場合は有償か無償かを記載し、有償の場合は費用を明示。通信費について
も、受講者が負担する場合は金額を明示。
機器等を受講者に用意させる場合は、用意すべき機器、（ソフトウェアのイ

ンストールを求める場合は）必要なソフトウェアの種類、インターネット接続
環境等を記載し、必要となる機器等の費用については、受講者負担となる旨を
記載。

128



【オンライン訓練を設定するに当たっての質疑応答集】 

（問１）オンライン訓練を設定した日に通所訓練を設定してもよいか。 
（例）午前中に３時間オンラインで訓練を実施し、午後に３時間通所訓練を設定
する。 

（答） 
原則として、オンライン訓練を設定した日については、オンライン訓練のみを

設定していただきたいこと。設定は不可能ではないが、移動時間は訓練時間に含
まれないことに留意が必要である。 

（問２）就職支援責任者の常駐要件に「訓練実施日数のうち、50％の日数は、全
日、就職支援責任者を務める訓練実施施設での常駐が必要」とあるが、受講者が
通所しない場合であっても、訓練実施日数のうち 50％の日数は常駐する必要があ
るのか。 

（答） 
   通信の方法による訓練の実施日（受講者全員がオンラインにより受講する日

に限る。）については、就職支援責任者の業務をオンラインにより実施（業務遂
行日は常時対応可能な状態である必要があること）できる等を条件として、常
駐する必要はないが、訓練実施日数のうち 50%の日数については就職支援責任者
の業務を遂行（オンラインを含む）する必要があること。 
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認定職業訓練実施奨励金（実習促進奨励金又は職場見学等促進奨励金）に係る認定申請時におけ

る手続きについて 
 
１ 職場見学等奨励金の特例措置に係る認定申請時における手続きについて 
介護分野及び障害福祉分野における人材確保を支援するため、一定の要件を満たす場合に、職

場見学等奨励金が支給（１人につき１万円）されます（令和６年４月１日から令和７年３月３１

日までに開始するコースを対象とした時限措置になります。）。 
訓練開始前までの手続きについては、以下のとおりとなりますので、特例措置の適用を受けよ

うとする場合は、遺漏のないようご確認ください。 
なお、本紙は、申請時に必要となる手続きに関するご案内ですが、支給要件等の詳細について

は、管轄労働局にお問い合わせください。 
 
イ 職場見学等奨励金の支給要件 
 以下の要件を満たした場合、特例措置の対象となります。 
（１）対象訓練期間 令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの間に訓練を開始した２

か月以上の訓練コース 
 

（２）対象分野 介護・医療・福祉分野 
 訓練修了後に取得

できる資格 
①介護職員初任者研修、②介護福祉士実務者研修、③生活援助従事者研

修、④居宅介護職員初任者研修のいずれかの資格が取得できること。 
（３）訓練の実施 受講者１名につき２か所以上の職場見学、職場体験、企業実習（以下

「職場見学等」とします）のいずれかを実施すること。 
※介護保険法又は障害者総合支援法に基づく施設サービス又は在宅サー

ビスを実施している施設（事業所）が対象となります。 

 実施時間 受講者１名につき合計６時間以上実施すること。 
※１か所当たりの時間ではなく、複数箇所の実施合計時間であること。 
※訓練カリキュラム上は、企業実習は６時間以上、訓練時間総合計の

20％未満、職場体験及び職場見学は６時間以上 36 時間以内である必要が

あります。詳細は、「求職者支援訓練に係るカリキュラムの作成に当たっ

ての留意事項」確認してください。 
（４）職場見学等 
実施率 

以下の方法により算出した割合（職場見学等実施率）が 80％以上である

こと。   
       修了者のうち 2 か所以上職場見学等に出席した者 

   ＋中途退校者のうち 2 か所以上職場見学等に出席した者  

＝ ―――――――――――――――――――――――― 
       修了者 
       ＋中途退校者のうち 2 か所以上職場見学等に出席した者 
       －修了者のうちやむを得ない理由（インフルエンザに感染した等）

により 2 か所以上職場見学等に出席できなかった者 

職場見学

等実施率 

別紙１６ 
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ロ 提出書類

原則として、認定申請時に認定申請様式５号の添付書類「職場見学等実施計画書（様式 A-
51）」（以下「計画書」とします）を機構支部に提出してください。やむを得ない理由により認定

申請時の提出が難しい場合は、訓練開始日までに提出することが認められますが、機構支部にあ

らかじめその旨を連絡してください。

なお、認定申請時点において、やむを得ず未定となる箇所については、「未定」と記載をした

上で、職場見学等の実施日までに特例措置の要件を満たす計画書を、機構支部に提出してくださ

い。

機構支部において計画書を受け付けた際、機構処理欄に受理日や担当者の署名等を記載して、

写しを申請者に交付します。

当該書類は、認定職業訓練実施基本奨励金の支給申請を行う際の添付書類として提出が必要と

なりますので、大切に保管してください。

なお、特例措置の適用を受けるためには、本計画書の提出に基づき、要件を満たす訓練を実施

する必要があります。また、計画書等を含め、最終的な支給審査は労働局が行いますので、疑義

が生じた場合は、労働局にお問い合わせください。

ハ 計画書の記載例

申請時点において「未定」にしている箇所や、職場見学等の実施計画に変更が生じる内容について申請受付期限以降に決定した場

合は、事前に機構支部へ電話連絡をした上で、速やかに「求職者支援法に基づく認定職業訓練の変更届出書（様式 A-13-1）」と併

せて計画書及び変更に伴う認定申請様式を提出して下さい。「

詳細の取扱いについては、認定後にご案内する「求職者支援訓練を実施するに当たっての留意事項」をご確認ください。

機構支部に提出する年月日

を記載してください。

介護保険法又は障害者総合支援法に基づく施設サービス又は在宅サ

ービスを実施している施設（事務所）が対象になります。

日別計画表（認定様式第６号）に記載し

た日程を記載してください。

受入先の事業所の電話番号

を記載して下さい。
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２ 認定職業訓練実施奨励金（実習促進奨励金）に係る認定申請時における手続きについて

職業訓練のデジタル分野の重点化等により、デジタル推進人材を育成することとされている

ことを踏まえ、一定の要件を満たす場合に、認定職業訓練実施奨励金（実習促進奨励金）（受

講者１人につき２万円）が支給されます（令和８年度末までに開始するコースが対象となりま

す）。

訓練開始前までの手続きについては、以下のとおりとなりますので、実習促進奨励金を希望

する場合は、遺漏のないようご確認ください。

なお、本紙は、申請時に必要となる手続きに関するご案内ですが、支給要件等の詳細につい

ては、管轄労働局にお問い合わせください。

イ 実習促進奨励金の支給要件

以下の要件を満たした場合、実習促進奨励金の対象となります。

（１）

対象訓練期

間

令和４年１２月２日から令和９年３月３１日までの間に訓練を開始した訓練コース（短

期・短時間特例訓練を除く）

（２）

対象分野

ＩＴ分野、デザイン分野（ＷＥＢデザインの訓練コース）

（３）

訓練の実施

企業実習を１０日以上２０日以下、かつ、訓練実施日に終日実施すること。

（４）

企業実習

出席率

以下の方法により算出した割合（企業実習出席率）が 80％以上であること。 

修了者のうち企業実習の実施日における出席率が 80％以上の者の数 
＋中途退校者のうち企業実習の実施日における出席率が 80％以上の者の数 
＝ ―――――――――――――――――――――――――

修了者数

＋中途退校者のうち企業実習の実施日における出席率が 80％以上の者の数 
－修了者のうち、企業実習の実施日における出席率が 80％未満である者であ 
って、やむを得ない理由による欠席を出席として取り扱った場合に、当該率

が 80％以上となる者の数 

ロ 提出書類

原則として、認定申請時に認定申請様式５号の添付書類「企業実習実施計画書（様式 A-54）」
（以下「計画書」とします）を機構支部に提出してください。やむを得ない理由により認定申請

時の提出が難しい場合は、訓練開始日までに提出することが認められますが、機構支部にあらか

じめその旨を連絡してください。

なお、申請時点において「未定」としている箇所や、企業実習の実施計画に変更が生じる内容

について申請受付期限以降に決定した場合は、事前に機構支部へ電話連絡をした上で、速やかに

「求職者支援法に基づく認定職業訓練の変更届出書（様式 A-13-1）」と併せて本計画書及び変更
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に伴う認定申請様式を提出して下さい。 
機構支部において計画書を受け付けた際、機構処理欄に受理日や担当者の署名等を記載して、

写しを申請者に交付します。 
当該書類は、認定職業訓練実施奨励金（実習促進奨励金）の支給申請を行う際の添付書類とし

て提出が必要となりますので、大切に保管してください。 
特例措置の適用を受けるためには、本計画書の提出に基づき、要件を満たす訓練を実施する必

要があります。また、計画書等を含め、最終的な支給審査は労働局が行いますので、疑義が生じ

た場合は、労働局にお問い合わせください。 
 
ハ 計画書の記載例 

 
 

申請時点において「未定」にしている箇所や、企業実習の実施計画に変更が生じる内容について申請受付期限以降に決定した場合

は、事前に機構支部へ電話連絡をした上で、速やかに「求職者支援法に基づく認定職業訓練の変更届出書（様式 A-13-1）」と併せ

て計画書及び変更に伴う認定申請様式を提出して下さい。「 
詳細の取扱いについては、認定後にご案内する「求職者支援訓練を実施するに当たっての留意事項」をご確認ください。 

受入先の事業所の電話番号

を記載して下さい。 

機構支部に提出する年月日

を記載してください。 

日別計画表（認定様式第６号）に記載し

た日程を記載してください。 
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講師が訓練実施施設外から通信による方法で訓練を実施するに当たっての留意事項 
 
設定可能な訓練コース 

「職業スキル（学科、実技）」、「職場見学」、「職業人講話」、「算定対象訓練以外（開講式、

就職支援、キャリアコンサルティング等）」の科目※1については、以下の訓練コースの場合

に限り、講師が訓練実施施設外から通信による方法（同時双方向型）で訓練を実施すること

が可能です（〇印：実施可）。なお、同時双方向型で実施するため教室にはカメラ及びマイ

クを設置する必要があります。 
No. 訓練実施方式 訓練形態 受講者の場所 基礎コース 実践コース 

１ 通所訓練※2 通所型 全員施設内※3 〇 〇 

２ 
オンライン訓練 

混在型 一部施設内 ― 〇 

３ 単独型 全員施設外 ― 〇 

※１ 企業実習及び職場体験は、講師（企業実習先の主担当）が受講者と同じ教室にいない

設定は認められないこと。また、通信による方法のみで実施することは認められない

こと。 
※２ 通所訓練は、受講者全員が訓練実施施設に通所して訓練を受講する訓練を指すこと

（※通所訓練のため、認定申請様式の「オンライン訓練」欄は記載しないこと）。 
※３ キャリアコンサルティング等、受講者毎に実施する科目については、（受講者全員で

はなく）当該受講者のみが訓練実施施設内にいれば足りること。 
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WEBデザイン関係の資格 

別紙１８ 
（別添１－３） 

資格名 

1 Ｗｅｂクリエイター能力認定試験（エキスパート） 

2 Ｉｌｌｕｓｔｒａｔｏｒクリエイター能力認定試験（エキスパート） 

3 Ｐｈｏｔｏｓｈｏｐクリエイター能力認定試験（エキスパート） 

4 
公益社団法人 全日本能率連盟登録資格 Ｗｅｂ検定（Ｗｅｂデザイナー、Ｗｅ 
ｂディレクター、Ｗｅｂプロデューサー) 

5 
CG-ARTS検定（CGクリエイター検定（エキスパート）、Ｗｅｂデザイナー検定 
（エキスパート）、画像処理エンジニア検定（エキスパート）、CGエンジニア
検定（エキスパート）、マルチメディア検定（エキスパート））

6 
アドビ認定プロフェッショナル（Ｐｈｏｔｏｓｈｏｐ、Ｉｌｌｕｓｔｒａｔｏｒ、
Ｐｒｅｍｉｅｒｅ Ｐｒo）

7 ウェブデザイン技能検定 １～３級
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ＤＸ推進スキル標準対応訓練コースの確認について 

 

「ＤＸ推進スキル標準（以下、「ＤＳＳ」という。）」は、ＤＸを推進する人材の役割や習得すべき

知識・スキルを示し、それらを育成の仕組みに結び付けることで、リスキリングの促進、実践的な学

びの場の創出、能力・スキルの見える化を実現するため、令和４年１２月２３日に閣議決定された「デ

ジタル田園都市国家構想総合戦略」に先立ち策定されました。 

デジタル系（ＩＴ分野又はＷＥＢデザイン系コース。以下同じ。）の認定申請を行う場合、デジタ

ル系の訓練カリキュラムと、ＤＳＳで定めるスキル項目の関係性を明確化するため、以下イ～ニの記

入をお願いいたします。（※デジタル系の認定申請を行う場合は必ず提出してください。） 

 

イ 訓練カリキュラム（認定様式第５号）及びＤＸ推進スキル標準対応チェックシート（認定様式第

５号添付書類）の紐づけについて 

 訓練カリキュラム（認定様式第５号）の「科目の内容」欄に、以下の表に掲載するＤＳＳの学習項

目に関連する訓練内容がある場合は、該当する「訓練の内容」を丸で囲み、（機構支部が指示する場

合については、ＤＸ推進スキル標準対応チェックシートとの紐づきが確認できれば「丸」以外の印も

可（※１））、認定様式第５号添付書類の「訓練カリキュラムのチェック（✓）」欄に「✓」を記入し

てください。 

※１ 文字色の変更や、文字を蛍光ペンで目立たせる等、印以外の記載はご遠慮ください（白黒印刷

の場合、紐づきの確認ができない恐れがあるため。）。 

 

ロ 訓練カリキュラム（認定様式第５号）における訓練概要欄の記入について 

 認定様式第５号添付書類のＡ～Ｄのカテゴリーのうち、複数カテゴリーの「訓練カリキュラムのチ

ェック（✓）」欄に「✓」が記入されている場合は、訓練概要欄の末尾に【ＤＳＳ対応】と記載して

ください。 

（※Ａのカテゴリーだけに✓が記入される場合、訓練概要欄の末尾に【ＤＳＳ対応】と記載する必要

はないこと。） 

 

ハ 認定様式第５号「訓練カリキュラム」の「ＤＸ推進スキル標準対応の訓練における基本奨励金の

特例措置の適用に係る希望の有無」欄の記入について 

基本奨励金の特例措置の適用を希望する場合は「○」を記載してください。 

 

ニ コース案内の記載について 

ＤＸ推進スキル標準（経済産業省及び独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が策定。）対応の訓練

における基本奨励金の特例措置の適用を希望する場合は、 ＤＸ推進スキル標準対応の訓練コースで

ある旨記載してください。 
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【表】ＤＸ推進スキル標準対応チェックシート

カテゴリー サブカテゴリー スキル項目 学習項目例
訓練カリキュラムの

チェック（✔)

ビジネス戦略策定・実行 エコシステム＆アライアンス（必要なケイパビリティを持つ他社・個人の探索、M&A、投資、契約）、リスクマネジメント（知的財産権等の権利保護、コンプライアンス、ビジネス倫理）、ポートフォリオマネジメント、持続可能性

プロダクトマネジメント プロダクトマネジメント、プロダクトビジョンの定義・共有・進化、プロダクト開発チームリーダー、プロダクト観点でのビジネス・UX・テクノロジーの統合、プロダクトファミリの管理、経営・財務・法務・マーケティング・顧客サポート・営業等のステークホルダー管理

変革マネジメント 組織体制、組織文化・風土、各種制度、人材、業務プロセス、ステークホルダーマネジメント

システムズエンジニアリング システム、ライフサイクル、プロセス、システムライフサイクルプロセスにおける具体的な活動（要求分析、アーキテクティング、実装、インテグレーション、テスト、運用、保守、廃棄）

エンタープライズアーキクチャ ビジネスアーキテクチャ、事業を管理するための仕組み（ERP、PLM、CRM、SCM　等）、データアーキテクチャ、データガバナンス、ITシステムアーキテクチャ

プロジェクトマネジメント PMBOK®第7版、テーラリング、アジャイル/ウォーターフォール、調達マネジメント

ビジネス調査 調査の設計、ビジネスフレームワーク（PEST、3C、5Forces、SWOT、STP、4P、バリューチェーン　等）、ビジネス・業務とデジタル技術の関連性

ビジネスモデル設計 ビジネスモデルキャンバス、収益モデル（売り切り、サービスの付加、サブスク　等）

ビジネスアナリシス 製品やサービスの提供に必要な活動の可視化に関するフレームワーク（サービスブループリント、バリューチェーン分析、業務プロセス分析、ステークホルダーマップ、サービス生態系マップ）、要求定義（ビジネスプロセス関連図、業務フロー図　等）

検証（ビジネス視点） バリュープロポジションを踏まえた検証アプローチの設計、実施、モニタリングのためのKPI設定

マーケティング 顧客開発、ベネフィットと差別化、Webマーケティング、SEO、SNSマーケティング、カスタマーサポート、AI活用マーケティング

ブランディング ブランドプロポジション・ブランドアイデンティティ

顧客・ユーザー理解 インタビュー設計、ワークショップ設計、ユーザー調査（A/Bテスト、カードソーティング、日記調査、フォーカスグループ　等）、市場・競合調査（定量・定性）、調査結果分析、参加型デザイン、ペルソナとジャーニーマップ

価値発見・定義 価値発見におけるフレームワーク（サービスブループリント、アサンプションマトリクス　等）、アイデエーションのための手法（ブレインストーミング、KJ法、シナリオ法、ペーパープロトタイピング）、バリュープロポジション、製品・サービスの方針（コンセプト）策定

設計
プロトタイピング、情報設計、コンテンツ設計、アクセシビリティ・ユーザビリティ設計、UI設計（ワイヤーフレーム、モックアップ、オブジェクト指向/タスク指向　等）、デザインシステム（サイズ、フォント、コンポーネント、カラー　等）、人の行動原理や心理学を基に

したデザイン、でき上がった製品・サービスの倫理的観点からのチェック

検証（顧客・ユーザー視点） コンセプトテスト、ユーザビリティ評価の計画と実施

その他デザイン技術 ブランディングの方針（コンセプト）策定（ムードボード、ブランド方針　等）、グラフィックデザイン、3Dデザイン、イラスト等の制作、編集、コンテンツ企画、映像制作、UXライティング、写真・アート等のディレクション

データ理解・活用 データ理解（データ理解、意味合いの抽出、洞察）、データの理解・検証（統計情報への正しい理解、データ確認、俯瞰・メタ思考、データ理解、データ粒度）

データ・AI活用戦略 着想・デザイン（着想、デザイン、AI活用検討、開示・非開示の決定）、課題の定義（KPI、スコーピング、価値の見積り）

データ・AI活用業務の設計・事

業実装・ 評価

アプローチ設計（データ入手、AI-ready、アプローチ設計、分析アプローチ設計）、分析評価（評価、業務へのフィードバック）、事業への実装（実装、評価・改善の仕組み）、プロジェクトマネジメント（プロジェクト発足、プロジェクト計画、運用、横展開、方針転換、

完了、リソースマネジメント、リスクマネジメント）、AIシステム運用（ソース管理、AutoML、MLOps、AIOps）

数理統計・多変量解析・データ可

視化

基礎数学 （統計数理基礎、線形代数基礎、微分・積分基礎、集合論基礎）、予測 （回帰・分類、評価）、推定・検定、グルーピング（グルーピング、異常検知）、性質・関係性の把握（性質・関係性の把握、グラフィカルモデル、因果推論）、サンプリング、データ加工（データ

クレンジング、データ加工、特徴量エンジニアリング）、意味合いの抽出・洞察、データ可視化（方向性定義、軸出し、データ加工、表現・実装技法、意味抽出）、時系列分析、パターン発見、シミュレーション・データ同化、最適化

機械学習・深層学習 機械学習、深層学習、強化学習、自然言語処理、画像認識、映像認識、音声認識

データ活用基盤設計 環境構築（システム企画、システム設計、アーキテクチャ設計）、データ収集（クライアント技術、通信技術、データ抽出、データ収集、データ統合）、データ構造（基礎知識、要件定義、テーブル定義、テーブル設計）

データ活用基盤実装・運用
データ蓄積（DWH、分散技術、クラウド、リアルタイム処理、キャッシュ技術、データ蓄積技術、検索技術）、データ加工（フィルタリング処理、ソート処理、結合処理、前処理、マッピング処理、サンプリング処理、集計処理、変換・演算処理）、データ共有（データ出力、

データ展開、データ連携）、プログラミング（基礎プログラミング、拡張プログラミング、アルゴリズム、分析プログラム、SQL）

コンピュータサイエンス ソフトウェアエンジニアリング、最適化、データ構造、アルゴリズム、計算理論

チーム開発 Git/Gitワークフロー、チームビルディング、リーダブルコード、テクニカルライティング

ソフトウェア設計手法 要求定義手法、ドメイン駆動設計、ソフトウェア設計原則（SOLID）、クリーンアーキテクチャ、デザインパターン、非機能要件定義、

ソフトウェア開発プロセス ソフトウェア開発マネジメント（CCPM、アジャイル開発手法、ソフトウェア見積り）、TDD（テスト駆動開発）、ソフトウェア品質管理、OSSライセンス管理

Webアプリケーション基本技術 HTML/CSS、JavaScript、REST、WebSocket、SPA、CMS

フロントエンドシステム開発 UI設計、レスポンシブデザイン、モックアップ開発、フロントエンドフレームワーク、PWA、検索最適化/SEO

バックエンドシステム開発 データベース設計、オブジェクトストレージ、NoSQL、バックエンドフレームワーク、キャッシュ、負荷分散、認証認可

クラウドインフラ活用 クラウド基盤（PaaS/IaaS）、マイクロサービス、サーバレス、コンテナ技術、IaC、CDN

SREプロセス オブザーバビリティ、オープンテレメトリ、four keys、カオスエンジニアリング、CI/CD & DevOps

サービス活用 API管理、データ連携（iPaaS、ETL、EAI）、RPA、ローコード/ノーコード

フィジカルコンピューティング エッジコンピューティング、IoTクラウド、LPWA、IoTセンサー、ウェアラブル、ロボティクス、ドローン、SBC（Arduino、RaspberryPi　等）、IoTゲートウェイ、認識技術（画像、音声　等）、3Dセンシング、3Dプリンタ、位置測位

その他先端技術
※以下に挙げる先端技術を例として必要に応じて学習

WebAssembly、HTTP/3、ブロックチェーン基盤、秘密計算、Trusted Web、量子コンピューティング、HITL:Human-in-the-Loop

テクノロジートレンド
※以下に挙げる先端技術を例として必要に応じて学習

メタバース、スマートコントラクト、デジタル通貨、インフォマティクス（マテリアル分野、バイオ分野、計測分野　等）、GX（カーボントレーシング　等）

セキュリティ体制構築・運営 セキュリティ対応組織（セキュリティ統括機能、SOC、xSIRT等）との連携手順、サービスや機器のセキュリティ対策に関する組織内の役割と責任の明確化、組織におけるセキュリティカルチャーの醸成方法

セキュリティマネジメント
セキュリティ関連法制度、ポリシー、規程、マニュアル等の整備、脅威インテリジェンスの活用を含むリスクの認知、リスクアセスメント手法、セキュリティ要件定義、機能要件としてのセキュリティ機能、認証方式の種類・特徴と選定方法、情報資産管理、構成管理、セキュリ

ティ教育・トレーニングと資格・認証制度、情報セキュリティ監査の手法

インシデント対応と事業継続 デジタル利活用における事業継続、事業継続計画の整備と訓練、インシデント対応と危機管理の連携手順、日常及び緊急時の情報共有とコミュニケーション

プライバシー保護 プライバシー保護関連の法制度、ビジネス内容を踏まえたプライバシー保護に関するマネジメントシステムの検討、PIA（プライバシー影響評価）の概要と手順、データの取扱におけるプライバシー関連リスクと対策

セキュア設計・開発・構築
セキュアシステム設計の概要と実践方法、DevSecOpsの考え方と実践方法、セキュリティ要件及びセキュリティ機能の実現・実装、IT/OT/IoTデバイスにおけるセキュリティ対策、クラウドサービス及びネットワーク機器のセキュリティ機能の概要と設定、脆弱性の概念と対

策・診断方法

セキュリティ運用・保守・監視 脅威情報や脆弱性情報の活用、モニタリングの方法と観測データの活用、運用・監視業務へのAI応用、インシデント時の影響調査、トリアージ方法、デジタルフォレンジックサービスの活用
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【参考１】訓練コースの設定について

２か月 ３か月 ４か月

１か月につき１００時間以上

１か月につき８０時間以上
１００時間未満

２か月 ３か月 ４か月 ５か月 6か月

１か月につき８０時間以上

１か月につき８０時間以上
１００時間未満

→「訓練期間」と「訓練時間」の組み合わせから設定できる訓練コースは下表のとおりです。
（１）基礎コース

（２）実践コース

通常訓練

別紙２０

短時間訓練

通常訓練

短時間訓練

138



１．訓練時間の設定について

短時間訓練 通常訓練 短時間訓練 通常訓練

全ての月が
80時間以上100時間未満

全ての月が
100時間以上

全ての月が
80時間以上100時間未満

全ての月が
80時間以上であり、
かつ短時間訓練ではない訓練

原則として3時間以上6時間以下 原則として5時間以上6時間以下 原則として3時間以上6時間以下 原則として3時間以上6時間以下

訓練種別 短時間訓練コースにチェック - 短時間訓練コースにチェック -

「訓練対象者の条件」欄
在職中の者等、訓練の受講に
あたり特に配慮を必要とする者

不要 不要 不要

「訓練科名」欄 不要 科名の末尾に（短時間）と記載 不要

２．訓練期間の設定について

基礎コース 実践コース

２～４か月 ２～６か月

「訓練対象者の条件」欄 不要
不要

「訓練科名」欄 不要 不要

【参考２】訓練コース設定について    

認定様式
第５号への
記載

1日あたりの訓練時間

訓練コース

訓練期間

認定様式
第５号への
記載

訓練コース

訓練種別

1ヶ月あたりの訓練時間

基礎コース 実践コース

今回から記載が必要になり

ましたのでご注意ください。

科名の末尾に（短時間）と記載
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